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序     文 

 

日本国政府は、チリ共和国の要請に基づき、チリ共和国「津波に強い地域づくり技術の向上に関す

る研究」を実施することを決定し、独立行政法人国際協力機構がこのプロジェクトを実施することと

しました。 

当機構は、プロジェクトの開始に先立ち、本プロジェクトを円滑かつ効率的に進めるため、平成

23 年 8 月 16 日から 9 月 2 日までの間、詳細計画策定調査団を現地に派遣しました。 

当調査団は、本プロジェクトの背景を確認するとともに、チリ国の意向を聴取し、本プロジェクト

に関する協議議事録に署名しました。 

本報告書は、今回の調査をとりまとめるとともに、引続き実施を予定しているプロジェクトに資す

るためのものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係者各位に対して、心より感謝申し上げます。 

 

平成 24 年 4 月 
 
 

独立行政法人国際協力機構 
地球環境部 

部長 江島 真也 
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略 語 表 

AGCI Agencia de Cooperación Internacional チリ国際協力庁 
COE Centro de Operaciones de Emergencia 緊急オペレーションセンター 
DART Deep-ocean Assessment and Reporting of 

Tsunami 
ダートシステム 

DOP Director Nacional de Obras Portuarias, 
Ministerio de Obras Públicas 

チリ公共事業省港湾局 

DRI Disaster Reduction and Human Renovation 
Institute 

人と防災未来センター 

FCM Municipal Common Fund チリ地方自治体地方開発官房所管予算 
GPS Global Positioning System 地球測位システム 
IDB Inter America Development Bank 米州開発銀行 
IGM Instituto Geografico Militar 陸軍地理研究所 
JAMSTEC apan Agency for Marine-Earth Science and 

Technology 
独立行政法人海洋開発研究機構 

NDA National Defense Academy 防衛大学校 
NHI National Hydraulic Institute チリ国立水理研究所 
NILIM National Institute for Land and 

Infrastructure Management 
国土技術政策総合研究所 

MLIT Ministry of Land, Infrastructure, 
Transportation and Tourism 

国土交通省 

MOP Ministry of Public Works チリ公共事業省 
MRI Meteorological Research Institute, Japan 

Meteorological Agency 
国道交通省気象庁気象研究所 

NEIC National Earthquake Information Center 国家地震情報センター 
NOAA National Oceanic and Atmospheric 

Administration 
米国海洋大気圏 

ONEMI National Office of Emergency of the 
Interior Ministry 

チリ内務省国家緊急対策室 

UCh University of Chile チリ大学 
UCSC University of the Holy Conception コンセプシオン・カトリカ大学 
UdeC University of Conception コンセプシオン大学 
UNDP United Nations Development Plan 国連開発計画 
UNESCO United Nations Educational, Scientific and 

Cultural Organization 
国連教育科学文化機関 

UNESCO/COI Comisión Oceanográfica 
Intergubernamental de UNESCO 

国際海洋委員会 

USGS US Geological Survey 米国地質調査所 
UTFSM Federico Santa Maria Technical University フェデリコ・サンタ・マリア工科大学 
UV University of Valparaiso バルパライソ大学 
PARI Port and Airport Research Institute 独立行政法人港湾空港技術研究所 
PTWC Pacific Tsunami Warning Center 太平洋津波警報センター 
PUC Pontifical Catholic University of Chile チリ・カトリカ大学 
PUCV Pontifical Catholic University of Valparaiso バルパライソ・カトリカ大学 
SHOA Hydrographic and Oceanographic Service 

of the Chilean Navy 
水路・海洋部 

SNAM National Warning System of Tidal Waves 国家津波警報システム 
SSD Decision Support System SSN と SHOA の役割を統合する意思決定

支援システム 
SSN Servicio Sismológico National チリ大学国家地震観測網 
WC/ATWC West Coast and Alaska Tsunami Warning 

Center 
西太平洋・アラスカ津波警報センター 
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研究対象候補地位置図 

 

 

＜ワーキンググループ 1＞ 
・第 5 州バルパライソ州、フアン・フェルナンデス 
・第 7 州マウレ州、コンスティトゥシオン 
・第８州ビオビオ州、タルカワノ、ディチャト 
 
＜ワーキンググループ 2～4＞ 
・第 15 州アリカ・パリナコータ州、アリカ 
・第 1 州タラカパ州、イキケ 
・第 2 州アントファガスタ州、アントファガスタ、 
 メヒヨネス 

メヒヨネス 

コンスティトゥシオン 
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現地写真 

  

8 月 16 日 チリ国際協力庁表敬 8 月 17 日 全体会合でのワークショップ 

  

8 月 18 日 M/M 協議 8 月 19 日 アントファガスタ市街地の様子 

 

 

8 月 19 日 アントファガスタ州津波避難訓練に

参加する地域住民の様子 
8 月 19 日 アントファガスタ州津波避難訓練に

対するチリ側関係機関との講評 
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8 月 23 日 国立水理研究所実験用水槽施設 8 月 24 日 M/M 署名式 
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第1章 詳細計画策定調査の概要 

1-1 要請の背景 

チリにおいて 2010 年 2 月 27 日に発生したマグニチュード 8.8 の大地震とそれに伴う津波は、同国
中部に位置する第 5 州から第 9 州の広い範囲に大きな被害をもたらした。同地震は当時としては世界

観測史上 5 番目の規模であり、被災地域は面積 14.7 万 km2、被災人口 200 万人、死者数 521 人、行
方不明者 56 人、損失額は 300 億ドル（GDP の 17％）に及んだ。特に津波の被害は甚大であり、沿岸

部の居住地域が壊滅しただけでなく、港湾の埠頭にあった約 680 個のコンテナが漂流し、陸上での 2
次被害も引き起こした。また、本災害ではチリの早期警報体制の不備により、警報の発令が遅れただ

けでなく、「破壊的な津波は来ない」という誤った大統領発表がなされ、さらには津波の第 1 波が過
ぎた後に警報が解除され、人々が低地にある居住地域に戻ったところで第 2 波、第 3 波が来襲して人
的被害を拡大させたことから、津波警報や対策のあり方が大きな議論となった。 

同年3月11日に発足した新政権は内務省の管轄下に緊急対策委員会を設置するとともに、内務省、

大統領府、公共事業省、住宅都市計画省、厚生省、教育省、運輸通信省、財務省、経済省、企画省が

参加する復興委員会を大統領直下に設け、国家復興計画を策定し、実行に移している。日本政府はチ

リ政府に対して、地震発生直後に緊急無償資金協力（300 万ドル）、国際緊急援助物資供与（3,000 万
円）を行うとともに、JICA から災害対応、防災に関するニーズ調査団を派遣して、チリ国の緊急支

援のニーズ及び中期的復興支援ニーズの確認を行った。その結果、チリ政府の要請に基づき、地震被

災建築物診断技術専門家チームを派遣し、被災建築物診断に係る技術的な助言と今後の更なる協力ニ

ーズを確認した。また、チリ国外務大臣の公式来日時（2010 年 4 月）に、JICA との間で地震関連の

協力に関する覚書を締結し、日本政府に対して地震・津波災害の復興にかかる技術協力を要請した。

JICA は、2010 年 10 月にフォローアップ事業により津波早期警報システムに関する研修員を 5 名受
け入れたほか、2010 年 12 月から 2011 年 3 月にかけて、「対地震･津波対応能力向上プロジェクト」
を実施し、津波警報、応急対応計画・復興計画、応急対応、こころのケア、インフラ構造物（橋梁）、

建築物（RC 造、アドベ造）、コミュニティ防災の各分野で、短期専門家派遣と本邦研修を組み合わ

せた幅広い支援を行い、日本の技術的、制度的知見の共有を図った。 

一方、チリ沿岸で発生する津波について研究することは、日本の津波防災にとっても意義がある。

1960 年のチリ地震津波では、三陸地方を中心に高さ 5～6m の津波が来襲し、死者・行方不明者 142
人、全・半壊建物約 3,500 棟の被害を引き起こした。2010 年のチリ地震でも、浸水や養殖施設の被災

により、約 63.8 億円の被害が生じているが、津波警報が発令されたにも拘わらず避難する人が尐な

かったことなど、解決しなければならない課題が存在している。さらに、2011 年 3 月 11 日に発生し
た東日本大震災においては、東北・関東沿岸部を襲った巨大津波により、甚大な被害が引き起こされ

た。その実態と教訓を津波に備えるべき国々と共有し、このような悲劇を繰り返さないよう津波防災

の強化に貢献していくことは、あまりに大きな犠牲を払った我が国にとって、重大な責務となってい

る。 

上述のとおり、チリの震災において最も重大な課題と認識されたのは津波対策であったことから、

チリ政府は地球規模課題対応国際科学技術協力の枠組による共同研究プロジェクト「津波に強い地域
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づくり技術の向上に関する研究」の要請を、我が国政府に提出した。これと並行して、津波被害の調

査や上記技術協力プロジェクトを通じて災害発生直後から協力してきた我が国側の研究グループが

独立行政法人科学技術振興機構（JST）に対し、共同研究の企画書を提出し、両要請の審査の結果、

詳細計画策定調査を実施することとなった。 

1-2 調査の目的 

詳細計画策定調査の目的は以下のとおりである。 

（1） 地震・津波の観測、研究、対策に係る現状・課題を把握するとともに、本プロジェクトの位置

づけ・意義を確認する。 
（2） 研究成果の防災における活用（社会実装）を目指したプロジェクトの基本計画と実施体制につ

いて検討し、先方関係機関と合意形成を図り、ミニッツにて確認する。 
（3） 先方負担事頄・対応事頄を中心に、討議議事録（R/D）の記載内容について先方関係機関に説

明し、理解を得る。 
（4） その他、プロジェクトの事前評価に必要な情報を収集する。 

1-3 調査団概要 

調査団の団員構成は以下のとおりである。 

 Name Field in charge Occupation 
1 松本 重行 団長/総括 独立行政法人国際協力機構地球環境部水資源・防災

グループ防災第二課 課長 
2 富田 孝史 研究代表 独立行政法人港湾空港技術研究所アジア・太平洋沿

岸防災研究センター 上級研究官 
3 三浦 房紀 津波災害に強い市民・

地域の育成 
山口大学大学院理工学研究科 教授 

4 小林 知宏 災害後の港湾利用方法 国土交通省港湾局国際・環境課 首席港湾保安管理

官 
5 林 豊 早期津波警報システム 国土交通省気象研究所地震火山研究部第一研究室 

主任研究官 
6 奥村 与志弘 津波被害予測・被害軽

減対策 
阪神・淡路大震災記念人と防災未来センター 主任

研究員 
7 築添 恵 協力計画 独立行政法人国際協力機構地球環境部水資源・防災

グループ防災第二課 副調査役 
8 高橋 政一 防災 OYO インターナショナル株式会社 顧問 

 
上記団員に加えて、独立行政法人科学技術振興機構（JST）から下記団員がオブザーバーとして同

行した。 

 Name Occupation 
1 藤井 敏嗣 独立行政法人科学技術振興機構 地球規模課題対応国際科学技術協力事業

研究主幹 

2 月岡 康一 科学技術振興機構 地球規模課題国際協力室 主任調査員 
3 安尾 尚子 科学技術振興機構 地球規模課題国際協力室 主査 

 
調査日程は以下のとおりである。 
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 日 曜日 行程 補足調査 
1 8 月 15 日 月 AA945 東京 →（経由地）→ 

2 8 月 16 日 火 

→サンチャゴ （08：05） 
11：00 JICA 事務所打合せ（日程確認等） 
15：00 国際協力庁（AGUCI） 
16：45 日本大使館表敬 

3 8 月 17 日 水 

9：00-16：30 研究代表機関・協力機関との全体会合（１）ワークショップ 
・SATREPS 制度説明、チリにおける津波防災体制の説明 
・研究計画の概要、ワーキンググループごとの研究計画に関する協議 
17：00 JETRO 訪問（JICA 団員、研究代表） 
17：00 チリ大学国立地震センター（SSN）、観測施設の視察（その他団員） 

4 8 月 18 日 木 

9：00-17：00 研究代表機関・協力機関との全体会合（２）ワークショップ 
・ワーキンググループごとの研究計画に関する協議 
・合意文書締結に関する説明 
LA136 サンチャゴ（18：55）→ アントファガスタ（21：00）  

5 8 月 19 日 金 9：00-16：00 アントファガスタ市で開催される地震･津波避難訓練の視察 
LA363 アントファガスタ（17：35） → サンチャゴ（19：30） 

6 8 月 20 日 土 10：00-13：30 団内打合せ・ミニッツ案作成 
7 8 月 21 日 日 ミニッツ案翻訳 

8 8 月 22 日 月 
9：00-16：00 研究代表機関・協力機関との全体会合（３）（ミニッツ案、

R/D 案に関する協議） 
16：30 公共事業省訪問 

9 8 月 23 日 火 
団内打合せ 
11：30 国立水理研究所の視察 
16：20 公共事業省、カトリカ大学とのミニッツ案、R/D 案に関する協議 

10 8 月 24 日 水 

10：30 JICA 事務所報告 
12：00 ミニッツ署名 
15：30 大使館報告 
AA940 サンチャゴ発（21：55） 

（以下、コンサルタント団員） 
内務省国家緊急対策室（ONEMI） 
チリ大学 

11 8 月 25 日 木 →（経由地）→ 
バルパライソ市防災機関 
水路・海洋部（SHOA） 
公共事業省（MOP） 

12 8 月 26 日 金 東京着（13：05） 公共事業省（MOP） 
航空レーザー測量を行う民間会社 

13 8 月 27 日 土  資料整理（面談録作成等） 

14 8 月 28 日 日  
LA968 サンチャゴ発（12：00） 
→ イキケ着（14：25） 
資料整理（面談録作成等） 

15 8 月 29 日 月  
SHOA、MOP、ONEMI 地方事務所 
州、市の防災関係組織 
津波対策の現状等視察 

16 8 月 30 日 火  LA373 イキケ発（12：20） 
→ アントファガスタ着（13：25） 

17 8 月 31 日 水  

SHOA、MOP、ONEMI 地方事務所 
州、市の防災関係組織 
LA335 アントファガスタ発（19：40） 
 → サンチャゴ着（21：35） 

18 9 月 1 日 木  国立水理研究所（NHI） 
チリ・カトリカ大学、UNDP 

19 9 月 2 日 金  AA940 サンチャゴ発（23：55） 
20 9 月 3 日 土  →（経由地）→ 
21 9 月 4 日 日  東京着（13：05） 
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第2章 協力対象国・津波対策の現状と課題 

2-1 チリにおける過去の主要災害 

チリは過去多くの地震、津波、洪水、森林火災などの自然災害を被ってきた。特に、地震・津波は

平均 10 年周期でチリを襲っており、最近では、2010 年 2 月 27 日の地震・津波により、562 人の死者、
2.7 百万人の被災者、300 億ドルの経済的被害を被った。表 ‎2-1 は 1900 年から 2011 年までの間で死
者数でみた上位 10 の自然災害を示したものである。 

表 ‎2-1 死者数の多い上位 10 の自然災害（1990 年〜2011 年） 

自然災害 年月日 死者数 

地震 1939 年 1 月 24 日 30,000 

地震 1906 年 8 月 16 日 20,000 

地震 1960 年 5 月 21 日 6,000 

地震 1922 年 1,000 

洪水 1965 年 7 月 600 

地震 1960 年 570 

地震 2010 年 2 月 27 日 562 

地震 1965 年 3 月 28 日 400 

地震 1963 年 3 月 280 

地震 1928 年 220 
Source: "EM-DAT: The OFDA/CRED International Disaster Database 
www.em-dat.net - Université Catholique de Louvain - Brussels - Belgium" 
 

津波に関する情報として、チリの海岸で観測された津波高さを表 ‎2-2 にまとめた。歴史津波のア

ーカイブは 水路・海洋部（SHOA）のホームページにある。 
（http://www.shoa.cl/servicios/tsunami/data/tsunamis_historico.pdf） 

表 ‎2-2 チリ海岸で観測された津波高さ 

日月年 観測場所 マグニチュード 津波高さ（海抜 m） 

08-02-1570: LA CONCEPCIÓN 8,5 4 mts  SNM 
16-12-1575: CORRAL 8,5 4 mts  SNM 
24-11-1604: ARICA 8,7 16 mts  SNM 
15-03-1657: LA CONCEPCIÓN 8,0 4 mts  SNM 
08-07-1730: LA CONCEPCIÓN 8,7 16 mts  SNM 
25-05-1751: LA CONCEPCIÓN 8,5 3,5 mts  SNM 
11-04-1819: CALDERA 8,5 4 mts  SNM 
19-11-1822: VALAPARAISO 8,3 3,5 mts  SNM 
20-02-1835: QUIRIQUINAS 8,2 13 mts  SNM 
07-11-1837: ANCUD 8,0 2 mts  SNM 
17-11-1849: COQUIMBO 7,5 5 mts  SNM 
26-05-1851: HUASCO 7,5 3 mts  SNM 
05-10-1859: CALDERA 7,7 6 mts  SNM 
13-08-1868: ARICA 8,8 20 mts  SNM 
09-05-1877: MEJILLONES 8,8 21 mts  SNM 
16-08-1906: VALPARAISO 8,3 1,5 mts  SNM 
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04-12-1918: CALDERA 7,6 5 mts  SNM 
10-11-1922: CHAÑARAL 8,4 9 mts  SNM 
01-12-1928: CONSTITUCIÓN 7,9 1,5 mts  SNM 
06-04-1943: LOS VILOS 8,1 1 mts  SNM 
22-05-1960: ANCUD 9,5 15 mts  SNM 
28-12-1966: CALDERA 7,8 0,8 mts  SNM 
03-03-1985: VALPARAISO 8,0 1,2 mts  SNM 
30-07-1995: ANTOFAGASTA 8,0 2,8 mts  SNM 

Estudio Tsunami Puerto Angamos, Puerto Angamos, Diciembre 2010 による 

2-2 防災に関連する政策、計画、法制度 

日本と同様に、チリにおいても災害の経験を活かして防災に関連する法律が整備されてきた。1928
年の地震後に都市計画と建設法（la Ley de Urbanismo y Construcciones）が、1939 年の地震後に耐震建
築の基礎が確立された。さらに、1960 年の地震・津波の後に現在の内務省国家緊急対策室（ONEMI）
の前身機関が設立された。水路・海洋部（SHOA）は大統領令 192 号により 1969 年に設立された。
ONEMI は 1974 年政令第 369 号（国家緊急事態庁に関する基本法）により、地震およびその他の災害
に対して予防と応急対応の諸活動を計画、調整、実施することを目的として設立された。 

チリでは、国家非常事態計画を承認した 1977 年の内務省最高政令第 155 号を廃止し、2002 年に政
令 156 号により国民保護国家計画（el Plan Nacional de Protección Civil）が承認された。この計画は、

法的強制力はないが、国の市民保護システムを明示したものであり、災害をどのように防止し、対応

し、さらに災害から復旧するかを示したものである。しかしながら、開発戦略には組み入れられてな

く、期限を限った具体的な目的を持つ行動は規定されていない。 

セクターレベルでは、例えば、教育省は ONEMI と共同で学校の安全プログラムである“総合的学
校安全計画、Plan Integral de Seguridad Escolar, 2001”、“総合的保育園・幼稚園安全計画、Plan Integral de 
Seguridad para Salas Cuna y Jardines, 2009”を推進している。また、保健省では 2011~2020 年のセクタ
ープランにおいて開発戦略にリスク管理を取り入れている。 

地方行政に関しては、法律第 19.175 号（政府および地方行政に関する基本法）（内務省政令第 291
号、1993 年）により、州知事および県知事の非常事態や大惨事における職務や、また州政府の役割

を規定している。地方自治体に関しては、2002 年の地方自治体基本法（Organica Constitucional de 
Municipalidades）で、非常事態における援助協力に関する地方自治体の権能について記されているが、
市民保護関係部署の権限、機能、予算については規定されていない。ただし、応急対応活動を許容す

る法律や条例はある。 

2010 年 2 月 27 日の地震・津波災害では、現状の防災システムの弱点により初期対応などに不備が

生じた。このため、新防災法（el Sistema Nacional de Emergencia y Protección Civil y crea la Agencia 
Nacional de Protección Civil）が 2011 年 3 月に国会に提出され、現在審議中である。ここでは、市民
保護のための国家緊急対応システムの構築がうたわれており、法案には国家市民保護庁（The National 
Civil Protection Agency）、国家市民保護委員会（The National Council for Civil Protection）、国家市民保
護基金（The National Fund for Civil Protection）の創設が含まれている。この新防災法では国家市民保
護庁が国家早期警戒システム（National Early Warning System）を開発、調整、管理することが定めら
れている。この他、新法では軍隊の緊急対応への積極的な関与が含まれている。なお、この法案は審

議中であるので内容が変更されることも考えられる。 
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防災計画は、国家レベルでは前述の国民保護国家計画（2002）が、州レベルでは ONEMI による緊

急対応州計画（Plan Regional de Emergencia, 2011）、そして地方自治体レベルでは、例えばアントファ
ガスタ市ではアントファガスタ・コミュニティ緊急対応計画（Plan Comunal de Emergencia de 
Antofagasta）がある。 

チリでは防災に関係する多くの法案、条例、法例があるが、災害リスク軽減（Disaster Risk Reduction）
の概念を直接反映したものはない。災害リスク軽減の断片的な記述があるだけで、統一的なまた標準

的な扱いはなされていない。 

2-3 防災に関連する行政組織 

（1） チリの行政システム 
チリは、州知事（Intendente）を長とする 15 の州（Region）に分けられる（表 ‎2-3）。州はさら

に幾つかの県（Provincia）に分割され、それぞれに県知事（Gobernador provincial）が置かれる。
県はさらに地方自治体（Comunas）に分けられ、市（町、村）長がいる。州知事と県知事は大統

領により任命され、市（町、村）長は一般投票により選ばれる。地方自治体の数は 345 である。 

各州は名前とローマ数字により識別される。ローマ数字は北から南の項に割り当てられている。

一般的には州名よりローマ数字の方が用いられている。唯一の例外は首都サンティアゴが位置し

ている州で、首都州（Región Metropolitana）を意味する RM の二文字で表されている。2006 年に
ロス・リオス州（XIV）とアリカ・イ・パリナコータ州（XV）が新設された。 

表 ‎2-3 州の人口と面積 

州番号 州名 州都 人口（2002）* 面積（km2）* 

XV アリカ・イ・パリナコータ州 アリカ 189,644 16,873.3 

I タラパカ州 イキケ 238,950 42,225.8 

II アントファガスタ州 アントファガスタ 493,984 126,049.1 

III アタカマ州 コピアポ 254,336 75,176.2 

IV コキンボ州 ラ・セレナ 603,210 40,579.9 

V バルパライソ州 バルパライソ 1,539,852 16,396.1 

RM 首都州 サンティアゴ・デ・チレ 6,061,185 15,403.2 

VI オイギンス州 ランカグア 780,627 16,387.0 

VII マウレ州 タルカ 908,097 30,296.1 

VIII ビオビオ州 コンセプシオン 1,861,562 37,068.7 

IX ラ・アラウカニア州 テムコ 869,535 31,842.3 

XIV ロス・リオス州 バルディビア 356,396 18,429.5 

X ロス・ラゴス州 プエルト・モン 716,739 48,583.6 

XI アイセン州 コイアイケ 91,492 108,494.4 

XII マガジャネス・イ・デ・ラ・ア

ンタルティカ・チレーナ州 
プンタ・アレーナス 150,826 1,382,291,1 

* División Político Administrativa, y CENSA 2007 
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（2） チリの防災への取組み 
チリの防災への取組みは、内務省国家緊急対策室（ONEMI）の調整のもと、行政機関、民間機

関、ボランティア組織やコミュニティを含む一つのシステムにより実施される。 

国民保護国家計画（2002）によれば、図 ‎2-1 に示したように、国民保護委員会（Comite de 
Proteccion Civil）が国〜地方自治体レベルで設置される。ここでは、現地の実情に合わせて、予防、

被害抑止（被害緩和）、事前準備活動を推進する。委員会のメンバーには、活動の計画と実施に係

る機関、行政機関、科学・技術機関、民間機関、コミュニティの代表者が選ぶものとしている。 

国
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図 ‎2-1 チリの防災システム 

国レベルの国民保護委員会には 109 の組織が参加している。国民保護国家計画（2002）によれ
ば四半期に一度の会合を開くことになっており、予防、被害抑止（被害緩和）、事前準備の計画策

定と活動を推進することになっているが、十分な機能を果たしているとは言えない。現状では政

策や計画の議論が主になされている。なお、州、県、地方自治体レベルにおける委員会、その活

動についての情報はない。 

災害発生時には緊急オペレーション委員会（Comites de Operaciones de Emergencia）と、その機
能遂行のための物理的施設である緊急オペレーションセンター（Centro de Operaciones de 
Emergencia, COE）が、国〜地方自治体レベルで設立される。COE では情報の収集、分析、評価を
一元化し、処理済みの情報を発信するためのコミュニケーション設備を備える。緊急オペレーシ

ョン委員会のメンバーは国民保護システムに属する各種機関、組織、そして公的サービス機関よ

りなる。COE は緊急オペレーション委員会を構成する機関のオペレーションの代表者から構成さ

れる。 

2010 年 2 月 27 日の地震・津波災害の経験より、緊急事態に迅速に対応するために国、地方レ

ベルの COE のメンバー数は大幅に減らされ、国レベルでは図 ‎2-2 に示したものより 10 名に絞ら
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れた。この効果は 2011 年 3 月 11 日の日本の東日本大震災（日本時間 14 時 46 分頃発生、チリ時

間 2 時 46 分頃）による津波対応にも現れた。国家緊急オペレーション委員会は同日 5 時 55 分（チ
リ時間）に招集され、第一回目の会合が 6 時 25 分に開催された。 

 

 

図 ‎2-2 国家緊急オペレーション委員会（2010 年 2 月 27 日以前）（ONEMI プレゼン資料） 
 

2010 年 2 月 27 日の地震・津波時には、図 ‎2-3 に示したように、国レベルの COE の構成機関間
の通信ができなかった、州レベルの COE が機能しなかった等、チリの防災システムが機能しなか
った。これには意思決定システムの不明確さも付け加えることができる。 
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図 ‎2-3 2010 年 2 月 27 日地震・災害時における防災システムの課題（ONEMI プレゼン資料） 
 
（3） ONEMI 

内務省国家緊急対策室（ONEMI）は、地震、津波、火山噴火、洪水、森林火災などの自然災害、
人為災害、事故を対象として次の役割を果たしている。 

 自然災害および人為災害に対する危機管理と調整 
 国家市民保護システムの強化 
 国家早期警報システムの改善 
 災害や大惨事に備える緊急対応システムの開発 

 
ONEMIの組織図を図 ‎2-4 に示した。サンチャゴの本部と各州におかれた 15の州事務所がある。

職員数は 238 名であり、このうち 120 名（注：ヒアリングで得た人数で、図 ‎2-2 の人数とは異な
る）が州事務所に配置されている。津波などの警報を発令する本部の早期警報センター（Centro 
Alerta Temprana）には 19 名の職員がいる。監視体制は、平日は 1 名のチーフと 2 名のテクニシャ
ンのチームが 9 時間勤務の 3 交代で、休日は 12 時間勤務の 2 交代で担当している。 

表 ‎2-4 に示したように、ONEMI 州事務所の人員は平均 7 名である。早期警報センターは通信
テクニシャンが 12 時間勤務の 2 交代で担当する。4 名が定員である。 

ONEMI の年間予算は約 15 百万ドルである（2010 年度、国家予算の 0.03%）。このうち約 6 百
万ドルが国家地震観測ネットワークの整備に使われ、さらに人件費や運営費を除くと、予防、被

害抑止（被害緩和）、事前準備、応急対応に使うことができる予算はわずかなものとなる。2011
年度の予算は約 12 百万ドルであり、ONEMI が十分な役割を果たすには十分な金額ではない。 
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図 ‎2-4 ONEMI の組織図 

州事務所では、人件費やオペレーション費用は別にして、事務所経費は 2,700 万ペソ（バルパ

ライソ州とタラパカ州で同額）である。高額な資材の購入は、まず ONEMI 本部に申請するが、
認められない場合は州に支援を求める。また、民間から寄付を募ることもある。オフィスにある

家具や通信設備の購入費は半分が ONEMI 本部、半分が州から出ている（タラパカ州）。 

ONEMI 州事務所の人的・物理的資源は限られたものであり、中央で計画されたことの全てが地

方では達成されず、中央の計画と地方の実行能力の間にギャップがある。 

州事務所 

早期警報センター 
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表 ‎2-4 ONEMI 州事務所の人員構成 

州事務所 所長 秘書 専門職 通信テクニシャン 

バルパライソ州 1 1 3 3（夜間 2 名） 

タラパカ州 欠員 - 3 3 

アントファガスタ州 1 - 2 4 

（4） SHOA 
海軍に属する水路・海洋部（SHOA）の津波に係る部署には海洋部（Departamento Oceanografia）

の津波セクションと、計画オペレーション部（Departamento Planes y Operaciones）に属する国家津
波警報システム（National Warning System of Tidal Waves, SNAM）が含まれる（図 ‎2-5）。 

 

図 ‎2-5 SHOA の組織図 
 

津波セクションは 9 名のスタッフより構成される。内訳は、1 名の将校、軍人テクニシャン、
そして民間のプロフェッショナルである。プロフェッショナルの専門分野は海洋学、地質、地形、

海洋エンジニアリングである。このセクションは次の様な役割を持っている。 

海洋課 

津波セクション 

SNAM 
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 津波モニタリングシステムのメンテ 
 オペレーションの向上に関する研究 
 浸水予測マップの作成 
 数値モデリング 
 大学のプロジェクトやJICAプロジェクトに参加 
 SHOAへの問い合わせに対応 

 
なお、浸水予想マップの作成の実務は SHOA では行わず、大学などに委託する。 

津波警報システム（SNAM）は津波セクションとは別組織で、SHOA の長官が頭となり、将校

（軍人）、テクニシャン（軍人）、プロフェッショナル（民間人）より構成される。津波セクショ

ンのメンバーは津波警報システムのメンバーでもある。SNAM には他のセクションのプロフェッ

ショナルも加わる。津波警報システムのオペレーションは常時 2 人のチームが 4 時間交代で実施

する。夜間にはこの 2 人に 1 名の将校が加わる。 

（5） 公共事業省 
公共事業省（MOP）の現業部門には空港、建築、河川、港湾、道路の各局がある（図 ‎2-6 参照）。

国立水理研究所（Instituto Nacional de Hidraulica, NHI）は大臣直轄の独立行政法人である。港湾や
海岸の施設を担当する港湾局（Direccion de Obras. Portuarias, DOP）本省は計画課、プロジェクト

課、建設課、アドミ・経理部よりなり、さらに DOP は地方には 11 の州事務所を持つ。ただし、
首都州には地方事務所がなく、V と VI 州、そして VII、VIII、IX 州はそれぞれ一つの事務所で管

理している。 

DOP の職員数は 265 名で、このうち 94 名がサンチャゴの本省、残りの 171 名が州事務所で勤
務している。職員の専門には、建築、土木、地形学、監査、会計、心理学、弁護士、ジャーナリ

スト、テクニシャンなどが含まれる。州事務所の人員構成であるが、タラパカ州では職員数は 10
名であり、内訳は所長 1 名、企画課 2 名、プロジェクト課 2 名、建設課 2 名、秘書 3 名である。 

港湾局の事業には次の 6 つの分野がある。 

 零細漁業のためのインフラ整備 
 海のコネクティビティのインフラ整備（フェリーの埠頭など） 
 海岸・河川保護のインフラ整備 
 海岸線改善のためのインフラ整備 
 観光とマリーンスポーツ用の港湾整備 
 港および海岸のインフラ維持・管理 

 
また、港湾局の役割は以下のとおりである。 

 海に係わるインフラの計画 
 海に係わるインフラの建設 
 国のすべての港湾建設プロジェクトの指導、モニタリング、認可 
 技術基準の設定 
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 民間および他の公共機関が実施する港湾建設の指導と監督 
 

インフラの整備とともに、技術基準の整備も港湾局の役目である。現状では、港湾、海岸施設

のチリ基準はなく、アメリカ、スペイン、日本などのものを参考にして設計している。技術基準

の設定の一環として、港湾局は現在海岸施設の計画・設計を一定のレベルに保つためのマニュア

ル（Manual de Obras Maritima y Costeras, 2011 - 2012）の作成を始めている。他機関（民間企業と

大学を含んだフループ）に作成を依頼することになるが、現状は、コーディネーター役のコンサ

ルタントの入札の段階である。 

 
図 ‎2-6 公共事業省の組織図 

2-4 チリにおける津波への取組み

（1） チリ北部地方における津波対策の対象 
チリ北部地域の人口は都市部に集中している。図 ‎2-7 はタラパカ州のイキケの例を示したもの

であるが、都市部に 164,396 人、地方に 1,808 人といびつな分布をしている。県、州のレベルでみ
ても同様な傾向を示している。海岸地方では、地方の住民は主に海岸に沿って点在する漁村に住

んでいる。タラパカ州の海岸沿いに 15 の漁村がある。イキケは観光都市の一面もあり、夏期には

イキケの都市部には多くの観光客が集まる。また、海岸線に沿う多くのビーチはキャンプ客でに

ぎわう。観光客によってイキケの人口がどの程度増えるかについての情報はないが、例えば、チ

リ中部の都市であるバルパライソでは夏期の人口は 400%に膨らむ。 

港湾局（DOP） 

国立水理研究所（NHI） 
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このように、チリ北部地域では津波対策の対象は次のようになる。 

 都市部に集中した住民 
 海岸に沿って点在する漁村の住民 
 都市部の観光客 
 海岸のビーチのキャンプ客 

 

 

図 ‎2-7 イキケの人口（Division Politico Administrativa y Censal 2007） 
 
（2） チリにおける津波災害への取組 

チリにおける津波災害への取組は、地震・潮位観測による津波警報の発令と住民の避難が基本

になっている。構造物による対策はあまり採用されておらず、2010 年 2 月 27 日の地震・津波災
害を受けて、海岸沿いの植林による津波エネルギー消散などの手法が議論され始めた段階である。 

チリにおける津波警報発令と避難のシステムを図 ‎2-8 に示した。住民の避難は同図に示したよ
うに、① 地震・潮位観測結果に基づく警報と避難、そして、② 自主避難である。 

イキケ 

タラパカ州はイキケ県とタマルガル県の

2つの県よりなる。 

 

イキケ県はイキケ（図中の番号 01）とア

ルトホスピシオ（07）の 2つの地方自治体

から構成される。 

 

 

行政区分 
人口 

都市部 地方 合計 

タラパカ州 226,462 12,488 238,950 

イキケ県 214,419 1,833 216,419 

イキケ 164,396 1,808 166,204 

イキケ都市部 



 

2-12 

 
図 ‎2-8 チリにおける津波警報発令と避難のシステム 

 
地震・潮位観測結果に基づく警報は水路・海洋部（SHOA）が発令し、国家緊急対策室（ONEMI）

が警報を住民へ伝達して避難をうながす。SHOA は、国家津波警報システム（National Warning 
System of Tidal Waves, SNAM）から得られる地震パラメーター（マグニチュードと震央位置）を
もとに、図 ‎2-9 に示した意志決定チャートにしたがい、津波情報の通知（Difusion Informativo）、
津波警報（Alerta Tsunami）、津波緊急警報（Alarma Tsunami）を発令する。 

津波警報（Alerta Tsunami）が ONEMI に通知されると、近距離の地震（Sismo Cercano）の場合、



 

2-13 

ONEMI は I 州事務所を通して住民を海抜 30m より高い所に避難させる。遠距離の地震（Sismo 
Lejano）で津波の可能性が高い場合は、住民避難の準備をし、太平洋津波センター（PTWC）か

らの警報等をもとに、住民を避難させる。津波緊急警報（Alarma Tsunami）が ONEMI に通知され

ると、同様に住民を海抜 30m より高い位置に避難させる。津波警報の解除も SNAM の情報を用

いて行う。 

自主避難は、海岸地帯で震度 VII1（メルカリ震度階級）以上の揺れを感じた場合、ONEMI は自
動的に、揺れの強い地域から半径 250km 以内にすむ海岸地域の住民を避難させる。 

津波警報に関しては、意思決定方法、通信チャンネルと方法、発表の文例、通信の文例などを

含めて、Protocolo ONEMI-SHOA Para evento de Tsunami en las costas de Chile. に定められている。 

 
図 ‎2-9 津波警報発令意志決定チャート 

（Protocolo ONEMI-SHOA Para evento de Tsunami en las costas de Chile より） 
 
（3） ONEMI の取組み 

ONEMI の役割に国家早期警報システムの改善がある。ハード面の整備は別にして、2010 年 2
月 27 日の地震・津波の後、国家地震観測網（Nacional del Servicio Seismologico, SSN）、SHOA、そ
して ONEMI 間における津波警報発令の手項の改善が提案されている。図 ‎2-10 に示したように、

ONEMI に警報が届くまでの過程が、14 ステップから 6 ステップに改善されている。 

ONEMI は、異なる災害に備えて、大規模な避難訓練を繰り返し実施している。目的は次のとお
りである。 

 州およびコミュニティの緊急対応計画を試行する 
 リスクが高い地域の人々をできる限り早く安全ゾーンへ避難させる 
 州の通信ネットワークの有効性を評価する 

                                                        
1  メルカリ震度階級 VII: 立っていることが難しい。軽い家具が転倒し、造りの弱い建造物が一部損壊する。自動車

を運転している人の多くが揺れを感じる。 

近距離の地震 遠距離の地震 

地震情報の通知 津波警報 津波緊急警報 
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 人々の安全ゾーンへの避難プロセスを評価する 
 

 
図 ‎2-10 ONEMI に津波警報が届くまでの過程の改善（ONEMI 資料） 

 
2010 年には 5 つの州で演習が実施され、2011 年には 15 の州、さらに 2012 年には 6~10 の州（予

定）において演習が計画されている。2011 年にはすでに表 ‎2-5 に示した州で演習が実施された

（2011 年 8 月現在）。 

表 ‎2-5 ONEMI による演習（2011 年度の実績） 

州 実施日 対象とした災害 参加者数 内 児童・生徒数 

ロス・リオス 5 月 25 日 火山 82,000 73,000 

アリカ 6 月 2 日 地震・津波 62,000 30,000 

アントファガスタ 8 月 19 日 地震・津波 500,000（計画）、実績は集計中 
 

アントファガスタ州では 2010 年、2011 年と継続して演習が行われており、2012 年にも計画さ
れている。2010 年の演習はアントファガスタ県、2011 年はアントファガスタ州全域を対象として
実施された。さらに、2012 年は隣接する州と共同で実施する計画である。2011 年のアントファガ
スタ州の演習は、“うずくまり、覆い、そしてしっかり掴む（Drop, cover and hold on）の実行”と
“浸水域からの避難訓練”を目標に実施された。開始時間を事前に通知せず実施され、約 50 万人
の参加を目指した（実績は ONEMI が集計中）。 

演習の準備期間も重要で、この間大規模なスケールで啓蒙キャンペーンが実施される。アント

ファガスタではキャンペーンに次の様な材料が用いられた。なお、ONEMI 州事務所によれば準備

2010年 2月 27日以降の改善案 
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期間は 4 ヶ月程度である。 

 ポスター 2,000枚 
 地図入りのパンフレット 14,600部 
 二枚折のパンフレット 140,000部 
 チラシ 4,000,000部 
 地図 50,000枚 
 プレスとの会見 26回 
 看板 
 ラジオの啓蒙プログラム 

 
毎年演習からの課題が抽出され、これに基づき防災システムの改善が進められている。2010 年

のアントファガスタ州の演習では次の様な課題が得られた。 

 津波サイレン/アラームの不足。アントファガスタ市に7基あったが十分ではなかった。 
 電話通信ネットワークの不備。 
 観光客への対応が十分でなかった。どこまで逃げてよいかの標識が設置されていなかっ

た。 
 地方自治体により取組みに差があった。 

 
これらの課題に対する対応は次の様なものである。 

 海岸地帯に新しく34基設置することになり、予算も承認され、これから入札となる。ア

ントファガスタ市には新しく7基設置される計画で、計14基となる。 
 新しく衛星電話を購入する。 
 国際基準（ISO基準）の標識を設置する（火山も同様である）。 
 9つの地方自治体にベーシックキットの設置が決まった。これは、コンテナの中にトイレ

やシャワーなどを備えたもので、各地方自治体に1セット設置する。ONEMI州事務所に
も1セット設置し、計10セットを融通し合って活用する。 

 
アントファガスタ州での 2011 年の演習における課題は現在取りまとめ中であるが、ONEMI 州

事務所の評価では次の様な課題も含まれる。 

 数回演習を繰り返すと、避難のためのインフラ（サイレンや通信機器など）は整備され

る。今後は、市民と一体となった活動が必要となる。 
 地方にある漁村が弱点である。10家族程度の漁村には通信手段がなく、警報も届かない。 
 障害者や老人の避難の問題。 

 
（4） 州政府の取組み 

アントファガスタ州の例であるが、次の様な取組みを実施している。 

 8月19日の演習に加えて、学校、病院、自治会などで小規模な訓練を通年実施。 
 州の緊急オペレーション委員会の委員の研修、訓練、演習の実施。研修は2~3回実施した。 
 市民保護の考え方は市民の中や当局の中にも浸透している。さらに促進するためにモデ
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ル活動やプロトコルが必要であり、その財源は確保している。 
 

さらに、次の様な防災インフラ整備も計画している。 

 全ての漁村に安全アイランドを設置する。メヒヨネスでは準備が進んでおり、用地の整

地と、サイレン、スピーカー、ランプ、太陽光発電パネルを備えたポールがすでに立て

られている。 
 海岸線に沿って津波警報サイレンを設置する。州として予算は確保している。 
 各市長と州の緊急オペレーション委員会を結ぶ通信システム（衛星電話）を購入する。

予算も承認されている。 
 海岸地域で津波避難経路標識を設置する。予算も承認されている。火山の避難経路標識

も同様である。 
 照明設備、発電機、野戦病院などのセット（ベーシックキット）の購入も承認された。

地方自治体に渡す予定である。 
 

タラパカ州でも次の様な取組みを行っている。 

 海軍と協力して緊急対応計画を策定。 
 州全域に通信網を整備する計画である。 
 海岸地帯に沿って警報システムを整備する計画。来年3月の完成を目指している。電源は

太陽光発電とする。 
 海岸沿いの漁村に安全アイランドを設置。ここには、太陽光発電による電気はあるが、

その他資材の蓄積や通信設備の整備がまだである。 
 演習は2010年に実施。2011年は6月30日に予定していたが、無線や警報システムが整って

いなかったので、11月に変更。 
 消防隊による建物倒壊に備えた演習。 
 消防と鉱山会社がレスキューセンターを作り、津波や火事などの発生時の訓練を実施。 

 
（5） 地方自治体の取組み 

アントファガスタ市の取組みは以下のようにまとめられる。 

 市は緊急時の行動計画（Working Plan）を持っている。行動計画の作成は法律で定められ
たもので、市として対策をとるときの枠組みを示している。概要は次のとおりである。 

 リスクの評価（地形や水深などを考慮） 

 災害前、災害時、災害後の行動の基準 

 能力に合わせた人的資源の活用 

 計画策定のステップ（計画、現場での検証、災害時の実際の対応） 

 市役所内部での調整、外部機関との調整 

 市には規制計画があり、それに従って対応している。 

 安全地帯を定めている。危険地帯での建築の規制はしてなく、危険地帯を示すこと

によるソフトな対応をしている。 
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 2010 年の災害の経験は建築材料が重要であることを示しており、家の建築を禁止す

るのではなく、適正な材料を使用して建築することを推奨している。 

 規制計画には含まれていないが、避難経路や集合場所を定めている。また、避難経

路の幅の確保や障害物の除去などに努めている。避難場所も集まり易い場所を選定

するようにしている。 

 市役所で防災に係る組織には、市の緊急オペレーション委員会（Committee of Operation 
for Emergency, COE）、緊急およびオペレーション課、計画課、開発課、施設課が含まれ
る。 

 緊急およびオペレーション課は、緊急時の対応を計画し、緊急時には市長の下で（コー

ディネーターを介する）、全ての緊急活動を管理する。そのための人材と資材を保有し

ている。課の職員は平常時に17名で、緊急時には60人に増員される。ただし、この課は
“および”が使われているように他の職務と兼務であり、平常時には営繕、清掃、草刈

りなどの他の業務に従事している。 
 計画課では次の様な活動を実施している。 

 過去の被害記録の収集と調査。例えば、過去にはコロン広場まで津波が到達したな

ど。 

 市内の各場所の災害リスクの評価 

 アントファガスタ市では、津波より土石流が問題である。1991 年に発生した土石流

では大きな被害が発生した。土石流の危険箇所は規制計画に反映されている。また、

砂防ダムも建設されている。 

 開発課は避難所や食料について担当し、救援物資も受け入れる。また、死者、行方不明

者、孤立者の人数を調べてONEMIに報告する。 
 施設課は建物、インフラ（道路や橋を含む）の被害を調査して、ONEMIに報告する。復

旧・復興に関してはMOPと交渉する。 
 市を17の区域（サブゾーン）に分けており、災害時には通信機器を備えた車を各ゾーン

にそれぞれ1台は位置する。パトロールを実施し、状況をコントロールセンターに報告す

る。津波に対する安全地帯は海抜30m以上に設けているが、危険地帯に住民が残ってい

ないように管理し、報告する。実際のオペレーションはONEMIが実施する。 
 

アントファガスタ市の今後の課題には次のものが含まれる。 

 安全地帯が海抜25mから30m以上に引き上げられたため、安全地域を再検討している。 
 関係する機関（警察、消防、病院、学校、赤十字、市の開発委員会など）の防災計画を

作成する必要がある。 
 2010年の災害ではアマチュア無線が大きな役割を果たした。このネットワークを確立す

る必要がある。 

 
アントファガスタ州メヒヨネス、タラパカ州イキケ市の取組みは附属資料４の面談記録を参照

されたい。 

地方自治体が防災の第一線に立つことが求められるが、その財政基盤は弱い。UNDP の指摘に
よると課題は次のようにまとめられる。 
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 チリには345の地方自治体があるが、その予算は地方開発官房が管理するMunicipal 
Common Fund（FCM）に依っている。 

 20の地方自治体は経済的に自立しており、これらの自治体では専従の防災担当職員を抱
えることができる。 

 80の地方自治体の予算は50%程度をFCMに依存しており、残りの245の自治体は100%を
FCMに依存している。これらの自治体では専従の防災担当職員を置くことができない。
防災担当職員はいるが兼務で、通常は営繕とか道路清掃など複数の業務を担当している。 

 FCMの配分は、地方自治体の面積、人口、貧困率により決定される。例えば、メヒヨネ
スは面積が狭く人口も尐ないため、配分額は多くない。FCMは教育、保健衛生、職員の
給料、一般経費に殆ど使われ、残りがその他の活動費である。これから防災活動の費用

を捻出する必要があるため、その額には限りがある。 
 メヒヨネスには大企業が20社と民間の港湾があるが、税金は会社の本社があるサンチャ

ゴに納付され、地元には落ちない。一方、地震・津波による企業災害の危険は抱え込む

ことになる。鉱山を抱える地方自治体も同様な課題を抱えている。 
 安全アイランドの整備は地方自治体に取って重要であるが、ONEMIや州から整備の指示

はあるが、資金援助はない（位置はONEMIが指定する）。また、メヒヨネスでは企業に
よる二次災害の調査を行いたいが、裏付ける法律も資金もない。 

 
2010 年 2 月 27 日の地震・津波災害の経験では、非常に困難な条件ではあったが市町村の機能

はどうにか働いた。地方自治体の能力の問題ではなく、権限が地方に委譲されてない問題が大き

い。地方自治体が努力しても、中央政府から拒否されることもある。例えば、ある市では緊急食

料を購入する資金はあったが法律で規制されているために購入できなかった。市長が自分のお金

で食料を購入して、市のメカニズムを使って住民に配布した。また、現在の法律では、市の予算

で事前に緊急用の資材や食料を購入して備蓄しておくことができない。事前準備を推進する法律

がないことも問題である。 

権限の地方委譲の課題に加えて、政治的な問題もある。州、県の首長は大統領が指名する。一

方、地方自治体の首長は選挙で選ばれる。いずれも政党の代表者である。例えば、アントファガ

スタ州では、州知事と県知事は現政権に属しているが、9 つある地方自治体の首長は全て野党側

である。特に、アントファガスタ市の首長は、前アントファガスタ州知事であったという事情も

ある。大統領と州知事共に市長には命令はできず、できるのは勧告だけである。ONEMI も同様で
ある。非常事態時には国、州、地方自治体の連携が取れるが、平常時には多くの課題が生じる。 

（6） コミュニティの取組み 
コミュニティの取組みの一例として、アントファガスタ州における 8 月 19 日の演習で参観した

学校“The Giant School”の取組みを紹介する。この学校は私立（公的補助は受ける）の幼稚園か
ら高校までの一貫校で、生徒数が 603 人、教師数が 28 人である。 

演習には生徒全員が参加し、写真 2-1 に示したように、演習の目標どおり“うずくまり、覆い、

そしてしっかり掴む（Drop, cover and hold on）”の実践と、“浸水域から安全地帯への避難”が整
然と実施されていた。学校の玄関横に ONEMI 作成の演習のポスターと安全地帯を示した地図が
貼ってあるように、事前の準備もなされていたようである。演習開始時刻は通知されてなく、JICA
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調査団が訪問したことにより、時間をある程度推定することができたため校長先生も安心したよ

うであった。 

学校では、この大規模な演習に加えて 4 ヶ月に 3~4 回訓練を実施しているとのことである。教

育省と ONEMI による“総合的学校安全計画、Plan Integral de Seguridad Escolar, 2001”、“総合的保
育園・幼稚園安全計画、Plan Integral de Seguridad para Salas Cuna y Jardines, 2009”に基づくものか

どうかは不明である。 

 
写真2-1 アントファガスタ州の演習での学校の避難 

（7） 民間企業の取組み 
アントファガスタ州の演習には民間企業も参加していた。一例として、メヒヨネスにあるアン

サモス港の取組みを紹介する。この港は CODELCO（国営の世界最大の銅生産企業）の土地を、
民間会社（Puerto Angamos）が借り受け、BOT 契約で運営しているもので、主に銅を輸出してい
る。4 つのバースがあり、コンテナと一般貨物を含めて年間 500 万トンの積出能力を持つ。2009
年の実績は、217 万トン（11.5 万 TEU）であり、このうち銅の積出量は 146 万トンであった。 

アンサモス港の津波対策は次のとおりである。 

 SHOAが定めた浸水域（海抜25mから現在は海抜30mに修正）をもとに避難計画を作成し

（図 ‎2-11）、避難訓練も実施している。 
 港の後背地は高さが海抜23m以上にある海岸段丘であり、この上に事務所棟、銅の貯蔵

(1) 学校の入口に貼られた ONEMI のポスター 
   と安全地帯を示した地図 

(2) Drop, cover and hold on の実践 

(3) 浸水域からの避難 (4) 安全地帯（海抜 30m 以上）での集合 
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所、空コンテナのデポがある。第1の避難場所が海抜30mの事務所棟横で、そこから、第
2、第3（敷地外で海抜40m）の避難場所に移動する。 

 硫酸タンクなどの危険物は海抜30m以上の所に設置している。 
 港湾施設の被害予測も実施しており、15日で最低限のオペレーション、45日で完全な港

湾機能の回復を目指している。 
 隣接する工業団地の企業と共同で緊急対応チームを作っている。港の管理会社の社長が

ヘッドである。 
 

なお、8 月 19 日のアントファガスタ州の演習時には、サイレンの合図で 1 シフトの全員（約 250
人）が避難所まで避難した。 

 

図 ‎2-11 アンサモス港の避難計画（Puerto Angamos のプレゼンテーション資料） 

2-5 津波警報システム 

（1） 国家津波警報システム 
国家津波警報システム（National Warning System of Tidal Waves, SNAM）は 1996 年から運用が開

始され、その運営と管理は SHOA の監督下におかれている。SNAM のオペレーションルームは

SHOA の海洋部の建物内にある。SNAM の役割は、1) 津波発生の可能性とチリ沿岸への到達まで
の予測時間を、関係機関に報告すること、2) チリ沿岸部での津波発生を国際太平洋津波警報シス
テムに通報すること、3) ペルー、エクアドル、コロンビアとの情報交換をおこなうことである。 

SNAM は図 ‎2-12 に示したように次のコンポーネントより構成される。 

 国家地震観測網（SSN） 
 潮位計ネットワーク 
 TREMORSシステム 
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 国際的な地震・津波情報ネットワーク 
 DARTブイ 
 通信設備 

 
国家地震観測網（Nacional del Servicio Seismologico, SSN）はチリ大学が管理するチリ国内の地

震観測ネットワークである。潮位計ネットワークと TREMORS システムは SHOA が管理する。

TREMORS システムは地震動のリアルタイム計測にもとづく津波リスク評価システムである。

SHOA ではチリ沿岸に沿い GPS ブイの設置の可能性も検討している。 

 
図 ‎2-12 チリの国家津波警報システム 

 
SNAMが直接活用する国際的な地震・津波情報ネットワークには米国地質調査所（US Geological 

Survey, USGS）が管理する国家地震情報センター（National Earthquake Information Center, NEIC）
の地震情報、そして、米国海洋大気圏局（National Oceanic and Atmospheric Administration, NOAA）
が管理する太平洋津波警報センター（Pacific Tsunami Warning Center, PTWC）、西太平洋・アラス

カ津波警報センター（West Coast and Alaska Tsunami Warning Center, WC/ATWC）、DART（Deep-ocean 
Assessment and Reporting of Tsunami）システムの津波情報である。なお、チリ沿岸にある 1 基の
DART ブイはチリが所有している。 

（2） 国家地震観測網（SSN） 
チリ大学地球物理学部にあるチリ地震サービス（Servicio Sismológico de Chile）が管理する国家

地震観測網（SSN）は次の地震観測ネットワークより構成される。色は図 ‎2-13 にある計器設置地
点を示す丸印の色に対応している。 

 黄色： 広帯域地震計+加速時計+GPS 65点 （整備中） 
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   （このうち25地点は気象観測もできる） 
 灰色： GPS 75点  （整備中） 

   （海岸線に沿い40~50km間隔で設置、黄色と合わせてGPSは140点） 
 無印： 297点の加速時計。図中には示していない。 

 
最終的なチリの SSN は黄色+灰色+297 点の加速時計を合わせたものである。このシステムの構

築に関しては政府から予算を確保しており、2~3 年後に完成する計画である。 

 
図 ‎2-13 チリの地震・火山観測網 

 
SSN とは別に、チリ大学は次の観測システムを所有している。 

 水色： 広帯域地震計+加速時計 18点  （設置） 
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   （ドイツ、フランス、チリの支援で、チリ北部の第15州と2州に設置） 
 白色： 広帯域地震計+加速時計 10点  （9月に設置完了） 

   （IRISのシステム、アメリカとの共同観測） 
 

地質鉱山局が火山観測網を所有している。SSN と地質鉱山局は地震情報の共有も始めている。 

 赤色： 火山観測網 
 

チリにはこの他、チリ大学工学部が持つ強震計ネットワークがあるが、SSN との協調は進んで

ない。また、カトリカ大学も強震計ネットワークを持つが、数は尐ない。 

地震計ネットワークの通信環境は次のとおりである。 

 黄色： リアルタイムでデータがサンチャゴに送られる 
 無印： 297点の加速時計はモデムセルラーで通信 
 地震時には通信がダウンするので、衛星通信とバックアップメモリーを備えている 

 
現状での地震情報の発信システムは次のとおりである。 

 リアルタイムの地震観測データはSSN、SHOA、ONEMI本部へ同時に送られる。 
 地震のマグニチュードと位置を自動解析し、1~2分後にSHOAとONEMI本部へ自動的に発

信する。これが地震発生の第一報となる。 
 地震のマグニチュードと位置をマニュアルで解析し、10~15分後にSHOAとONEMI本部へ

メールで発信する。こちらの情報が正確である。 
 10年ほど前からONEMIと共同で地震情報の公共への発信の取組みを始めた。しかしなが

ら、2010年の地震・津波災害までは科学的な研究が主であった。地震・津波後は週7日、

24時間の観測体制を敷いている。夜間、休日は2名が担当する。 
 

SSN の技術的課題は次のようにまとめられる。 

 地震計： 震央位置とマグニチュードを素早く解析するためにアンテロープ（アメリカ

製ソフト）が必要である。このソフトによりアメリカのデータへもアクセス

できる。 
 GPS： リアルタイムでデータ処理がなされていない。ソフトとテクノロジーを入手

したい。 
 SHOA： GPSブイを設置したいと希望している。データは地上の処理センターで処理し

たいとのこと。アリカから南緯28度位までに10ヶ所程度必要と考えるが、こ
れはSHOAが決めることである。 

 SNNとSHOAのデータ処理を統合すれば津波警報の発令時間を短縮できる。処理を自動

化することを進めており、北部では自動化がうまくいっている。他の地域の自動化も観

測網が整備されるのを待っている。 
 

新防災法（el Sistema Nacional de Emergencia y Protección Civil y crea la Agencia Nacional de 
Protección Civil）が現在審議中であり、ここでは新しく国家地震観測ネットワーク（The National 
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Seismic Monitoring Network）が設立されることになっている。しかしながら、まだどのような組

織になるのか、地震計ネットワークをだれが管理・運営するかは決まっていない。また、SHOA
はこの新しい組織に含まれることはない。 

（3） SHOA 
国家津波警報システム（National Warning System of Tidal Waves, SNAM）のなかで、潮位計ネッ

トワークは 24 基の VAISALA（フィンランド）製のシステムと 3 基の Aanderaa Data Instruments 
（AADI）（ノルウェー）製のシステムより構成される。VAISALA は潮位変化をリアルタイムで計

測し、デジタルデータを衛星を介して送信する。この新しい計測器は、1941 年から設置していた
古い自記検潮計を 2000 年から置き換えてきたものである。AADI は計測データを保存し回収する
システムである。設置位置は、図 ‎2-14 に示したように、チリ本土の海岸沿い、太平洋上の島、

南極大陸の沿岸である。チリの所有する DART ブイの設置位置は図 ‎2-15 に示した。 

 

図 ‎2-14 チリの潮位計ネットワーク（SHOA ホームページ） 
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図 ‎2-15 DART ブイ設置位置（SHOA ホームページ） 

 
TREMORS システムは地震動のリアルタイム計測にもとづく津波リスク評価システムである。

システムは第 V 州の Cerro el Roble 山頂近くに（海抜 2,100m）に設置した一連の地震計よりなり、
地震発生後直ちに地震の発生位置とエネルギーを推定し、津波発生の可能性の第一報となる。

TREMORS システムで得られた情報はマイクロウエーブにより SHOA へ送られる。 

SHOA は“津波による浸水予測マップ改善のための 5 カ年計画（2011~2015）”を実施しており、
ここでは、2 基目の DART ブイ設置（2012）、2 基目の TREMOR システムの設置（2011）、潮位観
測器の最新化継続（2011）が計画されている。 

現在、津波警報の発令には SSN、SHOA、ONEMI が係っているが、SHOA においても長期的に

はこれを統合していきたいとの考えがある。中期的には、SSN と SHOA の役割を統合する意思決

定支援システム（SSD, Decision Support System）を構築したい意向である。この時、チリの津波専
門委員会が SHOA をサポートする。 

2-6 津波ハザードマップの整備・活用状況 

（1） 浸水予測マップ 
チリの浸水予測マップは SHOA が作成している。作成は 1997 年より開始され（CITSU プロジ

ェクト第一期）、チリ沿岸に沿う主要な市街地域と港湾地域のマップが作成されている。チリ北部

では、第 XV 州のアリカ（2011）、第 I 州のイキケ（2011）、第 II 州のトコピージャ（1999）、メヒ
ヨネス（2011）アントファガスタ（1997）、タルタル（2004）、第 III 州のチャナラル（2001）、カ
ルデラ（1999）、フアスコ（2003）がある。これらの浸水予測マップは SHOA のウエッブサイト
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より入手できる（http://www.shoa.cl/index_ing.html）。 

SHOA は現在“津波による浸水予測マップ改善のための 5 カ年計画（2011~2015）”を実施して
おり、浸水予測マップを項次更新している。同時にこのプロジェクトではマップ作成のための水

文地理学情報の入手も行っている。 

浸水予測マップ作成の実務は SHOA では行わず、大学などに委託する。使用するデータは、水

深に関しては海図と国際的に入手できるもの、地形に関しては航空写真や衛星写真を利用し、精

度は水深、地形ともにコンターの間隔が 5m である。良いデータがある場所は限られている。 

アントファガスタ州は独自に地元のアントファガスタ大学（災害軽減センター）とカトリック

ノルテ大学に委託して、アントファガスタの津波予測マップを更新した。この理由は、アントフ

ァガスタ市が浸水予測図マップ作成に必要となる地図情報を渡さなかったことで、SHOA の作成

スケジュールの最後にまわされて完成が 2014~2015 年になるためである。早急に必要であったた
めに独自に作成したとのことである。なお、完成した浸水予測図は SHOA の承認を受ける。 

カトリカ大学は“Tsunami, River Inundation and Landslide Risk Assessment”プロジェクトを、第
VI 州と第 VII 州（2010）、アントニオ市（2011）、キソコ市（2011）の地域または地方自治体に対
して実施している。SHOA の委託によるものかどうか不明であるが、浸水予測図も作成されてい

るものと考えられる。 

SHOA が作成した浸水予測マップは、地方自治体による都市計画、防災計画、避難計画作成等

に利用されている。また、ONEMI による避難演習においても、避難マップや避難計画の策定等に
活用されている。 

（2） 数値シミュレーション 
大学は別として、現地調査で訪問したなかで数値シミュレーションを実施している機関には国

立水理研究所（NHI）、港湾局（DOP）、民間コンサルタントがあった。民間コンンサルタントは

訪問していないが、訪問した民間港湾運営会社（Puerto Angamos）から委託され津波のシミュレ
ーションを行った。 

このうち港湾局では、本省プロジェクト課のエンジニアリング部門が担当している。プロジェ

クト課のスタッフ数は 15 名であり、内訳は課長 1 名、地形 3 名、エンジニアリング 7 名、建築 4
名である。数値シミュレーションの多くは出来合いのプログラムを使用しているが、DOPWAVE
というプログラムは DOP で開発した。プロジェクトを受注したコンサルタントにはプログラムを
供与してシミュレーションを実施させる。また、物理モデルが必要なときは国立水理研究所に委

託する。津波のシミュレーションを SHOA の協力で実施している。ホセ・フェルナンデス諸島で

実施したが、チリ全国の海岸地帯に適用したいと考えている。この件では大学との協同はない。 

アンサモス港の運営会社 Puerto Angamosは津波のシミュレーションをチリのコンサルタントに

委託して実施した（2010 年 12 月）。シミュレーションに用いた水深データは港建設時に測定した

ものを使用している。コンサルタントは、PRDW Aldunate Vasquez である。PRDW は南アフリカ

の会社で、 Aldunate と Vasquez は個人名である。このコンサルタントはカトリカ大学のロドリゴ
先生の知り合いで、シミュレーションの情報の入手は可能である。また、シミュレーションの概
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要は入手資料にある。なお、シミュレーション結果はメヒヨネス市長には提出したが、港湾局

（DOP）アントファガスタ事務所とは共有していない。 

（3） IGM によるリスク地図 
陸軍地理研究所（Instituto Geografico Militar , IGM）のリスク地図作製部門では、リスク地図作

製システムを開発している。これは、地震、津波、火山噴火、洪水など自然災害が発生すると、

被害地区を特定して、そこでの公共施設や人的な被害の大まかな把握ができるシステムである。

情報はコンピューター画面上で表示される。また、このシステムの特徴として、SHOA、SSN、
各種省庁など多く機関の情報が統合されていることが挙げられる。 

津波に関しては、津波情報が SHOA から入ると、瞬時に浸水域がコンピューターの画面上に表

示され、浸水域にある公共施設とその情報、また被災人数も表示される。ただし、どのように浸

水域を定めるかは明らかでない。 

このシステムは新しく構築されたもので、北部地域の 4 つの州のものが完成したところであり、

8 月 29 日の週に政府や大統領にお披露目するとのことであった。今後このシステムがカバーする
領域を他州に広げていく計画がある。 

リスク地図作製部門は本プロジェクトと交流を図りたい意向である。コンタクト先は、Mr. 
Hermann Manriquez Tirado, Jefe de Seccion Relaciones Nacionales y Internacionales である。Tel. 
(562)(2)4109314。 

2-7 他の援助機関による津波防災分野の動向と実績 

（1） UNESCO 
UNESCO は津波に関して次の様なプロジェクトを実施、または計画している。 

 Learning and adaptation to Tsunami in Colombia, Peru and Chile (2009~2010) 
 Strengthening National and Regional Systems of Tsunami Early Warning and Preparedness in 

Colombia, Chile, Ecuador and Peru (April 2012 ? ~ 18 months) 
 

最初のプロジェクトは DIPECHO（Disaster Preparedness ECHO（The European Commission’s Aid 
Department））の資金によるもので、人々の津波に対する意識を向上させ、津波に強いコミュニテ
ィを作ることを目的としており、津波災害の予防、事前準備、早期警報、応急対応へのコミュニ

ティの参加を促すものである。次の 3 つの活動を実施した。 

 コミュニティ（生徒（14,195人）、先生（553人）、コミュニティリーダー・両親（22,017
人）、行政官（902人））の教育を行い、津波災害リスク軽減のための能力向上を図った。 

 コミュニティの参加のもとに災害リスク軽減のための計画を策定するとともに実施した。 
 国の緊急対応機関と教育機関間の協力を促進し、地域の津波警報システム構築を目指し

た。 
 

チリにおける活動は次のとおりであった。 

 学校およびコミュニティにおける津波に関するワークショップ  18回 
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 ラジオ放送  44回 
 津波警報ボードの設置  336基 
 津波警報サイレンの設置  7基 
 津波非常事態対応計画の策定  3地域 
 津波避難訓練  2回 
 国家津波警報システム強化のためのワークショップ開催  1回 
 カリキュラムに基づく教育用の冊子（入手）とコミュニティ啓蒙用の材料の作成 

 
プロジェクトで得た課題は、安全地帯が明確にされてないために、津波警報ボードと津波警報

サイレンはまだ設置されてないことである。 

第 2 番目のプロジェクトは最初のプロジェクトのフェーズ 2 である。同様に資金は DIPECHO
による支援を受けている。目的は津波に対する事前準備を充実させることと、国から地方までの

“end-to-end”の津波早期警報システムを向上させることである。また、地域、国、地方の各レベ
ルにおける津波早期警報システムの改善のための戦略を立てることも目的の一つに含まれる。チ

リのカウンターパート機関は、教育省、SHOA、ONEMI、SSN である。 

このプロジェクトの活動には次のものが含まれる。 

 地域間ワークショップと国別ワークショップ 
 数値モデリングの能力開発 
 プロジェクト参加各国の津波早期警報システムを知るための相互訪問 
 子供と青年を対象とし、津波災害軽減を目的とした地域キャンペーン 
 参加各国のステークホルダー間の情報交換を目的としたオンラインプラットフォームの

開発 
 

UNESCO 側からは、この UNESCO プロジェクトと JICA+JST プロジェクトとは共通する頄目が
多いので協力していきたいとの申し入れがあった。また、プロジェクトに関して次のワークショ

ップや会議が開かれるので、日程が合えば、JICA+JST プロジェクトのメンバーに参加して欲しい
との依頼もあった。 

 数値モデリングに関するワークショップ、2011年11月21~25日、バルパライソ。 
 チリを対象とした国別ワークショップ、2012年2月〜3月、チリ北部、期日や場所はONEMI

と協議中、フルスケールの演習や3~4日間のトレーニングが実施される。 
 

UNESCO プロジェクトはペルーでも実施されている。ペルーの UNESCO 事務所のプロジェク

ト担当者が、ペルーで実施中の JICA+JST プロジェクトの関係者とコンタクトを取りたいが、困

難であるとのことであった。UNESCO ペルーの担当者は以下の通り。 

 Ms. Gabriela Del Castillo, Peruvian National Project Coordinator, UNESCO Project 
 

津波に関する他の支援機関のプロジェクトには次のものがある。支援機関が協調して取組みを

継続していくことが重要であるとの指摘もあった。 
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 UNDPによるマウレ州とビオビオ州を対象としたプロジェクト（UNDPのヒアリング結果
参照） 

 赤十字によるチリ北部（アリカ、パリナコタ、タラパカ、アントファガスタ州）を対象

としたコミュニティの事前準備能力向上プロジェクト 
 パンアメリカン保健機構（PAHO）による災害時の南米における保健ネットワークの強

化プロジェクト 
 

UNESCO のプロジェクト担当者によるチリの機関の評価は次のとおりである。 

 先週ONEMIの早期警報センターの弱点改善計画やプロトコルを検討した。ONEMIには改
善の意志があり、実際、能力は改善している。 

 SHOAの技術レベルも改善している。ONEMI、SSN、教育省との協調が重要となる。 
 学校のリスクマネージメント能力を向上させるためには、教育省が行うべき課題は多く

ある。 
 
（2） UNDP 

UNDP は 2010年 2月 27日の地震・津波災害を受けて、プロジェクト、“ Support to Early Recovery 
post earthquake and tsunami of February 2010,（2010~2011）”を実施した。このプロジェクトは地方

自治体の復旧のための能力向上を目指したもので、災害を受けたマウレ州とビオビオ州より 4 つ
の地方自治体をパイロット地区として選んで活動を実施した。地域の参加と地域の文化を考慮し

た復旧計画が作成された。州、地方自治体、コミュニティの 3 つのレベルにおける教訓を取りま
とめており、1 ヶ月後にまとまる予定である。 

プロジェクトには地域の大学が参加している。マウレ州は、the Chilean Institute of Municipal 
Studies at the Autonomous University (IChemE-UA)、ビオビオ州は the Center for Urban and Regional 
Studies at the University of Bio Bio (CEUR-UBB)である。 

UNDP は EU の資金を用いてプロジェクト“Planning for Disaster Risk Reduction at territorial 
regional and local governments, communities farming and fishing, and organizations of civil society, 
Regions of the Maule and Bio Bio（2011~2012）”を計画している。大学の協力で実施するが、現在、
コンセプション大学が入札している。11 月頃より開始する予定である。このプロジェクトは前述
のプロジェクトを受けて 4 つのパイロット地区を 45 の自治体に広げるもので、災害リスク管理と
地域開発を融合した計画を策定する。ただし、計画は復旧ではなく地域開発を目的としている。 

最初のプロジェクトのパイロット地区の一つである Talcahuano（ビオビオ州）では、5 つある

地区でリスク自治センター（と想定される）を設置することを計画している。資金は市と EU が

出すことになる。ここには数日分の食料や水の濾過装置、通信設備を備えて、市と市民が共同し

て災害対応にあたることができる。チリとしては始めての隣組レベルの取組みであり、市長の政

治判断により可能となった。 

UNDP のチリにおける防災へのアプローチは以下のとおりである。 

 地方レベルの能力を向上させることを目指していきたい。現在は、地方自治体の首長に
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負担が集中しているが、彼らの能力を向上させるとともに、市民社会との協力やリスク

管理と社会・地域開発を統合していくことを推進していきたい。 
 現在、地方自治体はツールとして市町村開発計画（PLADECO）を持っており、ここにリ

スク管理と社会・地域開発を統合した計画を入れていきたい。そうすればUNDPの取組
みが広がっていく。 

 地方自治体が活用できる公的資金にはFCMに加えて地方自治体のコンクール資金（？）
がある。これを獲得すればプロジェクト資金となる。 

 国の防災システムの改善には時間や資金を要する。政治家を含む政策決定者の意識改革

が必要である。この分野にはUNDPも関与できない。 
 
（3） IDB 

米州開発機構（IDB）は ONEMI に対して次の支援を実施している。 

 Early Warning System in Communication and Community Awareness 
 Early Warning System, Monitoring, Procedures and Protocol for Data Transmission / Enabling 

Alert 
 

IDB は今回訪問しなかったが、ONEMI によれば、現在 ONEMI は早期警報システムやプロトコ
ルの確立に力を入れており、コミュニティを対象にしたこれらの調査結果の活用まで至っていな

い。 

2-8 情報の入手 

（1） 水深データ 
SHOA が津波のシミュレーションに使用するデータは、水深に関しては海図と国際的に入手で

きるものであり、地形に関しては航空写真や衛星写真を利用する。精度は水深、地形ともにコン

ター間隔が 5m である。良いデータがある場所は限られているとのことである。SHOA は航路整

備のために深浅測量を計画的に実施している。JICA+JST プロジェクトのための測量は行えない。

民間企業に外注する必要がある。 

なお、公共事業省に属する国立水理研究所（NHI）より研究所の測量チームの活用の申し出が

あった。 

（2） 陸上の地盤高さデータ 
デジタル地形図は陸軍地理研究所（Instituto Geografico Militar ,IGM）が制作。全国の 1/5 万の地

形地図が入手可能。地域によっては、より精度の高い地図が入手できる。アントファガスタでは

1/2.5 万の地図がある。IGM の販売部門で購入できる。 

（3） 陸上の地盤高さデータおよび建物データの関連（航空レーザー測量） 
航空レーザー測量は Digimapas Chile（民間会社）と Aerophotogrammetric Service（SAF）が実施

できる。 

Digimapas Chileは 5年前に設立された航空レーザー測量ができる民間企業。チリでは今まで 770
万 ha の実績がある。2010 年地震・津波の被災地域では地震前と地震後のデータを所有している。
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プロジェクトが対象としているチリ北部地域の海岸部ではデータを所有していない。 

SAF はチリ空軍に所属しているが技術機関である。予算は空軍から 20%、財務省から 40%、残
り 40%は製品を販売して得ている。製品は MOP などの公共機関や民間企業にも販売している。

積極的に民間マーケットへ参入しようとしている。航空写真撮影、航空レーザー測量を実施し、

これらと衛星画像などを用いて各種空間データ処理を行う。航空レーザー測量による地形図作成

（コンター1m）と 3D 画像（建物）の供給も可能である。 

パイロット地区の候補地に関して保有するデータは以下の通り。 

 アリカ、イキケ、アントファガスタに関してはデータを所有している。 
 メヒヨネスについては写真撮影を行っているが、まだ処理はしていない。 

 
本研究に活用できる次の様なデータも保有している。 

 1930年代からの航空写真を保有。1960年からの航空写真を60万本所有しており、現在デ

ジタル化をしている 
 2010年地震・津波前後の被災地の写真を保有している。地震・津波発生後1日目から7日

まで被災地を15cmの解像度で写真撮影している。 
 

SAF は法律に基づいた公共機関であるために制約があるかもしれないが、このプロジェクトは

チリにとって社会的意義があるため、SAF としてコストを請求しない可能性も高い。 

SAF と大学との協力には次の様なものがある。 

 コンセプション大学の研究を支援している。 
 3年前カトリカ大学と第3州で共同研究する計画があったが、実現していない。 

 
（4） 建物データ 

建物データについては、民間、公共建物も含めて地方自治体が管理・保管している。情報は住

所、建物の構造、世帯数など。ただし、刑務所や軍施設の情報はない。 

（5） 海水が陸上に入るのを防ぐ構造物データ 
港湾局（DOP）が施工した構造物の設計図書は DOP が保管・管理。DOP は許認可時に他の機

関の設計図書も審査するが、守秘義務があるため DOP からは情報は出せない。他機関から入手す
る必要がある。 

（6） 港湾施設データ 
港湾局（DOP）が施工した構造物の設計図書は DOP が保管・管理している。港全体の施設の情

報は把握していない。他機関から収集する必要がある。 

港湾の統計データ（貿易量やコンテナの取扱量など）については、公社が管理する港湾の統計

データはホームページ（http://www.sepchile.cl/）で公開されている。民間会社（アンサモス港）も

ホームページに公開されている。 
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第3章 協力計画概要 

詳細計画策定調査団は、本プロジェクトの責任機関となるチリ公共事業省、および実施機関となる

チリ・カトリカ大学をはじめとしたチリ国における津波防災に関わる 11 の大学・研究機関、行政機
関との協議、及び現地視察を経て、協力の基本計画、実施体制、対象地域等を検討した。プロジェク

ト関係機関と協議にて合意を形成した結果をミニッツに取りまとめ、チリ公共事業省港湾局、チリ・

カトリカ大学およびチリ国際協力庁（Witness 署名）とミニッツにより確認した。 

本プロジェクトで研究に取り組む津波被害推定技術、津波被害予測手法および被害軽減対策、高い

精度の津波警報手法、津波災害に強い市民および地域づくりのためのプログラムなどは、いずれもチ

リ国の研究・開発ニーズに合致したものである。これらの技術、手法は、2010 年チリ地震津波の被

災地であるチリ南部、地震空白域とされているチリ北部で実施されるパイロットプロジェクト対象地

域における津波防災対策として提案・活用され、チリ国の津波防災における政策および研究開発に社

会実装されることを目指す。また、プロジェクトの目標において、津波脆弱地域において津波に強い

地域・市民を作るための知見や技術が開発されることを目指していることから、国際シンポジウム等

での研究成果の発表や、環太平洋のペルー、エクアドル、コロンビア等のチリの近隣国に対する域内

協力を通じて、世界の津波脆弱国に対する成果の活用を行う。 

チリ側と合意した協力計画の概要は以下のとおりである。 

3-1 協力の基本計画 

本プロジェクトは、日本およびチリにおける共同研究によって、津波脆弱地域において津波に強

い地域・市民を作るための知見や技術が開発されることを目標としている。この目標を達成する

ために、津波被害推定技術の開発、津波被害予測手法および被害軽減対策の提案、高い精度の津波警

報手法の開発、津波災害に強い市民および地域づくりのためのプログラムの提案を行う計画である。 

プロジェクトの名称については、要請書では「 Enhancement of Technology to Develop 
Tsunami-resilient Community in Chile」、2011 年 3 月 11 日の東北地方太平洋沖地震津波により、日本

の津波経験・教訓の研究・活用を視野に日本も研究対象地域に含めることとし、チリにおける研究と

いう内容から変更するため「in Chile」を削除し、下記の名称とすることで合意に至った。 

（英文） Research Project on Enhancement of Technology to Develop Tsunami-resilient Community 
（西文） Proyecto de Investigación para Mejorar  la Tecnología para desarrollar un Comunidad con 

Resiliencia a Tsunami 
 
合意した協力の基本計画（マスタープラン）は以下のとおりである。 

（1） プロジェクト目標 
津波脆弱地域において津波に強い地域・市民を作るための知見や技術が開発される。 

 
（2） 成果と活動 
成果１：津波被害推定技術が開発される。 

活動１－１：将来起こり得る津波被害を理解し推定するため、2010 年チリ地震津波および 2011 年
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東北地方太平洋沖地震津波の被害に関するデータベースを構築する。 
活動１－２：高い精度の津波被害推定モデルを開発/改善する。 
活動１－３：2010 年チリ地震津波および 2011 年東北地方太平洋沖地震津波の結果を考慮した耐津

波構造物の計画・設計手法の開発に必要な津波外力を評価する。 
 
成果２：津波被害予測手法および被害軽減対策が提案される。 
活動２－１：将来チリ沖で起こり得る津波に対する計算を基に、チリにおける研究対象地域で被害

予測を実施する。 
活動２－２：チリにおける津波被害予測ガイドラインを作成する。 
活動２－３：将来チリ沖で起こり得る津波に対する計算を基に、日本における津波被害予測を実施

する。 
活動２－４：チリおよび日本における被害予測の結果に基づき、津波被害軽減のための防災減災対

策を提案する。 
 
成果３：高い精度の津波警報手法が開発される。 
活動３－１：地震計および沖合津波計の観測データに基づいた精度の高い津波予測手法を開発する。 
活動３－２：日本の経験を事例として、チリにおける住民に対する信頼性の高い津波情報伝達手法

を開発する。 
 
成果４：津波災害に強い市民および地域づくりのためのプログラムが提案される。 
活動４－１：津波災害に強い住民をつくるための防災教育手法を開発するとともに、チリにおける

津波被害軽減のためのリーダーを育成する。 
活動４－２：日本の経験を事例として、チリにおける津波被災後の応急対応フェーズにおける港湾

の活用手法を開発する。 
活動４－３：津波被災後に地方自治体のシステムが機能するための計画策定手法を検討する。 

 

3-2 実施体制 

チリ側 
責任機関：公共事業省（MOP） 
実施機関：チリ・カトリカ大学（PUC）（研究代表機関） 
協力機関：チリ大学（Uch）、コンセプシオン・カトリカ大学（UCSC）、コンセプシオン大学（UdeC）、

フェデリコ・サンタ・マリア工科大学（UTFSM）、バルパライソ大学（UV）、バルパライ
ソ・カトリカ大学（PUCV）、水路・海洋部（SHOA）、国家緊急対策室（ONEMI）、水理研
究所（NHI）、調査対象地域の自治体等関係機関 

ただし、協力機関については、現時点で確定したものではなく、プロジェクト実施中に協力を求め

るべき機関の見直しを行い、協力取付けのための働きかけを行っていく。 

日本側 
実施機関：港湾空港技術研究所 
協力機関：関西大学、独立行政法人海洋研究開発機構、山口大学、防衛大学校、東北大学、静岡大学、

埼玉大学、群馬大学、徳島大学、名古屋大学、国土交通省国土技術政策総合研究所、気象
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研究所、ひょうご震災記念 21 世紀研究機構人と防災未来センター 
 
研究グループ 
本プロジェクトでは、4 つの研究グループを作成する。研究グループ構成は表 ‎3-1 のとおり。 

表 ‎3-1 研究グループメンバー暫定リスト 

Chilean side Japanese side 
1. Development of tsunami disaster estimation method group (responsible for Output 1) 
Dr. Rodrigo Cienfuegos (PUC) 
Dr. Gonzalo Yañez (PUC) 
Dr. Christian Ledezma (PUC) 
Dr. Cristian Escauriaza (PUC) 
Dr. Marcelo Lagos (PUC) 
Dr. Patricio Catalán (UTFSM) 
Dr. Elías Ovalle (UdeC) 
Dr. Roberto Riquelme (UdeC) 
Mr. Mauricio Reyes (UV) 
Mr. Patricio Winckler (UV) 
Mr. Rafael Aránguiz (UCSC) 
Mr. Mauricio Villagrán (UCSC) 
Mr. Juan Gonzalez (SHOA) 
Mr. Rodrigo Filippi (DOP) 
Mr. Luis Zamorano (NHI) 
Mr. Eduardo Mesina(MOP) 

Dr. Takashi Tomita (PARI) 
Dr. Koji Fujima (NDA) 
Dr. Fumihiko Imamura (Tohoku Univ.) 
Dr. Norimi Mizutani (Nagoya Univ.) 
Dr. Kentaro Kumagai (NILIM) 
Dr. Taro Arikawa (PARI) 
Dr. Yeom Gyeong-seon (PARI) 

2. Tsunami disaster estimate and countermeasures development group (responsible for Output 2) 
Dr. Patricio Catalan (UTFSM) 
Dr. Marco Cisternas (PUCV) 
MSc. Cecilia Zelaya (SHOA) 
Mr. Rafael Aranguiz (UCSC) 
Dr. Rodrigo Cienfuegos (PUC) 
Dr. Gonzalo Yañez (PUC) 
Dra. Edilia Jaque (UdeC) 
Mr. Eduardo Mesina (DOP) 
Mr. Juan Gonzalez (SHOA) 
Mr. Luis Zamorano (NHI) 
Ms. Carolina Acevedo (MOP) 
Mr. Pablo Pozo (NHI) 

Dr. Tomoyuki Takahashi (Kansai Univ.) 
Dr. Syunichi Koshimura (Tohoku Univ.) 
Dr. Kenji Harada (Shizuoka Univ.) 
Dr. Yoshinori Shigihara (NDA) 
Dr. Kentaro Imai (Tohoku Univ.) 
Dr. Yoshihiro Okumura (DRI) 
Dr. Daisuke Tatsumi (PARI) 

3. Improvement of Early Tsunami Warning System group (responsible for Output 3) 
MSc. Cecilia Zelaya (SHOA) 
Dr.Patricio Catalán (UTFSM) 
Dr. Sergio Barrientos (UCh) 
Dr. Jaime Campos (UCh) 
Mr. Cristián Torres (ONEMI) 
Mr. Camilo Grez (ONEMI) 
Dr. Klaus Bataille (UdeC) 
Dr. Andrés Tassara (UdeC) 
Dr. Juan Carlos Baez (UdeC) 
Mr. Eduardo Mesina (MOP) 
Mr. Luis Zamorano(NHI) 
Mr. Ariel Grandon(MOP) 

Dr. Yoshiyuki Kaneda (JAMSTEC) 
Dr. Toshitaka Baba (JAMSTEC) 
Dr. Yutaka Hayashi (MRI) 
Dr. Hiroaki Tsushima (MRI)   
Dr. Akio Katsumata (MRI)  
Dr. Yasuhiro Yoshida (MRI) 
Dr. Shigeki Aoki (MRI) 
Dr. Koji Kawaguchi (PARI) 

4. Development of program for creation of well-educated citizens and resilient local communities group 
(responsible for Output 4) 
Dr. Samuel Hormazabal (UdeC) 
Dr. Matthew Miller (UdeC) 

Dr. Fusanori Miura (Yamaguchi University) 
Dr. Toshitaka Katada (Gunma Univ.) 
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Dr. Jorge Quezada (UdeC) 
MSc. Oscar Cifuentes (UdeC) 
Dr. Edgardo Vega (UdeC) 
Dr. Arturo Belmonte (UdeC) 
Mr. Mauricio Reyes (UV) 
MSc. Cecilia Zelaya (SHOA) 
Mr. Cristian Torres (ONEMI) 
Mr. Antonia Bordas (DOP) 
Dr. Marcelo Lagos (PUC) 
Dr. Marco Cisternas (PUCV) 
Mr. Luis Zamorano (NHI) 
Mr. Eduardo Mesina (MOP) 

Dr. Masanobu Kanai (Gunma Univ.) 
Dr. Susumu Nakano (Tokushima Univ.) 
To be determined (MLIT) 

Note: Persons with underline are group leaders. Those who are mutually agreed upon necessary between Chilean and Japanese 
research group members can be included in the middle of the project. 
 

3-3 調査対象地域 

チリ側からの要請に基づき検討を行い、以下地域を候補地とした。最終的な研究対象地域の数につ

いて、チリ公共事業省から複数地域を対象とし 4 年間でより多くの研究成果を得たいとの要望が出た。
最終的には、チリ側研究者が複数地域に対して研究活動を実施できるかどうかも含め検討を行い、プ

ロジェクト開始後の初期の段階で確定することで合意した。 

（1） チリ側研究対象地域 
 WG1（過去の被災地の調査や数値シミュレーションモデルの検証）：2010 年チリ地震津波で被

災したコンスティトゥシオン（Constitucion）、ディチャト（Dichato）、タルカワノ（Talcahuano）、
フアン・フェルナンデス（Juan Fernandez）2 

 WG2（津波被害予測、対策の提案）及び WG4（市民および地域づくりプログラム）：地震空
白域とされる北部のアリカ（Arica）、イキケ（Iquique）、メヒヨネス（Mejillones）、アントフ

ァガスタ（Antofagasta） 
 
（2） 日本側研究対象地域 
 WG1（過去の被災地の調査や数値シミュレーションモデルの検証）：2011 年東北地方太平洋沖

地震津波で被災した地域 
 

                                                        
2 ロビンソン・クルーソー島 
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第4章 プロジェクトの事前評価 

詳細計画策定調査で収集した情報を基に行ったプロジェクトの評価 5 頄目による事前評価の結果

は、以下のとおりである。 

4-1 妥当性 

本プロジェクトは、以下の理由から妥当性が高いと判断される。 

（1） 対象国の社会、裨益対象者のニーズとの整合性 
チリは、日本と同様に環太平洋地震帯に位置する地震・津波多発国であり、2010 年には世界観

測史上 6 番目の規模であるマグニチュード 8.8 の大地震により広範囲で被害が発生した。特に津
波による被害が大きく、多くの課題を残した。太平洋岸の沖合で発生するプレート境界型巨大地

震によって、地震・津波の甚大な被害が繰り返し発生することは、過去の災害履歴からも明確で

あり、沿岸部の諸都市は恒常的な地震・津波リスクに晒されている。地震対策については、これ

まで耐震建築や地震観測の技術・能力強化が実施され、その成果は 2010 年チリ地震津波の際に建
物被害が限定的だったことなどからも進展が見られるが、一方で、津波対策については早期津波

警報が十分に機能しなかったことや防災の取り組みの中に復旧や津波防災教育が具体的に取り入

れられてこなかったことなどから、津波対策に関する科学技術の開発及び能力強化が急務となっ

ている。特に、チリ北部地域にある地震空白域では近い将来に大規模な地震・津波の発生が確実

視されており、チリ国の地域産業、社会への影響において深く憂慮されている。本プロジェクト

は、先端的な科学技術によって、津波被害軽減のためのモデル・手法を開発・提案し、津波に強

い地域・市民をつくるものであり、対象国社会のニーズに合致している。 

また、プロジェクトの直接的な裨益対象者であるチリ側共同研究者は、津波防災分野に専門特

化した科学技術の研究がこれまで実施されておらず、日本の先端的な防災技術との共同研究を通

じてチリにおける津波防災分野の科学技術の開発及び専門家の育成を行うことが緊急の課題とな

っており、裨益対象者の支援ニーズと整合している。 

（2） 相手国の開発政策及び日本の援助政策との整合性 
チリ国の防災分野における国家政策である国民保護国家計画では、災害マネジメントサイクル

のすべての段階におけるセクターを横断した行動・計画を推進し、災害後の対応計画に必要な事

頄の標準化を目指している。また、現在、「国家市民保護・緊急対応システムの確立及び国家市民

保護庁の設立に関する法案」を国会で審議中であり、内務省国家緊急対策室（ONEMI）を国家市
民保護庁（National Civil Protection Agency）へ格上げすることによる総合的な防災体制の強化や、
地震計の増設、水路・海洋部（SHOA）の津波判定能力・体制の強化、国家早期警報システムの

整備等を通じた津波警報体制の強化を目指している。 

本プロジェクトでは、これらのニーズに対応した研究課題を有し、大学・研究機関および防災

行政機関が知見を習得・共有することで、セクターを横断した課題解決手法の開発・提案に貢献

する。また、災害後の港湾利用等の研究成果は、チリにおける災害後の対応計画に必要な事頄を

標準化する指針として貢献するものと位置付けられる。 
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日本の援助政策との整合性については、本プロジェクトは、日本政府の対チリ ODA の事業展

開計画において、重点分野「環境保全」の下に位置付けられている防災対策支援プログラムに含

まれる。 

我が国のチリにおける近年の防災分野支援は、構造物の耐震技術の向上、土地利用計画での災

害リスク評価の導入、火山性地震・地殻変動観測システムの強化等である。また、2010 年 2 月 27
日に発生したチリ地震・津波に対する支援として、国際緊急援助による物資供与、ニーズ調査団

の派遣を行うとともに、「対地震･津波対応能力向上プロジェクト」によって予防－応急対応－復

旧・復興という災害マネジメントサイクル全体を視野に入れた短期専門家派遣・技術研修員受入

を行い、復興支援および防災行政の能力強化を実施した。「防災」は、我が国の ODA 中期計画（2007
年）の重点課題「地球規模の問題への取り組み」の一つに挙げられており、「防災協力イニシアテ

ィブ」は、我が国の「分野別開発政策」の一つである。自然災害は毎年世界各国に様々な形で深

刻な被害を及ぼす地球規模の問題であり、度重なる被害により人々の生活や経済社会の開発が阻

害される悪循環を断つことは、貧困削減、持続可能な開発を実現する上でも重要な前提条件の一

つとされる。また、2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災を受けて我が国が展開する「復興
外交」において、地震や津波を始めとする防災対策や緊急援助隊を含む災害対策のノウハウを伝

えるための支援拡充が謳われている。 

（3） その他 
津波災害は、被害が甚大であるものの発生の頻度や過去に発生した地域が限られているため、

今後起こり得る被害の予測や被害減災に有効なアプローチに関する研究は、世界的に蓄積が尐な

い。一方で、日本に津波対策及び科学技術の研究開発は長年取組みを重ねており、世界最先端の

研究活動が多数実施されている。加えて、東日本大震災を始めこれまでの津波被害の経験・教訓

を豊富に有する。このことから、津波防災分野の科学技術協力を実施することに、日本は世界的

に優位性を持つ。 

また、人命を守り、生活・地域・国家の再建を果たす防災分野の協力には、開発した科学技術

を社会的に実用化することが極めて重要であることから、本プロジェクトのチリ側共同研究者に

防災行政機関（公共事業省、水路・海洋部、内務省国家緊急対策室、国立水理研究所）の実務者・

窓口担当者を不足なく配置している。このことから、チリの防災行政の政策・取り組みの方針・

課題がプロジェクト成果に反映され、さらに防災行政機関を通じて成果が活用されるため、チリ

の社会・裨益者のニーズに合致した協力内容となる。 

4-2 有効性 

本プロジェクトは、以下の理由から有効性が見込める。 

（1） プロジェクト目標と成果の間の因果関係 
プロジェクト目標は、津波脆弱地域において津波に強い地域・市民を作るための知見や技術が

開発されることであり、この目標に対して、成果①津波被害推定モデルの開発/改善、成果②津波
被害予測および被害軽減対策の開発、成果③高い精度の津波警報手法の開発、成果④津波に強い

市民および地域づくりのためのプログラムの提案という４つの成果が設定されている。 

プロジェクト目標と成果の間の因果関係は、成果①により最新の科学技術を用いたモデルを開
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発し、②③④では津波警報、地域における津波減災対策、防災教育手法、港湾利用等の迅速な復

旧のための施策を提案するため、プロジェクトを構成する 4 つの成果は、上記で述べたプロジェ
クト目標の達成に必要な要素を過不足無く含んでおり、成果の達成がプロジェクト目標の達成に

つながると判断される。 

4-3 効率性 

本プロジェクトは現時点において、効率性の高い計画内容となっていると判断される。 

（1） 活動・投入計画の適切性 
本プロジェクトの活動計画、投入計画は、成果を達成するために必要十分な内容が盛り込まれ

ており、計画どおりに活動が実施されれば、効率的な成果達成が可能な設計となっている。特に、

チリ側実施機関であるチリ・カトリカ大学、公共事業省、内務省国家緊急対策室、水路・海洋部

には、過去の日本の技術協力及び日本への留学等によって育成された人材や、日本から供与した

研究機材・施設などのリソースが蓄積されており、これらを有効に活用することによって、高い

効率性が期待される。また、港湾空港技術研究所が 2010 年チリ地震津波の後に独自に現地調査を
2 回実施し、その際にコンセプシオン大学におけるワークショップやチリ側研究者との意見交換

を行い、チリにおける津波防災のために日本の研究成果を活用することや、共同研究により防災

技術を開発・推進していくことについて十分検討が行われたため、研究参加者が成果を十分に把

握し効率的に活動が展開されることが期待できる。 

ただし、本件のような研究・技術開発を主体としたプロジェクトでは、研究活動の進展に伴っ

てその後の活動の展開の変更が必要な可能性があり、活動計画及びそれに連動する投入計画の柔

軟な修正が必要となる。 

4-4 インパクト 

本プロジェクトでは、以下のようなインパクトが予測される。現時点では、負の影響は想定されな

い。 

（1） 研究成果の社会実装 
防災行政機関が共同研究グループに参画することで、研究成果がチリ国で活用され社会実装が

行われることが期待される。 
公共事業省港湾局および港湾事業に携わる民間企業が、対津波構造物の計画・設計手法の改善

および災害時の港湾利用に関する研究成果を実用化することで、対津波構造物の強度の向上、お

よび港湾を通じた円滑な応急対応活動の実施が期待される。 
水路・海洋部が、被害予測ガイドラインによる精度の高い被害予測手法の導入、沖合での津波

観測を用いた精度の高い予測手法の導入、信頼性の高い津波情報伝達手法の導入に関する研究成

果を実用化することで、適切・迅速な津波情報が提供され、人的および経済的被害の軽減が期待

される。 
内務省国家緊急対策室は、津波被害軽減のための防災減災対策の改善、津波災害に強い市民お

よび地域づくりのためのプログラムの実施・推進に関する研究成果を実用化することで、災害へ

の備えおよび住民・地域の防災意識が改善し、人的および経済的被害を最小限に留め、円滑に復

旧・復興へ移行できる災害に強い地域・市民の構築が期待される。 
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また、各防災関係機関が本プロジェクトを通じて協力関係を構築することで、プロジェクト終

了後も組織横断的な共同体制によりチリにおける津波防災の推進に寄与することが期待される。 
 
（2） 近隣国との知見の共有 

本プロジェクトは世界最先端の津波防災研究を目指すものであり、ペルー、エクアドル、コロ

ンビア等の近隣国に対する成果の発信を行うことにより、南米地域全体の津波防災体制の強化（早

期警報、災害時の広域支援、観測・調査データの共有等）に寄与することが期待できる。近隣国

への成果の普及はチリ国の防災政策の中で掲げられており、加えて、日本・チリ・パートナーシ

ッププログラム（JCPP）を通じた南南協力支援の推進に寄与することも考えられる。 

4-5 自立発展性 

本プロジェクトによる効果は、以下の理由によりプロジェクト終了後も継続・発展するものと見込

まれる。 

（1） 政策・制度面 
チリの防災体制は、国民保護国家計画によって規定されており、国会で審議中の「国家市民保

護・緊急対応システムの確立及び国家市民保護庁の設立に関する法案」により、政策・制度の方

向性の改正を検討している。改正の主な方向性は、内務省国家緊急対策室（ONEMI）を国家市民
保護庁（National Civil Protection Agency）へ格上げすることによる総合的な防災体制の強化や、地
震計の増設、水路・海洋部（SHOA）の津波判定能力・体制の強化、国家早期警報システムの整

備等を通じた津波警報体制の強化であり、本プロジェクトの研究課題に含まれる内容であり、チ

リ側の中長期的に必要とされる技術・手法・体制について研究し、チリの防災機関の施策に対し

て提案・反映していく設計になっている。従って、政策・制度面における本プロジェクトの効果

の継続・発展性は高いと判断される。 

（2） 組織・財政面及び技術面 
本プロジェクトの実施機関であるチリ・カトリカ大学、公共事業省、内務省国家緊急対策室、

水路・海洋部には、過去日本の技術協力等により人材・研究機材・施設などのリソースが蓄積さ

れており、防災行政機関は独自事業の一環として研究活動に参加している。また、参画する大学

は、チリ科学技術院の競争的資金に申請しており、研究活動に必要な経費を確保できると考えら

れる。 
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第5章 協力実施上の留意点 

国家緊急対策室（ONEMI）の組織改編を目指した法案が国会にて審議中であり、今後研究計画を

具体化するにあたって法案通過後の ONEMI の組織改編を考慮する必要がある。チリの津波防災政策
では、国、州、市町村の各レベル間連携が弱く、本法案において中央集権的な体制の改善が重点課題

として取り上げられており、地方分権化の動向を踏まえた研究活動を実施する必要がある。 

また、プロジェクト期間中に政権交代があることから、政権交代が阻害要因とならないよう、チリ

側関係者の実施体制を調整・強化する必要がある。 

チリ側共同研究者には、大学の研究者のみならず、政府機関である国家緊急対策室（ONEMI）、水
路・海洋部（SHOA）、公共事業省（MOP）、国立水理研究所（NHI）が参画しているため、研究実施
やプロジェクト終了後の社会実装に向けたチリ側の円滑な調整や意思決定を促す必要がある。 

研究計画を進める上で、成果１～４の各ワーキンググループ間で活動内容を調整することに留意す

る。具体的には、成果２では成果１の被害推定技術も参照した被害推定を行い、成果３では成果２の

想定津波高・浸水深などハザードが類似している地域を一つの単位として津波予報区を設定するとと

もに、成果４で把握されるチリの国民性などを考慮した津波情報伝達手法を開発し、成果４では成果

１～３の対策・ノウハウを地域・住民レベルで活用する。 

5-1 チリ側実施体制の調整 

前述のとおり、実際に研究活動を行う大学、水路・海洋部、国立水理研究所、内務省国家緊急対策

室の研究者・行政担当者と、研究成果を政策や実地に適用する（社会実装を進める）役割を担う政府

機関の担当者について、役割分担を明確化する必要があり、引き続きチリ側による調整状況をフォロ

ーしていく。 

（1） 具体的な研究成果の提示 
公共事業省港湾局より、研究計画に具体的な研究成果を明示すること、特に 1 年目、2 年目の

成果も明らかにするよう要望があった。日本側からは、国際的に最先端の研究を目指しており研

究開発に時間を要すること、また不確実性を伴う研究事業の特性を説明した。今後、各年次の研

究計画作成においてより具体的な研究内容を盛り込むとともに、各年次に実施される合同調整委

員会（JCC）では進捗報告において研究成果を説明することで合意した。 

（2） 共同研究に係る合意文書（MOU）の締結 
日本およびチリの研究代表機関で締結される知的財産等の取扱いに関する MOU について、公

共事業省港湾局より政府機関が成果を活用できる内容とし、MOU の中に公共事業省も言及され

るべきであるとの主張があった。 

今後、プロジェクト開始までに港湾空港技術研究所とチリ側の間で MOU 締結を行う必要があ

り、文言、署名者等についてチリ側との調整が必要である。 

（3） 水路・海洋部（SHOA）の参画 
主要共同研究機関である SHOA はチリ政府における早期津波警報の解析を担う機関であり、目
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標達成に必要不可欠な組織であるが、海軍に属するため、ODA 大綱に基づく JICA 側の基本原則

として以下のとおり説明した。プロジェクト開始前に、誓約書の取り交わしにより上記内容を書

面にて確認する。 

 軍事的用途への使用を行わないこと。 

 カウンターパートや研修員は軍籍を有しない（文民である）こと。 
 
（4） 法改正による内務省国家緊急対策室（ONEMI）の組織改編 

2010 年 2 月の地震・津波被害において災害対策全般を統括する ONEMI の組織強化が課題とな
り、庁への格上に関する法案がチリ国会で審議されている。法案が通過した場合は、ハード・ソ

フトの防災計画から実施までの管理、国家早期警報システムの構築・導入、中央防災会議の設置

等が制定され、地震観測網によりデータ・技術を提供しているチリ大学の体制等に変更が生じる

可能性がある。引き続き、法案審議の進捗を確認する。 

（5） チリ側要請書に記載された「国立津波研究センターの設立」の動向 
「国立津波研究センターの設立」は、大学機関が共同で設立を目指しているもので具体的な計

画・予算措置は未定であることが分かった。チリ政府が研究機関を設立しない方針であり、政策・

予算的な措置は現段階でないことが分かった。 

一方で、国立水理研究所（NHI）は津波実験装置の設置を計画しており、調査費用を予算要求

中である。2012 年に導入技術、概算（水槽の長さは 150m の見込み）に関する調査を実施し、2013
年に NHI が施工を行い、公共および民間セクターにおける津波応用技術の研究を目指している。 

5-2 他事業との連携により期待される効果 

（1） 近隣国との知見の共有 
チリ政府は、近隣国コロンビア、エクアドル、ペルーとの連携・技術支援を防災政策に位置づ

けており、本プロジェクトにおける知見の近隣国への共有についてチリ側から要望があった。日

本側からも、実施中の科学技術協力「ペルーにおける地震・津波減災技術の向上プロジェクト」

を紹介し、知見の共有を積極的に進める姿勢を示した。 

ペルーにおける同プロジェクトでは、ペルー・チリの国境地帯で発生する地震を想定の一つと

して研究を進めており、また、本プロジェクトはペルー国境沿いの都市を含め北部地域が研究対

象地域となることから、知見・データの共有による効果が期待できる。 

（2） その他事業との情報共有 
1） 国連人道問題調査事務所（UNOCHA）の提案による MOU への参画 

9 月 9 日にチリ政府（外務省、ONEMI）及び国際機関（UN、UNOCHA、EU、米国援助機関、
スペイン援助機関、赤十字、ワールドビジョン）により、応急対応フェーズでの援助機関の協調

および災害リスク軽減のための防災対策推進を目指した国際人道支援ネットワークの構築につい

て覚書が締結された。署名日 1 週間前に、UNOCHA から JICA へ参加依頼があり、署名には参加

できなかったが協力機関として参加し、今後外務省と調整のうえ正式署名を目指す。 
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2） 米州開発銀行（IDB）、国連教育科学文化機関（UNESCO）、国連開発計画（UNDP）による教

訓の共有 
 IDB：早期津波警報システムの改善に関する調査・提言 
 UNESCO：津波に関するコミュニティへの啓発、早期警報システムの改善 
 UNDP：復旧計画作成（フェーズⅠ）、災害リスク管理を考慮した地域開発計画策定（フェ

ーズⅡ） 





 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実施協議報告書 
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詳細計画策定調査で署名したミニッツに基づき、プロジェクトの基本合意文書である討議議事録

（Record of Discussions: R/D）の協議が、JICA ペルー事務所（JICA チリ支所を兼轄）と、チリ公共事

業省、チリ・カトリカ大学及びチリ国際協力庁（AGCI）との間でなされた。結果として、詳細計画
策定調査のミニッツに添付されていた R/D 案から、JICA の事業事前評価表の協議により成果、活動、

評価指標、外部要因を微修正したものが受け入れられ、2011 年 11 月 17 日に討議議事録（Record of 
Discussion: R/D）の署名がなされた（附属資料６及び７参照）。 
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ＡＮＤ 

ＴＨＥｃＨＩＬＥＡＮｏＲＧＡＮＩｚＡｒＩＯＮＳＣＯＮＣＥＲＮＥＤ 

ＯＮ 

ＪＡＰＡＮＥＳＥＴＥＣＨＮＩＣＡＬＣＯＯＰＥＲＡＴＩＯＮ 

ＦＯＲ 

ＲＥＳＥＡＲＣＨＰＲＯＪＥＣＴＯＮＥＮＨＡＮＣＥＭＥＮＴＯＦＴＥＣＨＮＯＬＯＧＹＴＯＤＥＶＥＬＯｐ 

ＴＳＵＮＡＭI－ＲＥＳＩＬＩＥＮＴＣＯＭＭＵＮＩＴＹ 

TheJapaneseDetailedPIanningSurｖｅｙＴｂａｍ(hereinalterrefbrredtoas“theTEam")olganizedby 

JapanlnternationaICooperationAgency(hereinafterreferredtoas“JICA")visitedtheRepubIicofChile 

fiomAugust１６，２０１１ｔｏSeptember２，２０１１，fbrthepurposeofworkingouttbedetaiIsofthetechnicaI 

cooperationp｢ogramconcemingthePrqjectfbrEnhancementofTbchnoIogytoDeveIopTmnami-resilient 

Community(hereinafterreferredtoas"thePrqject,，)． 

DuringitsstayinChile,ｔｈｅＴＥａｍｅｘｃｈａｍｇｅｄｖｉｅｗｓａｎｄｈａｄａseriesofdiscussionswiththeChilean 

organizationsconcemedAsaresult，theTbamandtheChiIeanorganizationsconcemedagreedonthe 

matte庵refblTedtointhedocumentattacheｄｈｅ『eto．

2０１１ 

Ｍ凪ShigeyukiMatsumoto
Leader， 

DetaiIedP1anningSuweyTbam， 

JapanlntemationaICooperationAgency 
Japan 

鰯:H1鼎Ｉ！{ＩｉｌｉｉｌＵＷ零１
ｊＥｎｖ１ｒｏｎｍｅ８ＹｍｌＤｅ⑪２ 

PontificalCathoIicUniversityofChiIe 
TheRepublicofChiIe 

Witness 

、
ノ
ノ

ｒ
ｋ
ｌ
 必

ActingExecutiveDi『ecloB
InternationalCooperationAgency 
TheRepubIicofChile 

１ 

北吻
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AIT】dＬＣＨＥＤＤＯＣＵＭＥＮＴ

ＬＴＩＴＬＥＯＦＴＨＥＰＲＯＪＥＣＴ 

ＢｏｔｈｓｉｄｅｓａｃｋnowledgedthatthetitleofthePrqjectwiIlbe“ResearchPrqjectonEnhancementof 

mechnologytoDevelopTmnami-resilientCommunity，，． 

11.Ｒ｣ｄｍＯＮＡＬＥＯＦＴＨＥＰＲＯＪＥＣＴ 

Ｂｏｔｈｓｉｄｅｓａ画eedthatthepu｢poseofthePrqjectisthattechnologyandmeasu『esaredevelopedtoimp｢ove

communitiesandpeopIeinChile，ＪａｐａｎａｎｄａｃｒｏｓｓｔｈｅｗｏｒＩｄｔｏｂｅweII-preparedandresilientagainst 

tsunamis、ItisenvisagedthatsucI1technologyshouldbewideIyusedinChiIe,andalsodisseminatedand

appIiedespeciaIIytoneighboringcountriesfacingtheriskso「Ialge-magnitudeintem1ateearthquakesand

tsunamis､Inadditiolu,thePrqjectisexpectedtocontributetothedeveIopmentofcapacityasweIlasthe 

advanceofresearchfb『bothChileanandJapaneseresea『chinstitutesinvoIvedinthisP『qject．

TheＰ｢qjectaimsatadvancedresearch,sothattheresearchworkshaIIbemainIycoordinatedbyPontifical 

CatholicUniversityofChiIe(PUC).Inaddition,bothsidesag｢eedthatitwouldbeimpo爪anttoinvoIvenot

onIyresearchinstitutesanduniversitiesbutaIsoadministrativebodieswhichdirectIydeaIwithpractical 

countermeasuresagainsttsunamissuchasNationalOlYiceofEmergencyofthelnteriorMinist『ｙ(ONEMI)，

MinistryofPubIicWOrks（ＭＯＰ),andHydrographicandOceanographicServiceoftheChileanNavy 

(SHOA),inordertoputtheoutcomeoftheTesearchintopubIicpoIicyandpractice､TheChileansidewiIIbe 

coordinatedbyMORwhichisresponsiblefbradministmtivebodies,ａｎｄＰＵＣ,whichｉｓ『esponsibIefbrthe

researchciにles．

IILRECORDOFDlSCUSSIONS 

TheDraftRecordofDiscussions(hereinafterrefbrredtoas"R/､,，),whichstipulatesthebasicfiameworkof 

thePrqject,wiIlbefinaIizedandsignedbytherepresentativesoftheChiIeanorganizationsconcemedand 

theResidentRepresentativeofJICAChiIeOfYicebefbrcthecommencementoftheP｢qject・Bothsides

agreedontheDraftR/Ｄｓｈｏｗｎａｓｊｄｍ~ＴＡＣＨＭＥＮＴＩ． 

ＩＶＴＥＮＴ（TⅣEPLANOFOPERATION 

TheTbntativePIanofOpe『ationfbrthewhoIepe『iodofthePrqjectisshownasATIﾊCHMENTILThe

activitiesofthePrqiectaresubjecttomodif1cationswithinthescopeoftheR/DwithmutuaIconsultation 

whennecessityarisesinthecourseofimplementationofthePrqject． 

/の２ 

乳趣
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VPROJECTIMPLEMENT（ＴＩＯＮＡＲＲＡＮＧＥＭＥＮＴＯＦＴＨＥＣＨＩＬＥＡＮＰＡＲT 

LResponsibIefbrtheDi｢ectionandAdministTationofthePrqject 

MinishyofPubIicWOrks(ＭＯＰ） 

2.PrqiectManagingandScientincDirection 

PontiHcalCathoIicUniversityofChile(PUC） 

3.ChileanimpIementationstructure 

TheChiIeansidewiⅡdiscussanddefinethep『qjectimpIementatiollstructurebｙｔｈｅｔｉｍｅＲ/DwiIlbe

signedanditwillsubmititscopytotheJapaneseside・

ThisstructuremustincIudealIcolIaboratingorganizationsnotonlyuniversitiesbutalsopublicinstitutions， 

inordertocIariIi/itsroIe,responsibilitiesandcoordinationruleofthisstructure 

4.CoIlaboratingorganizations(tobeconsolidatedinthecourseoftheprqiectimplementation） 

UniversityofChiIe(UCh） 

PontincaICatholicUniversityofValparaiso（PUCV） 

UniversityofVaIparaiso（UV） 

CatholicUniversityoftheHoIyConception（UCSC） 

UniversityofConception(UdeC） 

FedericoSantaMariaTbchnicalUnive応itｙ(UTFSM）

HydrogTaphicandOceanographicSewiccoftheChiIeanNavy(SHOA） 

NationalOH1ceofEmergencyofthelnteriorMinistIy(ONEMI） 

NationalHydTauIiclnstitute(INH） 

MunicipalitiesororganizationsoftheprqjectstudyaleasthataremutuaIlyagreeduponnecessarybetwcen 

ChiIeanandJapaneseprqjectimpIementingorganizations 

ＶＬＣＯＯＰＥＲＡＴＩＯＮＰＥＲＩＯＤＯＦＴＨＥＰＲＯＪＥＣT 

Thccooperationpc｢iodofthePTqiectwiIIbeapp｢oximateIyfbur(4)yearsfTomthedateofarrivaIofthefi応t

JICAexpertinChiIeuntiIMa｢ｃｈ２０１６． 

VILOTHERS 

LScienceandTもchnologyResearchParmershipfbrSustainabIeDevelopment(SATREPS）

BothsidesconfirmedthatthePrqjectisimplementedunderthe‘ScienceandTbchnologyResearch 

PartnershipfbrSustainabIeDevelopment*，ｐｒｏｍｏｔｅｄｂｙＪｌＣＡａｎｄＪａｐａｎＳｃｉｅｎｃｅａmdTEchnologyAgency 

(JST)incollaboration 

JICAwilltakenecessarymeasuresfbrthetechnicaIcooperationsuchasdispatchofJapaneseexperts， 

′ ３ 

、
上剛
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provisionofequipmentandtrainingofpersonnel,andothersuppo｢tsreIatedtothePrqjectinChile・JSTwilI

supporttheJapaneseresearchinstitutes/rcsearchersfbrthep『qjectactivitiesinJapan．

*，ScienceandTとchnologyResea｢chPartnershipfbrSustainableDevelopment，aimstodeveIopnew

technoIogyanditsappIications化rtacklingglobalissues，andaIsoaimsatcapacitydevelopmentof

researche応andresearchinstitutesinbothcountries，andtheresultshouldcontributetoｔｈｅｐｕｂｌｉｃ

initiative． 

ZMemorandumofUnderstandingbetweenJapaneseandChileanPrqjectlmpIementinglnstitutions 

BothsidesagreedthattherepresentativeinstitutcsofJapaneseandChileansidesshouIdreachanagreement 

toexecutethecolIaborativeresearchinaccordancewiththeMasterPlanofthePrqject・Theagreeddocument

(e､gCoIIaborativeResearchAgreement)shouldcontainthefbⅡowingitems； 

apbjectiveandPlan 

b､Implementation 

c・ConfidentiaIityandlnteIlectuaIPropertyRights

d､AccesstoGeneticResources 

e･Publication 

fDisputeResolution 

９.DurationoftheAgreement 

h､CompliancewithLawsandReguIations 

＊*Theitemsdescribedonthedocumentaresubjecttochangeaccordingtothecontentsortheresearch 

MOPinsistedthatdisseminationof｢esultsanduseofinfbrmationgeneratedfiPomthePrqjcctwouIdneedto 

beauowedbyMORMOPrequestedthatitshouldbeconsideredaspartwhenconcludingtheMemorandum 

ofUnderstanding． 

3.Selectionoftheprqiectstudyareas 

Bothsidesagreedthattheprqjectstudyarea,wherep『qjectactivitiesareundertaken,wiIlbediscussedand

determinedaftertheinitiationoftheP｢qject、

ThecandidatearcasfbrtheprqjectstudyareArica,Iquique,MQiilIonesandAntofhlgasta・

Inaddition,thecandidateareasfbrextractingIessonsIearnedandvalidatingmathematica］modelsarethe 

damagedareasoftheearthquakeandtsunamiin2010suchasConstitucion，Dichato,TnIcahuanoandJuam 

Femandez,amdthedamagedareasoftheearthquakeandtsunamiin201IinJapan． 

4.DispatchofIong-termJapameseexperts 

TheTEamexplainedthatJICAwoulddispatchaIong-termexpeITonapplicationmethodolo 

４ 

rｔｓａｎｄ 

’ 
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barborsafteradisaste『underthePrqject・TheChileansideag｢eedtoprovideofflcespaceandcounte『ｐａｒｔ

ｆｉｏｍＭＯＰａｎｄｌＮＨ,ifnecessaIy、

TheteamalsoexplainedthatJICAwouIddispatchaprqjectcoordinator､TheChiIeansideagreedtoprovidc 

offlcespaceandcounterpaItfiromPontificalCatholicUniversityofChile． 

5.ParticipationofSHOA 

TheHydrographicandOceanographicSewiceoftheChiIeanNavy（SHOA）playsimportantrolein 

countenneasu｢esagainsttsunamisinChiIe,sothatitsparticipationisincvitabIeSinceSHOAisasectionof 

theNavyltheJapanesesideexpIaineditspolicybasedon“theOIYiciaIDevelopmcntAssistance(ODA） 

Charte『，，issuedbytheJapaneseGovemmentasfblIows：

(')AnyuseofODAfb｢militarypurposesorfbraggravationofinternationaIconflictsshouldbeavoided,and 

(2)AIlcounterpartsandtraineesinthePrqjectshouIdbecMIian・

TheChiIeansideunde｢stoodit． 

6.KnowIedgesharimgwithneighboringcountries 

TheChileansideproposedtoinviteneighbouringcountriｅｓｓｕｃｈａｓＰｅｒｕ,EcuadorandCoIombia,whichare 

Ihcingtsunamirisk,toseminarsofthePrqiect・TheTbamagreedwiththeidea,TheTbamaIsointroducedthe

SATREPSprqiectinPeru“thePrqiectfbrEnhancementofEarthquakeandTmnamiDisasterMitigation 

Technology,,’ｗｈｉｃｈｈａｄｓｔａｒｔｅｄｉｎ２０１０ｕｎｄｅｒｔｈｅcoIlaborationwithJapan-PeruCenterfbrEarthquake 

EngineeTingandDisastcTMitigation(CISMID),andproposedtoshareknowIedgebetweenthetwoprqjects． 

7.ReseaTchexpensestobebomebytheChileanside 

TheChileansideagreedthatlocaIresearchgroupswithsuppo｢ｔｏｆＭＯＥＯＮＥＭＩａｎｄＳＨＯＡｗｉＩＩｓｕｂｍｉｔ 

ｐｒoposaIstoChileanfilndingagenciesinordertosuppIementtheresearchbudgetandlnrtherdefineprqject 

activitiesandoutcomes・TheseproposalswillbefilⅡyalignedwiththeprqjectobiectives､TheJapaneseside

wilIendorsethesep｢oposaIs,byalIowingactivitiesoftheprqjecttobeincIudedaspartofsaidp『oposals．

ＡＴｎｄＬＣＨＭＥＮＴＩ 

ＡＴｎ４ＣＨＭＥＮＴＩＩ 

ＡｆｌＴＡＣＨＭＥＮＴＩＩＩ 

ＡＴＩ】ｄＬＣＨＭＥＮＴⅣ

DrafiReco『dofDiscussions

TEntativeP1anofOperation 

PrqjectDesignMatrix 

TmtativeListofResearchGroupMember 

〆５ 

入“ 
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ＡＴｍＡＣＨＭＥＮＴＩ 

ＤＲＡＦＴ 

ＲＥＣＯＲＤＯＦＤＩＳＣＵＳＳＩＯＮＳ 

ＢＥＴＷＥＥＮ 

ＴＨＥＪＡＰＡＮＩＮＴＥＲＮ八ＴＩＯＮＡＬＣＯＯＰＥＲｊｍｌＯＮＡＧＥＮＣＹ
ＡＮＤ 

ＴＨＥＡＵＴＨＯＲＩＴＩＥＳＣＯＮＣＥＲＮＥＤＯＦＴＨＥＲＥＰＵＢＬＩＣＯＦＣＨＩＹＥ 
ＯＮ 

ＪＡＰＡＮＥＳＥＴＥＣＨＮＩＣＡＬＣＯＯＰＥＩＵｍｌＯＮ 

ＦＯＲ 

ＴＨＥＲＥＳＥＡＲＣＨＰＲＯＪＥＣＴＯＮＥＮＨＡＮＣＥＭＥＮＴＯＦＴＥＣＨＮＯＬＯＧＹＴＯＤＥＶＥＬＯＰ 

ＴＳＵＮＡＭＩ－ＲＥＳＩＬＩＥＮＴＣＯＭＭＵＮＩＴＹ 

TheJapanlntemationaICooperationAgency(hereinalter1℃fbrredtoas“JICA，，)exchangedviewsand 
hadaseriesofdiscussionsthroughJICAChileOfYicewiththeChiIeanolganizationsconcemedwithrespecttothe 
detailsｏｆ“ResearchPIQjectonEnhancementofmechnologytoDevelopTmnami-態silientCommunity”
(he『einafterrefb汀edtoas"thePrqiect")andtodesirablemeasurestobetakenbyJICAandtheChileanpartfbI・
thesuccessfmIimplementationoftheabove-mentionedPrqjecL 

AsaresuItofthediscussions，andinaccoIdancewiththep｢ovisionsofthe``AgrcementonTEchnical 
CooperationbetweentheGovemmentoftheRepublicofChileandtheGovemmentofJapan，，signedinSantiago， 
ＣｈｉＩｅｏｎＪｕｌｙ２８ｈ，１９７８（he泥inaIterrefbrTcdtoas``theAgreement"),JICAandtheChileanorganizations
concemedagreedonthematte庵refbrredtointhedocumentattachedhe｢eto．

DoneinduplicateinEngIisbandSpanishIanguages，eachtextisequaIIyauthentic･Ｉｎｃａｓｅｏｆａｎｙ 
ｄｉｖｅ堰enceofinterpretation,theEngIisbtextshaIlprevail．

Santiago,ＸＸＸＸＸＸＸｔｈ,２０１１ 

Ｍ『・AkiraNAGAMACHI

ResidentRepTesentative 
ChileOfT1ce 

JapanlntemationalCooperationAgency 
Japan 

MinistIyofPubIicWbrks 

TheRepubIicofChiIe 

PontificalCatholicUniversityofChiIe 
TheRepublicofChile 

Witness 

ExecutiveDi｢ecto「

IntemationaICooperationAgency 
TheRepubIicofChile 

６ 

人妙
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ＴＨＥＡＴｍ４ＣＨＥＤＤＯＣＵＭＥＮＴ 

ＬＣＯＯＰＥＲＡＴＩＯＮＢＥＴＷＥＥＮＪＩＣＡＡＮＤＴＨＥＣIＴｍＥＡＮｐＡＲｒ 

1．TheRepublicofChiIe(hereinaherre化rredtoas"Chile")willimpIementthePrqjectimcooperationwith
JICA． 

2．ThePlQjectwiⅡbeimpIementedinaccordancewiththeMasterP1an｢efbrTCdtoinAnnexL 

IＬＭＥＡＳＵＲＥＳＴＯＢＥｍＡＫＥＮＢＹＪＩＣＡ 

InaccordancewiththelawsandreguＩａｔｉｏｎｓｉｎｆｂｒｃｅｉｎＪａｐａｎａｎｄｔｈｅｐｍｖisionsofAmclellofthe 
AgreementlＪＩＣＡ,astheexecutingagencyfbrtechnicalcooperationbyJapan,wilItake,atitsownexpense 
andinaccordancetothenormalproceduresofitstechnicaIcoopemationscheme,thefbIlowingmeasures： 

ＬＤＩSPA1℃ＨＯＦＪＡＰＡＮＥＳＥＥＸＰＥＲＴＳ 

ＪＩＣＡｗｉＩＩｐ｢ovidetheservicesoftheJICAexpensasIistedinAnnexILTheprovisiｏｎｓｏｆＡ｢ticleV,Ｖ１， 
ＶⅡ,andVIIIoftheAg妃ementwiIlbeappliedtotheabove-mentionedexpe｢ts．

aPROVISIONOFMACHINERYANDEQUlPMENT 

JICAwiIlprovidesuchmachineIy，equipmentandothermaterials 
Equipment")necessaIyfbrtheimplementationorthePrOjectaslisted 
ArticlelXoftheAgreementwilIbeappIiedtotheEquipment． 

(hereinafterreferTedtoas‘`the 

inAnnexllLTheprovisionof 

3．ＴＲＡＩＮＩＮＯＯＦＣＨＩＬＥＡＮＰＥＲＳＯＮＮＥＬＩＮｊＡPAN 

JICAwilIreceivetheChileanpersonnelconnectedwiththePrOiectlbrtechnicaltraininginJapan． 

IⅢ．ＭＥＡＳＵＲＨａＳＴＯＢＥｎＡＫＥＮＢＹＣＨｎＥ 

Ｉ・Chilewilltakenecessalymeasurestoensu雁thattheselfE『diantopemtionoftheP『qjectwiIIbesustained
duringandahertheperiodofJapanesetechnicalcoopemion,thToughfilIlandactiveinvolvementinthe 
PTqiectbyallrelatedautborities,beneHciaIO/groupsandinstitutions． 

ChilewiIIensurethatthetechnoIogiesandknowledgeacquiredbytheChileannationaIsasaresuItofthe 
JapanesetechnicalcooperationwillcontTibutetotheeconomicandsociaIdeveIopmentofChile． 

2． 

InaccordancewiththeprovisionsoｆＡｒｔｉｃｌｅＶａｎｄＶＩｏｆｔｈｅＡｇｒ己ement,ChilewilIgrant，withinits
territorylprivileges，ｅxemptionsandbenefitstotheJICAexpertsrcfbITedtoinll-labove，andtheir 
mmiIies． 

３． 

lnacco｢dancewiththeprovisionsofArticlelXoftheAgTeement,theChiIeanpartwilltakethemeasures 
necessarytoreceiveandusetheEquipmentprovidedbyJICAunderII-2aboveandequipment， 
machineryandmateriaIscarTiedinbytheJapaneseexpertsreferredtoinll-labove． 

４． 

ChilewilltakenecessalymeasurestoensurethattheknowledgeandexperienceacquiredbytheChilean 
pe店on､eIfmmlechnicaltrainingmJapanwiⅡbeutiIizedeHbctivelyintheimpIementationofthe
Prqject． 

５． 

6． InaccordancewiththeprovisionofArticleVoftheAgreement,ChilewillpTovidetheservicesofChilean 
counterpartpersonneIandadministrativepersonneIasIistedinAnnexllL 

7．Ｉｎａｃｃｏ｢dancewiththeprovisionofArticIｅＶｏｆｔｈｅＡｇ『eement，ChilewilIprovidethebuildingsand
fncilitiesaslistedinAmexVB 

lnaccordancewiththelawsandregulationsinfbrceinChile，theChileanpartwiI1taken（ 
measurestosupplyorrepIaceatitsownexpensemachineryiequipment，instruments，vehicIeI 
spaIcpansandanyothermaterialsnecessaryfbrtheimplementationofthePrOiectothert 

７ 

8． takenecessaIy 
vehicIes，tooIs， 

” 

為” 
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EquipmentprovidedbyJICAunderll-2above． 

Inaccordancewiththelawsand「eguIationsinfb｢ceinChile，theChiIeanpartwilItakenecessary
measurestomeettherunningexpensesnecessa｢yfb｢theimplementationofthePmject． 

，． 

IＶＡＤＭＩＮＩＳＴＲＡＴＩＯＮＯＦＴＨＥＰＲＯＪＥＣＴ 

Directo「ofHarbourEngineeringDepartment，MinistryofPublicWOrks（hereinafierrelb｢Ｔｅｄｔｏ
ａｓ”MOP")，asthePrQjectDirecto囚ｗｉｌ］bearoveraIlresponsibiIityfbrtheadministrationand
implementationofthePrqiect． 

】．

、ⅨRodrigoCienfilegos,PontincalCatholicUniversityofChiIe(hereinafierrefbrredtoas，，PUC"),asthe
PrqjectManagenwiIlberesponsibIefbrthemanageriaIandtechnicalmatte『softhePrOjecL

２． 

TheJapaneseChiefAdvisorwillp｢ovidenecessaJyrecommendationsandadvicetothePmjectDirecto「
andthePrqjectMamageronanymatterspertainingtotheimpIementationofthePrqiecL 

３． 

TheJICAexpertswillgivenecessaHytechnicaIguidanceandadvicetotheChiIeancounterpartpe応onneI
ontechnicaImatte応pertainingtotheimplementationofthePrqject．

４． 

Fo「theeHbctiveandsuccessfhlimplementationoftechnicaIcooperationfbrthePrqiect,aJoint
CoordinatingCommitteewilIbeestablishedwhosefUnctionsandcompositionaredescTibedinＡｎｎｅｘＶＬ 

５， 

ＭＪＯＩＮＴＥＭＡＬＵ（TIＯＮ 

EvaIuationofthePmiectwillbeconductedjointlybyJICAandtheChileanorganizationsconcemed,atthe 
middleifnecessary，ａｎｄｄｕｒｉｎｇｔｈｅ］astsixmonthsofthecooperationterminordertoexaminethe 
achievements． 

Ⅵ．ＣＬＡＩＭＳＡＧＡＩＮＳＴｍＣＡＥＸＰＥＲＴＳ 

InaccordancewiththeprovisionofArticIeVlloftheAgreement,ChileundertakestobearcIaims，ifany 
aTises,againsttheJICAexpertsengagedintechnicalcooperationfbrthePrqiectresultingfiom,occurringin 
thecou応eof;orotherwiseconnectedwiththedischargeoftheiromciaIfimctionsi、ChileexceptIbrthose
arisingfioｍｔｈｅｗｉⅡfUImisconductorgrossnegligenceoftheJICAexperts． 

ｗＬＭＵＴＵＡＬＣＯＮＳＵＩＪＴＡＴＩＯＮ 

The妃wiIIbemutuaIconsuItationbetweeｎＪＩＣＡａｎｄＣｈｉｌｅｏｎａｎｙｍａｊｏｒｉｓｓｕｅｓａrisingfrom,orin
connectionwiththisAttachedDocument． 

Ｖ111．ＭＥＡＳＵＲＥＳＴＯＰＲＯＭＯＴＥＵＮＤＥＲＳＴ汎ＮＤＩＮＧＯＦＡＮＤＳＵＰＰＯＲＴＦＯＲＴＨＥＰＲＯＪＥＣＴ

FoTthepumoseofpromotingsupportIbrthePrqjectamongitspeopIe,ChilewiIltakeappropriatemeasurCs 
tomakethePrqjectwidelyknownamongitspeopIe． 

Iｘ･ＴＥＲＭＯＦＣＯＯＰＥＲＡｒｌＯＮ 

ThedurationofthetechnicaIcooperationfbrtheP｢Qiectunde｢thisAttachedDocumentwilIbefiomthedate 

ofar『ivaIoftheh『stJICAexpeItinChiIetoMarch2016．

／ ' ８ 

④ 北悴
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ＡＮＮＥＸＩ 

ＡＮＮＥＸＩＩ 

ＡＮＮＥＸＩＩＩ 

ＡＮＮＥＸＩＶ 

ＡＮＮＥＸＶ 

ＡＮＮＥＸＶＩ 

ＭＡＳＴＥＲＰＬＡＮ 

ＬＩＳＴＯＦＪＩＣＡＥＸＰＥＲＴＳ 

ＬＩＳTOFMACHlNERYANDEQUIPMENT 

LISTOFＣＨＩＬＥＡＮＣＯＵＮＴＥＲＰＡＲＴＡＮＤＡＤＭＩＮＩＳＴＲAＴＩＶＥＰＥＲＳＯＮＮＥＬ 

ＬＩＳＴＯＦＢＵＩＬＤＩＮＧＳＡＮＤＦＡＣＩＬＩＴＩＥＳ 

ＪＯIＮＴＣＯＯＲＤＩＮＪｄｍＮＧＣＯＭＭＩＴＴＥＥ 

〃
９ 

北略
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ＡＮＮＥＸＩ 

ＭＡＳＴＥＲＰＬＡＮ 

ＯＦ 

ＲＥＳＥＡＲＣＨＰＲＯＪＥＯＴ 

ＯＮ 

ＥＮＨＡＮＣＥＮｍＮＴＯＦＴＥＣＨＮＯＬＯＧＹＴＯＤＥＶＥＬＯＰＴＳＵＮＡＭＩ･RESIuENTCOBmVIUNITY 

ＰＲＯＪＥＣＴＰＵＲＰＯＳＥ 

ＴｂｃｈｍｏＩｏｇｉｅｓａｎｄmeasuTesaredeveIopedtoimp｢ovecommunitiesandpeopleinChile,Japanandacross 
theworldtobeweIl-preparedandresilientagainsttsunamis． 

OUTPUTS 

LMathematicaIsimuIationmodeIsaredeveloped/improvedtoestimatetsunamidamage、
２.Tmnamidisasterestimationandmitigationmeasuresareproposed． 
］Precisetsunamiwamingmethodisproposed, 
４.Aprogramisp｢oposedtoc『eatewelIpreparedandresiIientpeopIeandcommunity．

ACTIVITUES 

l-1Databasesondisastersbythe2010Chileanea｢thquaketsunamiamd20llJapaneseearthquaketsunami 
areconstTuctedtounderstandandestimatetsunamidisastersbypossibIetsunamisinthefUture・

l-2MathematicaIsimuIationmodelsaredevelopedandimp『ovedtoestimatetsunamidamageaccurately
l-31mpactsoftsunamisareevaIuatedtoimpTovepIanninganddesi8mmethodsfbrtsunami-disaste「

mitigationstructuresinviewofthedisastersbythe2010Chileamearthquaketsunamiand2011 
Japaneseearthquaketsunami 

2-lDamageintheprqjectstudyareaisestimatedfbrpossibIetsunamisgeneratedofTthecoastiuuChilein 
thefiuture 

2-2AguidelinefbrtsunamidisasterestimationisdeveIopedinChiIe,basedonmathematicaIsimuIations 
onpossibIetsunamisgenemtedofTthecoastinChiIeinthefUture 

2-3TsunamidamageinJapanisestimated，basedonmathematicaIsimuIationsonpossibletsunamis 
generatedofTthecoastinChiIeinthefi｣tu｢e・

Z-4TsunamidisastermitigationmeasuresaredeveIopedandimprovedinaccordancewithtsunamidisaster 
scenariosinChiIeandJapanobtained． 

3-lPrecisetsunamipredictionmethodisdeveloped，incorporatingdataofseismometersandoffbholC 
tslmami-meters、

3-2AmethodtodisseminatetsunamiinfbnnationisdeveIopedinChiIewiththeuseofJapanese 
experiencesasrefbrences． 

4-1AprogramisdeveIopedtocreateweIIpreparedand『esiIientpeopIeagaimsttsunamis,andIeadersarc
fbsteredfb｢tsunamidisastermitigatiominChiＩＣ、

4-2AmethodtoutilizeportsandharborsinarescuephaseaIteratsunamidisasterisdeveIopedwithuse 
ofJapaneseexperiemcesasrefbrences． 

4-3AplanningmethodfbrlocaIgovemmentsystemtobefilnctionaIafteratsunamidisasteris 
investigated． 

’ 

1０ 

上岬
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ＡＮＮＥＸＩＩ 

ＬＩＳＴＯＦＪＩＣＡＥＸＰＥＲＴＳ 

FieldsofexpertisetobecoveredbyJICAexpertsareasfbllows： 

Chiefadvisor 

Prqjectcoordinator 

MathematicalsimuIationmodelingontsunami 

Structuraltestingandanalysis 

Desi8mcodeofstructures 

EconomicIossesbytsunamidisasters 

Tmnamipropagationandinundation 

Tmnamiwamingsystem 

Disastermitigationplan 

Educationanddisseminationfbrdisastermitigation 

Applicationmethodologyofportsandharborsahe『adisaster

Businesscontinuityp1an 

SeismoIogy 

OtherfieldsthataremutuaI1yagreeduponasnecessalybetweenbothChiIeanandJapaneseprcUect 

￣ 

￣ 

impIementingorganizations 

上必'１ Ｚ 
1１ 
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ＡＮＮＥＸＩＩＩ 

LＩＳＴＯＦＭＡＣＨＩＮＥＲＹＡＮＤＥＱＵＩＰＭＥＮＴ 

LEquipmentfbrsimulationanddataanaIysis 

2・OtherequipmentmutuallyagreeduponasnecessaIyfbrtheimplementationofthePrqject

恥 ′ 

" 1２ 
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ＡＮＮＥＸＩＶ 

ＬＩＳＴＯＦＣＨＩＬＥＡＮＣＯＵＮＴＥＲＰＡＲＴＡＮＤＡＤＭIＮＩＳＴＲＡＴＩＶＥＰＥＲＳＯＮＮＥＬ 

LPrqjectDirector 

DirectorofHarbourEngineeringDepartment,Minist｢yofPubIicWOrks(ＭＯＰ） 

2．PrqiectManage「

Ｄｒ・RodrigoCienfUegos，HydrauIicandEnvironmentaIEngineeringDepaTtment，pontificalCathoIic

UniversityofChile(PUC） 

3．Counterpartpc『sonneI

ParticipatingresearchersandofTiciaIsofChileanorganizationsthatalcIistedbeIow： 

MinistryofPubIicWO｢ks(ＭＯＰ） 

PontincalCatholicUnivemsityo｢ChiIe(PUC） 

UniversityofChiIe(UCh） 

PontihcaICatholicUniversityofVaIparaiso（PUCV） 

UniversityofVaIpa『aiso（ＵＶ）

CatholicUniversityoftheHolyConception（UCSC） 

UniversityofConception(UdeC） 

FedericoSantaMariaTbchnicaIUmiversity(UTFSM） 

HydrographicandOceanographicServiccoftheChileanNavy(SHOA） 

NationalOfYiceofEmergencyofthelnterioTMinistTy(ONEMI） 

NatiomalHydrauliclnstitute(INH） 

MunicipalitiesororganizationsoftheprqjectstudyareathataremutuaIIyagreeduponnecessalybetween 

ChiIeanandJapaneseprqiectimpIementingorganizations 

〃
あ １３ 
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ＡＮＮＥＸＶ 

ＬＩＳＴＯＦＢＵＩＬＤＩＮＧＡＮＤｎ４ＣＵＬＩＴＩＥＳ 

1.0筋cespace,filmitulB,fhcilitiesofcommunication,internetconnectionandpublicutil

roomsnecessalyfbrJICAexpertstoundertakeprqjectactMties 

2Spacefbrtheinstallationofequipment 

3・OtherfaciIitiesmutuallyaglCeduponasnecessaryfbrtheimpIementationofthePrqject

internetconnectionandpublicutilities,ａｎｄmeeting 

1４ 
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ＡＮＮＥＸＶＩ 

JＯＩＮＴＣＯＯＲＤＩＮＡＴＩＮＧＣＯＭＭＩＴＴＥＥ 

LFunctions 

TheJointCoordinatingCommittee(bereinafterre化ｒＴｅｄｔｏａｓ“JCC")ｗｉｌＩｂｅｏ唱anizedandmeetatIeast

onceayea｢andwhenevernecessityarises,inorde｢tofUIfillthefbⅡowingfimctions； 

(1)TbapprovetheannualworkplanofthePrqject 

(2)TbreviewtheprogTessoftheannualworkplan 

(3)TbreviewandexchangeopinionsonmajorissuesthatmayariseduringtheimpIementationofthePrqject 

(4)Tbdiscussanyotherissue(s)pertinenttothesmoothimplementationofthePrqiect 

2.Compusition 

Chileanside： 

PmjectDirector(ChairpersonoftheJCC） 

PmjectManage『

RCP｢esentativeofChiIeanInternationalCooperationAgency(AGCI） 

RepresentativeofChiIeancoⅡaboratimgorganizationsdefinediｎＡＮＮＥＸＩＶ 

Japaneseside： 

JICAExperts 

RepresentativeofJICAChiIeOlYice 

JICAstudyteammembers 

Note:Representative(s)oftheEmbassyofJapan,andJapanScienceandTEcbnoIogyAgency(JST)may 

participateintheJCCasobseＷＣＴ(s)． 

' 
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(ProvisiomlI)TmtativeListofRese…hGroupMembers 

〕eｖｅｌｏｎｍｅｎｔＴ DｄＥｒｏｕＤ（ｒｅｓＤｏｎｓｎｂｌｅｆＯｒＯｕｔⅥ 

｡ｕ、ＩｒｅＲｎｏｎ負iｈｌｅｆｎＴＯｕｍ

Dｕｎ（rｅｓｎｏｎｓｉｈｌｅｔｂｒ（)ｕｔＴ 

写

Chlleans1de JaDaneseside 

1.DevelopmentoftsunamidisasterestimationmethodprouD(res 〕onsiblefbrOutputl）

DrRodri2oCienfilegos(PUC） 

ｍｍｍｍｍｍｍ雌雌雌雌雌雌雌雌
GonzaloYafiez(PUC） 
ChristianLedezma(PUC） 
CristianEscauriaza(PUC） 
MarceloLagos(PUC） 
PatricioCatalan(UTFSM） 
EIiasOvalle(UdeC） 
RobertoRiquelme(UdeC） 
MauricioReyes(UV） 
PatricioWinckler(UV） 
RafaelAranguiz(UCSC） 
MauricioVillagran(UCSC） 
JuanGonzalez(SHOA） 
RodrigoFilippipOP） 
LuisZamorano(INH） 
EduardoMesina(ＭＯＰ） 

、ⅨIakashjlbmita(PARI〕
DrKqjiFujima(NDA） 
Dr､Fumihikolmamura(TbhokuUniv.） 
DnNorimiMizutani(NagoyaUniv.） 
､r・KentaroKumagai(NILIM）
DHmroArikawa(PARI） 
DnYeomGyeong-seon(PARI） 

zTmnamidisasterestimateandcountermeasu1℃sdevelopmentgroup(responsiblefbrOutput2） 
DEPatricioCatalan(UTFSM） 

､r・MarcoCistemas(PUCV）
ＭＳＣ､CeciliaZelaya(SHOA） 
MmRafhelAranguiz(UCSC） 
､ⅢRodrigoCienfilegos(PUC） 
､凪GonzaloYafiez(PUC）
Dra､EdiliaJaque(UdeC） 
ＭⅢEduardoMesina(DOP） 
MmJuanGonzalez(SHOA） 
MrLuisZamorano(INH） 
Ｍｓ・CarolinaAcevedo(MOP）
ＭｎＰａｂｌｏＰｏｚｏ(INH） 

DKTbmoyukiTnkahashl(KansaiUniv.） 
､瓜SyunichiKoshimura(TbhokuUniv.）
､凪KenjiHarada(ShizuokaUniv.）
D砿YbshmoriShigihara(NDA）
D肢Kentarolmai(TbhokuUniv.）
Ｄ肛YbshihiroOkumura(DRI）
､ⅢDaisukeTntsumi(PARI） 

3.ImprovementofEarlyTmnamiWamingSystemgroup(responsiblefbrOutput3） 

ＭＳＣ,CeciliaZelaVa(ＳＨＯＡ） 
DrPatricioCataldn(UTFSM） 
DRSergioBalTientos(UCh） 
DmJaimcCampos(UCh） 
MrCristianTbrTes(ONEMI） 
MIBCamiloGrez(ONEMI） 
DIbKlausBataille(UdeC） 
DⅢAndr6snssara(UdeC） 
DKJuanCarlosBaez(UdeC） 
MrEduardoMesina(MOP） 
MrLuisZamorano(INH） 
MnArielGrandon(ＭＯＰ） 

DnYOshiyukiKaneda(JAMSTEC） 
､ⅢTbshitakaBaba(JAMSTEC） 
Ｄｒ､YUtakaHayashi(MRI） 
DnHiroakiTmshima(MRI） 
、凪AkioKatsumata(MRI）
DnYasuhiroYOshida(MRI） 
､凪ShigekiAoki(MRI）
､凪KqjiKawaguchi(PARI）

4.Developmentofprogramfbrcreationofwell-educatedcitizensandresilientlocalcommunities 
group(responsiblefbrOutput4） 

DrSamuelHormazabal(UdeC） 
DnMatthewMiller(UdeC） 
DrkJorgeQuezada(UdeC） 
ＭＳＣ､OscarCifnentes(UdeC） 
DmEdgardoVega(UdeC） 
DnArturoBelmonte(UdeC） 
Ｍ【;MauricioReyes(UV）
ＭＳＣ・CeciliaZelaya(SHOA）
MnCristianTbITes(ＯＮEMI） 

Ｄｒ､FusanoriMiura(YamaguchiUniversity） 
DIYIbshitakaKatada(GunmaUniv.） 
Ｄｒ､MasanobuKanai(GunmaUniv.） 
DnSusumuNakano(TbkushimaUniv.） 
Tbbedetermined(MLIT） 

入

2０ 
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]te2PeTRT 

ＤＲＩ:DisasterReductionandHumanRenovationlnstitute 

JAMSTEC:JapanAgencyfbrMarine-EarthScienceandTbchnology 
NDA:NationalDefenseAcademy 

lNH:NationalHydrauliclnstimte 

NILIM:NationallnstimtefbrLandandlnfiastructureManagement 
MLIT:MinistryofLand,Infrastructure,TYansportationandTburism 
MOP:MinistryofPublicWOrks 

MRI:MeteorologicalResearchlnstitute,JapanMeteorologicalAgency 
ONEMI:NationalOfTiceofEmergencyofthelnteriorMinistry 
UCh:UniversityofChile 

UCSCUmversityoftheHolyConception 

UdeCUniversityofConception 
UTFSM:FedericoSantaMariaTbclmicalUniversity 
UV:UniversityofValparaiso 

PARI:PortandAirportResearchlnstitute 
PUCPontificalCatholicUniversiｔｙｏｆＣｈｉｌｅ 
ＰＵＣＶ:PontificalCatholicUniversityofValparaiso 
SHOA:Hydro図aphicandOceanographicServiceoftheChileanNavy

2１ 

上吟 '、

MrbAntoniaBordas(DOP） 
DnMarceloLagos(PUC） 
､凪MalcoCistemas(PUCV）
MmLuisZamorano(INH） 
MmEduardoMesina(ＭＯＰ） 

Note:lJersonsw1thunderllnearegroupleaders・lhosewhoaremutuallyagreeduponnecessary
betweenChileanandJapaneseresearchgroupmemberscanbeincludedinthemiddleoftheprqjecL 
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ＭＩＮｕｎｋＤＥＬＡＲＥｕＮＩＯＮ 

ＥＮＴＲＥ 

ＥＬＥＱｕＩＰｏJAPoNEsDEEsTuDIoDEPLANIFIcAcIOＮＤＥｎＬＬＬＡＤＡ 

Ｙ 

ＬＡＳＯＲＧＡＮＩＺＡＣＩＯＮＥＳＣＵ、ＬＥＮＡＳＩＮＶＯＬＵＣＲＡＤＡＳ

ＥＮＬＡ 

Ｆ Ｐ 

ＣＯＯＰＥＲＡＣＩＯＮＴＥＣＮＩＣＡＪＡＰＯＮＥＳＡ 

ＰＡＲＡＥＬ 

ＰＲｏYEcToDEINvEsTIGAcIONDEMEJoRAMIＥＮＴｏＴＥｃＮｏＬＯＧＩｃｏＰＡＲＡＥＬ 

ＤＥＳＡＲＲＯＬＬＯＤＥ 

ＵＮＡＣＯＭＵＮＵＤＡＤＣＯＮＲＥＳＩＬＩＥＮＣＩＡＡＴＳＵＮＡＭＩ 

EIEquipoJaponesdeEsmdiodePIanificaci6nDetaIlada（refbridodeaquiemadelantecomo“E1 

Equipo，,)organizadoporIaAgenciadeCooperaci6nlntcmacionaIdelJap6n(refbridodeaquienadelante 

como"JICA，，)visit6laReptiblicadeChiledesdeell6deagostode2011hastael2dcseptiembrede2011， 

coneIp｢op6sitodetrabaiarenlosdetalIesdelprogramadecooperaci6nt6cnicarelacionadoconelProyecto 

delnvestigaci6ndeMGjoramiento泥cnoI6gicoparaelDesarroIlodeunaComunidadconResilienciaa

Tmnami(Tefbridodeaquienadelantecomo"E1Proyecto，，)． 

DurantesuestadiaenChile,eIEquipointercambi6puntosdevistaytuvounaseriedediscusionescon 

lasorganizacioneschiIenasinvoIuc｢adas・ComoresuItado，elEquipoylasorganizacioneschiIenas

involucr2d2senlasmaterias｢efbridaseneIdocumen 

2011 

蒜
7--7;l17jlj鹿述

SmShigeyukiMArSUMOTO 
LideT 

EquipodeEstudiodePIanihcaci6nDetalIada 

AgenciadeCooperaci6nlnternacionaldelJap6n 

Jap6n 

０ 

胡’

DepartamentodelngenierlaHidraulica 

yAmbiental 
PontificiaUniveTsidadCat61icadeChile 

,g`， ZＺ２ 
/皀孑Tbstigo 盃

DirectoraEjecutiva(S） 

AgenciadeCooperaci6nlnternaciona］ 

RepIhbIicadeChile 

１ 
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ＤＯＣＵＭＥＮＴＯＡＮＥＸＯ 

ＬＴＩＴＵＬＯＤＥＬＰＲＯＹＥＣTO 

AmbaspartesaceptanquecItitulodelProycctose『ａ“Proyectodelnvestigaci6ndeMejoramiento

Tbcnol6gicoparaelDesarroIlodeunaComunidadconResilienｃｉａａＴｍｎａｍｉ，， 

IＬＯＢＪＥＴＩＶＯＤＥＬＰＲＯＹＥＣＴＯ 

Ambaspartesacordarollqueelprop6sitodeIProyectoesquelastecnoIogiasymedidasserandesaiTolIadas 

parabeneficiaraIascomunidadesylaspersonasdeChiIe,Jap6nyalrededordelmundo,deestamanemestar 

bienpreparadosyconresiIienciaalostsunami・Estiip『evistoquetalestecnologiasdeberianserampIiamente

usadasenChiIe,ytambiendifimdidasyapIicadasespecialmemteapaisesvecinosqueenffentenlosriesgos 

detelTemotosytsunamidegranmagnitudAdicionaImente，ｓｅｅｓｐｅｒａｑｕｅｅＩＰ｢oyectocontribuyaa］ 

desarrollodelacapacidadasicomoaIavancedeinvestigaci6nporIosinstitutosdeinvestigaci6nchilenosy 

japonesesinvoIucradosenesteProyecto． 

Elproyectotienecomoobjetivolainvestigaci6navanzada,demodoqueeltrab可odeinvestigaci6nsera

p｢incipalmentecoordinadoporIaPontificiaUmversidadCat6IicadeChiIe(PUC).Ademds,ambaspartes 

acordaronqueseriaimportanteinvolucrarnos6Ioalosinstimtosdeinvestigaci6nyuniversidades，sino 

tambienaIos6rganosadministrativosqueseocupandirectamentedemedidaspriicticascontralostsunami， 

comoIaOficinaNacionaldeEmergenciadelMinisteriodellnterior(ONEMI),MinisteriodeObrasPdblicas 

(MOP)yelServicioHidrograficoyOceanograficodeIaArmadadeChiIe（SHOA),afindeponera 

disposici6nlosresultadosdelainvestigaci6nenIaspoliticaspUblicasyIaapIicaci6npracticaLaparte 

chilenaserAcooldinadaporeIMORresponsabIedelos6rganosadministrativos,ｙＩａＰＵＣ,”sponsabIede 

loscirculosdeinvestigaci6n． 

IILREGISTRODEDISCUSIONES 

ElBorradordeRegistrodeDiscusiones(refbridodeaquienadeIamtecomo"R/､"),eIcualestipulaelma『co

bAsicodeIProyecto，serAconcluidoyfirmadoporIosrcpresentantesdeIasorganizacioneschiIenas 

relacionadasyeIRepresentanteResidentedelaOHcinadeJICAChiIeantesdeIcomie1lzodelP｢oyecto・

AmbaspartcsacordaronelBorradoｒＲ/ＤｉｎｄｉｃａｄｏｃｏｍｏＡＮＥＸＯＬ 

IvBPLANTENpd【TIvoDEoPERAcION

ElPlanTもntativodeOperaci6nparaelperiodocompletodelProyectoesindicadocomoANEXOILLas

actividadesdelProyectoestansUjetasamodificacionesdentrodelaIcancedeIR/DconconsuItamutua 

cuandoseanecesarioenelcursodeimpIementaci6ndelProyecto． 

２ 
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ｖｌＰＲＥ旧ＡＲｊｄｍｖＯＳＤＥＩＭＰＬＥＭＥＮＴ八ＣＩＯＮＤＥＬＰＲＯＹＥＣＴＯＰＯＲＬＡＰＡＲＴＥＣＨＩＬＥNA

LOrganizaci6nResponsablcdeIaDirccci6nyAdminist｢aci6ndelP『oyecto

MmisteriodeObrasPUblicas(MOP） 

2.GerenciamientoyDirecci6nCientificadeIProyecto 

PontificiaUniversidadCat61icadeChile(PUC） 

3.Estrucmradeimplememtaci6ndelapartechiIena 

LapartechilenadiscutirnytendradefinidaIaestructuradeimplementaci6ndelproyectｏａｌｍｏｍｅｎｔｏｑｕｅｅｌ 

Ｒ/Dseafirmado,yposteriormenteentregaraunacopiaaIapartejaponesa 
P 

EstaestructuradebeincluirtodasIasorganizacionesquecolabo『an,nos6Iouniversidades,sinotambi6nlas

instimcionespdblｉｃａｓｃｏｎｅＩｆｉｎｄｅａｃｌａｒａｒｓｕｐａｐｅＩ，responsabiIidadesyregIasdecoordinaci6ndeesta 

estructur 

4.Organizacionescolaboradoras(paraserconsolidadaseneltranscursodelaimpIementaci6ndelproyecto） 

UIuiversidaddeChiIe(UCh） 

PontificiaUniversidadCat61icadeVaIparaiso(PUCV） 

UniversidaddeVaIparaiso(UV） 

UniversidadCat6licadelaSantisimaConcepci6n(UCSC） 

UniversidaddeConcepci6n(UdeC） 

UniversidadTbcnoI6gicaFedericoSantaMaria(UTFSM） 

ServicioHidrogriiflcoyOceanogriiflcodeIaA｢mada(SHOA） 

OflcinaNacionaIdeEmergenciasdelMiniste｢iodcIInterior(ONEMI） 

InstitutoNacionaldeHidrauliCa(INH） 

MunicipalidadesuorganizacionesｄｅＡｒｅａｓｄｅｅｓｔｕｄｉｏｄｅIproyectoqueseacuerdemutuamentede 

incorporarent1℃lasorganizacioneschilenasyjaponesasqueimpIementenelproyecto 

タ グ

ＶI･ＰＥＲＩＯＤＯＤＥＣＯＯＰＥＲＡＣＩＯＮＤＥＬＰＲＯＹＥＣＴＯ 

EIperiododecooperaci6ndeIProyectoseraapToximadamenteporCuatro(4)aiiosdesdelafbchadearribo 
P 

delprimerexpertodeJICAaChiIe,ｈａｓｔａｍａｒｚｏｄｅ２０１６． 
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VILOTROS 

LAsociaci6ndelnvestigaci6nCientificayTbcno16gicaparaDesarrolloSustentabIe(SATREPS） 

AmbaspartesconfirmaronqueelProyectoseaimplementadobaioIacolaboraci6ndeIa`Asociaci6nde 

lnvestigaci6nCientiHcayTbcnol6gicaparaDesarroIloSustentable*，promocionadopo「ＪＩＣＡｙ］aAgeIncia

deCienciayTbcnologia(JST)encolaboraci6n 

JICAtomariilasmedidasnecesariasparalacooperaci6ntecnicatalescomoelenviodeexpertosjaponeses， 

provisi6ndeequipamientoycapacitaci6mdepersonaLyotrosapoyosrelacionadosalProyectoenChiIe・

JSTapoyariiaIosinstitutos/investigado『esjaponesesparalasactividadesdeIp『oyectoenJap6n．

*，LaAsociaci6ndelnvestigaci6nCientiHcayTbcnol6gicaparaDesarrolIoSustentabIe，apuntaadesanFoⅡar 

nuevatecnoIogiaysusaplicacionesparaenfiPentartemasgIobales，ytambienapuntaaIdesanPolIodeIa 

capacidaddeinvestigadoreseinstitutosdeinvestigaci611enambospaises；debiendoelresuItadofinal 

contribuiralainiciativapiblica． 

ZMcmorandumdeEntendimientoentrelnstitucionesjaponesasychilenasqueimplememeneIProyecto 

Ambaspartesacordaronquelosinstitutosdeinvestigaci6nreplcsentativosdeIaspartesjaponesasychilenas 

debenaIcanzarunacueTdoparaQjecutarlainvestigaci6ncolaborativadeacuerdoconelPIanMaestrodel 

Proyecto､Eldocumentoacordado(po『ejempIoAcuerdodelnvestigaci6nColaborativa)debecontenerlos

siguientesitems； 

apbjetivoyPlan 

b・ImplemeHltaci6n

c･ConfidencialidadyDerechosdeP｢opiedadlnte1ectual 

d・AccesoaRecursosGen6ticos

ePublicaci6n 

fRcsoluci6ndeDisputa 

g・Duraci6ndelAcuerdo

h・ConfbrmidadconLeyesyNormas

*＊LositemsdescritoseneldocumentoestansUietosacambiodeacuerdoconelcontenidodeIa 

investigaci6n． 

EIMOPinsistequeladifilsi6ndelosresultadosyeIusodelainfbrmaci6ngeneradaporeIproycctotendrian 

quetambienaprobadospordichoministerio・ＥＩＭＯＰｓｏＩｉｃｉｔａｑｕｅｓｅｌｅｃｏｎｓｉｄｅｒｅｃomopartenrmantea1

concIuireIMcmorandodeEntendimiento． 

3.Sclecci6ndeareasdeestudiodeproyecto 

AmbaspaIPtesacordaronqueelihreadeestudio,dondelasactividadesdelproyectosellevaranacabo,ｓｅｒｄ 

／<(》
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discutidaydetcrminadadespuesdelainiciaci6ndeIp｢oyecto，Lasareascandidatasparaelestudiodel 

proyectosollArica,Iquique,MQiilIonesyAntofagasta 

Ademds，lasireascandidataspararescatarlasleccionesaprendidasyIavalidaci6ndelosmodeIos 

matemdticosseranIaszonasdaiiadasporelterremotoyeltsunamideChileｅｎ２０１０,comoConstimci6n， 

Dichato,TnlcahuanoyJuanFernandez,yIasdreasdariadasporeIterremotoyeItsumamide2011enJap6n． 

4.Enviodeunexpertojaponesdelalgop1azo 

ElEquipoexplic6queJICAenviariaunexpertodelargoplazobajoelProyectqsob『emetodoIogiasde

aplicaci6nenpuertosparapostdesastres・LapartechilenaacueTdapToveerdeunaoficinaypersonaIde

contrａｐａｒｔｅｐｏｒｐａｒｔｅｄｅＭＯＰｅｌＮＨ,siesnecesario・

ＥｌEquipotambi6nexpIic6queJICAdespachariaunCoordinadordelProyecto・Lapartechilenatambi6n

acueraproveerdeunaoflcinaypersonaIdecoIutrapartedelaPontificiaUniversidadCat61icadeChiIe． 

5.PaTticipaci6ndeSHOA 

ElSewicioHidro廓iificoyOceanogrAficodelaA｢madadeChile（SHOA)juegaunimpo｢tantepapelen

relaci6namedidascontratsunamienChile,demodoquesupalticipaci6nesimp『escindib1e・Enraz6naque

SHOAesunasecci6ndelaAlmadadeChile,lapartejaponesabas6supoIiticaenel"CapituIodelaAyuda 

OficialalDesarrollo(AOD),，estabIecidaporelGobiemoJapon6scomosigue： 

(1)CuaIquierusodeAODparaprop6sitosmilitaresoparaagravaci6ndeconHictosinternacionalesdebeser 

evitado,ｙ 

(2)TbdoslosmiembrosdelacontraparteyentrenadosenelProyectodeberianserciviles・

LapaltechiIenaentendi6esto． 

6.Imtercambiodeconocimientosconpaisesvecinos 

LapartechilenapropusoinvitarapaisesvecinostaIesｃｏｍｏＰｅ｢U，EcuadoryColombia,quienestambien 

compartenriesgoｓｄｅｔｓｕｎａｍｉ，ascminariosoIBanizadosporeIProyecto・ElEquipoapruebaIaideaEI

Equipotambienpresent6eIproyectodeSATREPSenPernlIamado"ProyectopaTaeIMejoramientodeIa 

TbcnoIogiaparamitigaci6ndedesastresdeterremotosytsunami，，,elcualseinici6en20IOencolaboraci6n 

conelCentroPeruano-Japonesparalngenieriadeterremotosymitigaci6ndedesastres(CISMID),ypropuso 
F 

compartirconocimientosentrelosdosproyectos． 

7.Gastosdeinvestigaci6nacargodelapartechiIena 

LapartechiIemaestＡｄｅａｃｕｅｒｄｏｅｎｑｕｅＩｏｓｇ『uposlocaIesdeinvestigaci6n,apoyadosporMORONEMIy

SHOA,presentariinp｢opuestasalosorganismosdefinanciaci6nconfbndospdblicosdeChileconelHnde 

compIementarelpresupuestodcinvcstigaci6n,ydefimirconmayordetakkelasactividadesy『esultadosdel

５ 
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proyecto・EstaspropuestascstarantotalmentealineadasconIosobjetivosdelProyecto・Lapartejaponesa

avalaestaproposici6nyqueIasactividadesacordadasenelProyectoseanincluidａｓｃｏｍｏｐａｒｔｅｄｅ］aｓ 

Propuestasapresentaraestosconcursos． 

ADJUNTOIBolTadorRegistrodeDiscusiones 

ADJUNTOIIPlandeOperaci6nTbmtativo 

ADJUNTOIIIMatrizdeDisefiodelProyecto 

ADJUNTOⅣListamemtativadelosMiembrosdelGnJpodelnvestigaci6n 

’ 
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ＡＤＪＵＮＴＯＩ 

ＢＯＲＲＡＤＯＲ 

ＲＥＧＩＳＴＲＯＤＥＤＩＳＣＵＳＩＯＮＥＳ 

ＥＮＴＲＥ 

ＬＡＡＧENcIADEcooPERAcIONINTERNAcIoNAＬＤＥＬＪＡｐＯＮ 
Ｙ 

夕

ＬＡＳＡｕＴＯＲＩＤＡＤＥＳＩＮＶＯＬＵＣＲＡＤＡＳＤＥＬＡREPUBLICADECIuILⅢ 

ENLA 

cooPERAcIONTEcNIcAJAPoNEsA 
PARAEL 

PRoYEcToDEINvEsTIGAcIONDEMEJoRAMIENToTEcNoLOGIcopARAEL 

ＤＥＳＡＲＲＯＬＬＯＤＥ 

ＵＮＡＣＯＭＵＮＩＤＡＤＣＯＮＩｍＳUＵＵＥＮＣＩＡＡＴＳＵＮＡＭＩ 

LaAgenciadeCooperaci6nlntemacionaldelJap6n（refbridadeaquienadelantecomo“JICA） 
irltercambi6puntosdevistaymvounaseriedediscusionesatlnv6sdeｌａＯｆｉｃｉｎａｄｅＪＩＣＡｅｎＣｈｉｌｅｃｏｎ 

ｏＹｇａnizacioneschilenasinvolucmdasalosdetallesdel"Proyectodelnvestigaci6ndeMeioramientoTbcnol6gico 
paInelDesarrollodeunaComunidadconResilienciaaTBunami”（refbridodeaquienadelantecomo“El 
Proyecto")yparatomarmedidasdeseablesporＪＩＣＡｙｅｌＧｏｂｉｅｍｏｄｅＩａＲｅｐＵｂＩｉｃａｄｅＣhiIeparalaexitosa 
impIementaci6ndelPTOyectoantesmencionado． 

Ｃｏｍｏｒｅｓｕ]tadodelasdiscuciones，ydeacuerdoconlasprovisionesdel“AcuerdodeCooperaci6n 
TecnicaentTcelGobiernodelaRepIiblicadeChileyeIGobiernodeJap6n，，filTnadoemSantiago,Chileel28de 
juliodel978(referidodeaquienadeIantecomo"ElAcuerdo"),JICAyIasorganizacioneschiIenas肥lacionadas
acoIdaronlasmateriasrefbridaseneldocumentoaquitambi6nadjunto． 

Hechoenduplicadoenidiomainglesyespailol，cadatextoesigualmenteautentico，Encasode 
cualquierdiveIgenciadeinteIpretaci6n,eltextoinglesprwalecera・

ﾜ 

Santiago,ＸＸｄｅｘｘｘｘｘｄｅ２０ｌ］ 

Sr､AkiraNAGAMACHI 

RepresemanteresidentedeOHcinaenChile 

AgenciadeCooperaci6nlntemacionaldeIJap6n 
JaP6n 

MinisteriodeObrasPtjblicas 

RepdblicadeChiIe 

PontificiaUniversidadCat61icadeChiIe 

ChiIe 

RepnbIicadcChile 

…9９ 

AgenciadeCooperaci6nlntemaciomal 
Chile 

ReptjblicadeChiIe 
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ＤＯＣＵＭＥＮＴＯＡＤＪＵＮＴＯ 

I､cooPERAcIONENTREmcAYELGoEnaRNｏＤＥＬＡＲＥＰＵＢＬＩｃＡＤＥｃＨＩＬＥ 

1.LaRepUblicadeChile(relbridadeaquiemadelantecomo"Chile")implementaraeIProyectoencooperaci6n 
conJICA． 

2.ElProyectoselでiimplementadodeacuerdoconeIP1anMaestro｢efbridoenelAnexoI．

IＬＭＥＤＩＤＡＳＡＳＥＲＴＯＭＡＤＡＳＰＯＲｍＣＡ 

Deacue｢doconIasleyesynonnasvigentesenJap6nylasprovisionesdelATticulolIdeIAcuerdojICA,comoIa 
agenciaQjecutoradeIacoopelnci6ntecnicaporJap6n,toma泊,ｃｏｍｏａｓｕｐｒｏｐｉｏｃｏｓｔｏｙｄｅａｃｕｅｒｄｏａＩ
procedimientonormaldesuesquemadecoopelnci6ntecnica,lassiguientesmedidas： 

Ｐ 

1．ＥＮＶｌＯＤＥＥＸＰＥＲＴＯＳＪＡＰＯＮＥＳＥＳ 

JICAproveerdlosserviciosdelosexpertosdeJICAcomoestaindicadoｅｎｅｌＡｎｅｘｏｌＬ 
ＡｒｔｉｃｕＩｏＶ,Ｖ1,Ｖ11,yVIIIdelAcuerdoselnAapIicadoalosexpertosarribamencionados． 

Lasprovisionesdel 

2.PRovIsIONDEMAQuINARIAYEQuIPAMIENTo 
JlCApmvee画demaquinaria，equipamientoyot『osmate『iales（refbridos
Equipamiento，，）necesarioparalaimpIementaci6ndｅＩＰ『oyectocomoesta
provisi6ndeIArticuIolXdeIAcuerdose｢daplicadaaIEquipamiento． 

ｄｅａｑｕｉｅｎａｄｅＩａｎｔｅｃｏｍｏ“ＥＩ 
ｉｎｄｉｃａｄｏｅｎｅＩＡｎｅｘｏｌｌＬＬａ 

3.ENTRENAMIENToDELPERsoNALcHILENoENJAPON 

JICArecibiraalpersonaIchiIenorelacionadoconelProyectoparacapacitaci6nt6cnicaenjap6､． 

IＩＬＭＥＤＵＤＡＳＡＳＥＲＴＯＭＡＤＡＳＰＯＲＣＨＩＬＥ 

1．ChiletomamlasmedidasnecesariaspaIaasegurnrqueIaopeIaci6nautodependientedeIProyectoysera 
sostenidadumnteydespuesdelperiododecoopemci6nt6cnicajaponesa,ａｔ『avesdeparticipaci6ncompletay
activaenelProyectoportodasIasautoridades｢elacionadas,gruposbeneficiarioseinstituciones． 

2．ChileasegurnraquelastecnoIogiasyconocimientoadquiridosporloschiIcnoscomoresultadodela 
cooperaci6nt6cnicajaponesa,contribuir(ialdesa『rolIoecon6micoysociaIdeChiIe．

3．DeacuerdoconIasprovisionesdelArticuloVyVIdelAcuerdo,ChiIegarantizara,dentrodesuterTitoI･io， 
privilegios,exencionesybenehciosalosexpertosdeJICArelb『idosenelpuntoll-I,yasusfhmilias．

４DeacueIdoconIasprovisionesdeIArticulolXdelAcuerdo,eIOobiemodeChiIetomalnA1asmedidasnecesanas 
pararecibiryusarelEquipamientoprovistoporJICAenelpuntoll-2yelequipamiento,maquinariaymateriaIes 
transpoTtadosporIosexperlosjaponesesreferidoseneIpuntoll-l 

5．Chiletomaralasmedidasnecesanasparaasegurarqueelconocimientoyexperienciasadquiridasporel 
personalchiIenoensucapacitaci6ntecnicaenJap6n,siendoutiIizadosefbctivamenteenIaimplementaci6ndel 
Proyecto． 

6．DeacuerdoconIaprovisi6ndelAIticuloVdeIAcuerdo，ChileproveeraIosserviciosdelpersonalyde］ 
personaIadministrativodelacontrapartechilenacomoesindicadoenelAnexollL 

7.Deacueldoconlaprovisi6ndeIArticuIoVdelAcuerdo,ChileproveemIasinstalacionesylnciIidadescomoes 
indiIc3doenｅＩＡｎｅｘｏＶ 

〃８ 
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8.DeacuerdoconlasleyesynoTmasvigentesenChile,lapartechilenatomardlasmedidasnecesariaspaInsupIir 
o「eemplazaracostopropiomaquinaria，equipamiento，instrumentos，vehiculos，hennmientas，repuestosy
cuaIquieraotrosmaterialesnecesariosparalaimpIementaci6ndelProyecto,fiJeIndeIEquipamientoentregadopor 
JICAindicadoeneIpuntoII-2． 

9.DeacuerdoconlasleyesynormasvigentesenChile,lapartechiIenatomariilasmedidasnecesariasparacontar 
conlosgastosopeTacionalesparalaimplementaci6ndelProyecto． 

IvBADMINIsTRAcIONDELPRoYEcTo 

1.ElDiIectorNacionaldeObrasPortuariasdelMinisteriodeObrasPUblicas(refbridodeaquienadeIantecomo 
"MOP，，),comoDilectordeIProyecto,tomaralaresponsabilidadtotaldelaadministlnci6neimp1ementaci6ndel 
Proyecto． 

2.ElDmRodrigoCienfiJegosdelaPontiiiciaUniversidadCat6IicadeChiIe(refbridodeaquienadelantecomo 
"PUC，,),comoGerentedelProyecto,seTaresponsabledeIosasuntosgerenciaIesyt6cnicosdelProyecto． 

3.EIAscsorJefbjaponesploveeriilasrecomendacionesnecesariasyaconsejardalDirectordeIProyectoyal 
GerentedelProyectoencualquiermateriapertinentealaimplementaci6ndelP｢oyecto． 

4.LosexpertosJICAentrcgaranorientaci6ntecnicanecesariayacomseiaTiinalpersonaldelacontrapartechilena 
enmateriastecnicaspertinentesalaimplementaci6ndelProyecto． 

5.Pamunaimplementaci6nefbctivayexitosadelacoopeTaci6ntecnicadeIProyecto,unComit6deCoordinaci6n 
ConjuntoserfiestablecidoparaaqueIlasfimcionesycomposici6ndescritasenelAnexoVL 

ＭＥ翅LuAcIONcoNJuNm

LaEvaluaci6ndelPIoyectoseraconducidaconjuntamenteporjICAylasorganizacioneschilenasrelacionadas， 
habiendoavanzadolamitaddeIProyectosiesnecesaTio，ｙｄｕｒａｍｅ］ｏｓｍｔｉｍｏｓ６ｍｅｓｅｓｄｅｌｏｓｔｅ｢minosdela 
cooperaci6ndemaneradeexaminarlosresuItados． 

ＶＬＲＥＣＬＡＭＯＳＡＣＥＲＣＡＤＥＬＯＳＥＸＰＥＲＴＯＳＤＥｎＣＡ 

ConfbnneaIoestipuladoenelArticu1oVIIdeIAcue『do,elGobiemodeChilesehararesponsabledelas
reclamaciones,siaIgunasurgiese,encontradelosexpertosjapomesesinvoIucradosenIacooperaci6nt6cnica 
delProyecto,resuItantesde,ocurridaseneIculsodeoreIacionadasdealgunamaneracｏｎsusfilnciones 
oficialesenChiIe,conexcepci6ndeaquellasmotivadaspormaIaconductadeliberadaonegligenciagravede 
losexpertosjaponesea 

VII･CONSUIjm4MUTUA 

HabraunaconsultamutuaentrejlCAyChileencualquiertemamayorquesuljadesde,oenconexi6nconel 
DocumentoAdjunto． 

ⅥＩＬＭＥＤＩＤＡＳＥＡＲＡＰＲＯＭＯＶＥＲＥＬＥＮＴＥＮＤＩＭＩＥＮＴＯＹＳＯＰＯＲＴＥＤＥＬＰＲＯＹＥＣＴＯ 

Conelpmp6sitodepromoverelapoyoparaelProyectoentresupoblaci6n,ChiletomarA1asmedidasapropiadas 
parahacerelProyectoampIiamenteconocidoentresushabitantes.、

IxTERMINoDELAcooPERAcION 

Ladumci6ndeIacoopemci6ntecnicaparaelProyectobajoesteDocumentoAdjuntoseradesdelafbchade 
UegadadelprimerexpeItodｅＪＩＣＡｅｎＣｈｉｌｅｈａｓｔａｍａｒｚｏ２０１６． 

〆
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ＡＮＥＸＯＩ 

ＡＮＥＸＯＩＩ 

ＡＮＥＸＯＩＩＩ 

ＡＮＥＸＯＩＶ 

ＡＮEＸＯＶ 

ＡＮＥＸＯＶＩ 

PLANMAESTRO 

LIST汎DEEXPERTbSDEJICA

LISndLDEMAQUINARIAYEQUIPAMIENTD 

LISTADECONTＲＡＰＡＲＴＥＣＨＩＬＥＮＡＹＰＥＲＳＯＮＡＬＡＤＭＩＮＩＳＴＲＪｄ【TIＶＯ

ＬＩＳＴＡＤＥＩＮＳｎｄＬＬＡＣＩＯＮＥＳＹＤＥＰＥＮＤＥＮＣＩＡＳ 
Ｐ Ｐ 

ＣＯＭＩＴＥＤＥＣＯＯＲＤＩＮＡＣＩＯＮＣＯＮＪＵＮ,ndL 
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AＮＥＸＯＩ 

ＰＬＡＮＭＡＥＳＴＲＯ 

ＤＥＬＰＲｏＹＥｃＴｏＤＥＩＮｖＥｓＴIGAcION 

DE 

MEJoRAMIENToTEcNoLOGIcoPARAELDEsARRoLLoDEuNAcoMuNIDAＤｃｏＮ 

ＲＥＳＩＬＩＩＥＮＣＩＡＡＴＳＵＮＡＭＩ 

〃

ＰＲＯＰＯＳＩＴＯＤＥＬＰＲＯＹＥＣＴＯ 

ＴとcnoIogiasymedidassondesarrolIadasparamGjoraralascomunidaｄｅｓｙＩａｓｐｅ｢sonasenChile,Jap6ny
aIrededordelmundo,paraestarbienpreparadosyconrcsilienciaaIostsunami． 

ＲＥＳＵＬＩハＤＯＳ

１.SondesarToIlados/mejo｢adosmodelosdesimulaci6nmatemAticapa｢aestimareIdahotsunami， 
２.Ｓｏｎｐ｢opuestasmedidasdeestimaci6nymitigaci6ndeldesastretsunami、
３.Espropuestounm6todoprecisodeadvertenciadctsunami、
４.SepToponeunprogramaparacrearcomunidadesbienp『eparadasyconresiIiencia．

ＡＣＴＩＶＩＤＡＤＥＳ 

ｌ－ｌＳｏｎｃ『eadasbasesdedatosacercadedesastresporeITとrremotoyTbunamienChiIeeIanｏ２０１０ｙｅｌ
ＴｂｒＴｅｍｏｔｏｙＴｍｎａｍｉｅｎＪａp6nelaiio2011paraentende｢yestimardesastrespo『tsunamiporposibles
tsunamisenelfUturo 

I-2SondesarroIladosmodeIosdesimuIaci6nmatemAticaparaestimareIdaiioportsunamiconprecisi6n、

l-3E1impactodelostsunamisesevaIuadopa｢ameIorarmetodosdepIanincaci6nydiseiioenreIaci6nalas 
estructurasdemitigaci6ndedesastresportsunamienvistadeIosdesastrespo｢ｅIte｢rcmotoytsunamien 
ChiIeeIafio20IOyelterremotoytsunamienJap6nｃｌａｎ０２０１１． 

2-ｌＳｏｎｅｓｔｉｍａｄｏｓｄａｉｉｏｓｅｎａｒｅａｓｄｅｅstudiodeIProyectoporposibIestsunamisgeneTadosenaltamaren 
ChiIeeneIfhturo・

Z-2Pautasparalaestimaci6ndedesastTesportsunamissedesaIToIIanenChile，basadasensimuIaciones 
matemAticasdeposiblestsunamisfUturoseneImarabiertodeChile 

2-3DanosportsunamienJap6nsonestimadossegdnsimulacionesmatemiiticassobreposibIestsunamis 
generadoscnaltamarenChileeneIfiJtur０． 

２４Lasmedidasdemitigaci6ndedesastresportsunamisomdesarroIIadasymejoradasdeacuerdocon 
escenariosdetsunamiscnChileyJap6n． 

3-1Esdesar『olIadounm6tododeproll6sticoprecisodetsuInami，incorporandodatosdesism6metTosy
medidolCsdetsunamideaItama｢、

3-2EsdcsarroⅡadoenChiIeunm6todoparadifiIndirinfbrmaci6nconeIusodeIasexperienciasjaponesas 
como『eIbrencias，

4-1EsdesarroIladounprogramaparac｢eargentebienprepaladayconresilienciaalostsunamis，yse 
promueveliderespa｢aIamitigaci6ndedesastTetsunamienChiIe 

4-2EsdesarroIIadounmetodoparautiliza｢puertosemunafhsederescatedespu6sdeundesastredetsunami 
conusodelasexperienciasjaponesascomorefbrencia、

4-3EsinvesligadounmetododepIanificaci6nparaelsistemadegobiemoIocalparaqueelpuertorecupere 
sufimcionalidaddespuesdeundesaStretsuIuami． 
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ＡＮＥＸＯＩＩ 

ＬＩＳｍＡＤＥＤＸＰＥＲＴＯＳＪＩＣＡ 

Loscamposdeexperticiase『ancubiertospo『expertosJlCA,talcomosemuest『aacontinuaci6n：

Jefeasesor 

Coordinadordeproyecto 

Modelodesimulaci6nmatemiiticadetsunami 

EnsayoestmcturaIyanAIisis 

C6digosdeDiseiioparaEstrucmras 

Predicci6ndeperdidasecon6micaspordesastTetsunami 

Propagaci6ndetsunamieinundaci6n 

SistemadeaIertadetsunami 

PIandemitigaci6ndedesastre 

Educaci6nydifnsi6ndemitigaci6ndedesastre 

MetodoIogiadeapIicaci6nenpuertosdcspu6sdedesastres 

PIandecontinuidaddenegocio 

SismoIogia 

Otroscamposquesonacordadosmutuamentecomonecesariosentreambasorganizaciones 

￣ 

￣ 

￣ 

￣ 

impIementadorasdeIproyectochiIelnasyjaponesas 

＄ 

亀1２ 

北
行5，

” 
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ＡＮＥＸＯＩＩＩ 

LISmDEMAQUINARIAYEQUIPAMIENTO 

LEquipamientoparasimuIaci6nyamA1isisdedatos 

zOtroequipamientoacoTdadomutuamentecomonecesarioparalaimplementaci6ndelP｢oyecto 

急1３ 

尖匂

附属資料２



ＡＮＥＸＯＩＶ 

ＬＩＳＴＡＤＥＣＯＮＴＲＡＰＡＲＴＥＣＨＩＬＥＮＡＹＰＥＲＳＯＮＡＬＡＤＭＩＮＩＳＴＲＡＴＩＶＯ 

lDirectordelProyecto 
DirectorNaciomaldeObrasPortuarias,MinisteriodeObrasPIhblicas(MOP） 

2.GerentedeIProyecto 

DRRod｢igoCienfUegos,DepartamentodelngenieriaHidraulicayAmbiental,PontificiaUniversidadCat61ica 
deChile(PUC） 

3.PersonaIcontmparte 

lnvestigadoresyfimcionariosparticipamtesdelaso｢ganizacioneschilenas： 

MinisteriodeObrasPOblicas(ＭＯＰ） 

PontificiaUniversidadCat6licadeChiIe(PUC） 

UniversidaddeChile(UCh） 

PontificiaUniversidadCat6IicadeValparaiso(PUCV） 

Unive｢sidaddeVaIparaiso(UV） 

UniversidadCat6IicadelaSantisimaConcepci6n(UCSC） 

UnivcrsidaddeConcepci6n(UdeC） 

UniversidadTとcnol6gicaFedericoSantaMaria(UTFSM）

ServicioHidrograficoyOceanograficodeIaArmada(SHOA） 

OficimaNacionaldeEmergenciadeIMinisteriodeIInterio『(ONEMI）

InstitutoNacionaldeHidraulicadelMinisteriodeObrasPqbIicas(INH） 

MunicipaIidadesuorganizacionesdeareasdeestudiodelPmyecto，segunnecesidadesaco｢dadas 

mutuamenteentrelaso｢ganizacioneschilemasyjaponesasqueimplementanelproyecto． 

1４ 

Ｆ７ｂＤ 
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ＡＮＥＸＯＶ 

LISmDEPLANmFiSICAEINSmLACIONES 

LEspaciodeoficina,instaIacionesdecomunicaci6n,conexi6ndeintemetyserviciospdblicos,ｙ 

『euni6nnecesariasparaqueIosexpe｢tosdeJICApuedanemprenderIasactividadesdeIproyecto

2EspacioparaIainstaIaci6ndeequipamiento 

３.OtrasinstaIacionesacordadasmutuamentecomonecesariasparalaimpIementaci6ndeIProyecto 

pdblicos,ｙｓａｌａｓｄｅ 

1５ 
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ＡＮＥＸＯＶＩ 

ﾀ 

coMITEDEcooRDINAcIONcoNJ1uNTo 

LFuncioneS 

ElComit6deCoordimaci6nConjunto(refbridodeaquienadelantecomo“CCC，,)seraorganizadoyse 
reunirAalmenosunavezalanoycuandosuUaIanecesidad,demaneradecumpli『lassiguientesfimciones：

(1)AprobarelplandetrabajoanuaIdelProyecto 
(2)RevisarelprogresodelplandetrabajoanuaI 

(3)Revisareintercambiaropinionesentemasmayoresquepod｢iansurgirdurantelaimpIementaci6ndel 
Proyecto 

(4)DiscutircuaIquierotrotema(s)pertinenteparaunanuidaimpIementaci6ndelP｢oyectｏ 

2.Composici6n 
Partechilena： 

DirectordelProyecto(DilBctordelCCC） 
Ｇｅ『entedeProyecto

RepresentantedeIaAgenciadeCooperaci6nlnternacionaIdeChile(AGCI） 
RepresentantedeIasorganizacionescolaboradoraschiIenasdefmidaｓｅｎｅｌＡＮＥＸＯⅣ 

Partejaponesa： 
ExpertosJICA 
RepresentantedｅｌａＯｆＹｃｉｎａｄｅＪＩＣＡＣｈｉｌｅ 

ＭｉｅｍｂｒｏｓｄeIequipodeestudioJICA 

Nota:Representante(s)deIaEmbajadadeJap6n 
podrianpamciparenlaCCCcomoobservador(es)． 

EmbajadadeJap6LyIaAgenciadeCienciayTbcnologiadeJap6m(JST） 

鴎
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ListaTmtativadeMiembrosdelGrupodelnvestigacidn(Provision団I）
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④〆
2１ 

／ 

典妙

PartecUnilema P同rtejaponesa

1.Grupodedesarrollodemetododel団estimaciOndedesastretsunami(responsabledelResultado
1） 

Ｄｒ・RodrigoCienfUegos(PUC）
DnGonzaloYaiiez(PUC） 
、虹ChristianLedezma(PUC）
DmCristianEscauriaza(PUC） 
DIbMarceloLagos(PUC） 
ＤⅢPatricioCataliin(UTFSM） 
DnEliasOvalle(UdeC） 
DrRobertoRiquelme(UdeC） 
SnMauricioReyes(UV） 
SrPatricioWinckler(UV） 
SnRafaelArdnguiz(UCSC） 
SrMauricioVillagrAn(UCSC） 
SnJuanGonzalez(SHOA） 
SnRodrigoFilippi(DOP-MOP） 
SnLuisZamorano(INH-MOP） 
SｴEduardoMesina(DOP-MOP） 

DrTakashiIbmita(PARI） 
DrKqjiFujima(NDA） 
､r､Fumihikolmamura(TbhokuUniv.） 
､r､NorimiMizutani(NagoyaUniv.） 
､r､KentaroKumagai(NILIM） 
､r､nroArikawa(PARI） 
､r､YeomGyeong-seon(PARI） 

２．Grupodedesarrollodeestimaci6nycontramedidHsdedesastretsunami（responsabledel 
Resultado2） 

DrPatricioCatalan(UTFSM） 

DrtMarcoCistcmas(PUCV） 
MSC・CcciliaZelaya(SHOA）
SrRafaelAranguiz(UCSC） 
DrbRodrigoCienfUegos(PUC） 
DrGonzaloYaiiez(PUC） 
Dra・EdiliaJaque(UdcC）
Sr､JuanGonzalez(SHOA） 
SnEduardoMesinapOP-MOP） 
Sn.LuisZamorano(INH-MOP） 
Sra・CarolinaAcevedo(DOP-MOP）
SnPabloPozo(INH-MOP） 

、虹TbmoyukiTilkahasIU(KansaiUniv.）
､虹SyunichiKoshimura(TbhokuUniv.）
DnKenjiHarada(ShizuokaUniv.） 
､ｴYOshinoriShigihara(NDA） 
DrKentamlmai(TbhokuUniv.） 
､凪YbshihiroOkumura(DRI）
DIDaisukemtsumi(PARI） 

｡.erupodemeioradeSistemadeAdvertenciarkmprana（respoIDmbedelResultado3） 

MScCeciliaZelaya(ＳＨＯＡ） 
DrPatricioCatalAn(UTFSM） 
D■SergioBalTientos(UCh） 
DrtJaimeCampos(UCh） 
SrbCristidnTblTes(ONEMI） 
SnCamiloGrez(ONEMI） 
､ⅢKlausBataille(UdeC） 
､ⅢAndresTtlssara(UdeC） 
､r､JuanCarlosBaez(UdeC） 
SエEduardoMesina(DOP-MOP）
SnLuisZamorano(INH-MOP） 
SmArielGrandon(DOP-MOP） 

…２且｣ﾕｪｭLj-l色ﾕﾆｭｭ(JAMSTEC）
DnToshitakaBaba(JAMSTEC） 
DmYUtakaHayashi(MRI） 
､ⅢHiroakiTmshima(MRI） 
DnAkioKatsumata(MRI） 
DmYasuhimYbshida(MRI） 
DrbShigekiAoki(MRI） 
DrbKqjiKawaguchi(PARI） 
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Nota:Losnombressubrayadossonlideresdegrupo・Aquellosqueseacuerden

mutuamentenecesariosentrelosmiembrosdegrupodeinvestigaci6nchilenoy 
japonespuedenserincluidosenlamitaddelproyecto． 

７b 

ＤＲＩ:DisasterReductionandHnmanRenovationlnstitute 

(InstitutodeReducci6ndeDesastreyRenovaci6nHumana） 
JAMSＴＥＣ:JapanAgencyfbrMarine-EarthScienceandlbchnology 

(AgenciaJaponesaparaCienciaMarina-TbrrestreyTbcnologia） 
ＮＤＡ:NationalDefbnseAcademy 
(AcademiadeDefbnsaNacional） 
ＮＩＨ：InstitutoNacionaldeHidrdulica 

NILIMNationallnstitutefbrLandandlnhastructureManagement 
(InstitutoNacionalparaManejodeTbrrenoelnfraestructura） 
ＭＬＩＴ:MinistryofLand,InfiPastructure,TransportationandTburism 

(MinisteriodeTbrreno,InfiPaestructura,TYansporteyTurismo） 
ＭＯＰ:MinisteriodeObrasP1iihlicas 

MRI:MeteorologicalResearchlnstitute,JapanMeteoro1ogicalAgency 
(Institutodelnvestigaci6nMetereol6gica,AgenciaMetereologicadeJap6n） 
ＯＮＥＭＩ:OficinaNacionaldeEmergenciasdelMinisteriodellnterior 
UCh:UniversidaddeOhile 

UCSOUniversidadCat61icadelaSantisimaConcepci6n 

UdeOUniversidaddeConcepci6n 
UTFSMUniversidadT6cnicaFedericoSantaMaria 

UViUniversidaddeValparaiso 

PARI：PortandAirportResearchlnstitute（Institutodelnvestigaci6nde 
PuertoyAeropuerto） 
PUOPonti5ciaUniversidadCat61icａｄｅＣｈｉｌｅ 

ＰＵＣＶ:PontificiaUniversidadCat61icadeValparaiso 
SHOA:ServicioHidrogrAficoyOceanogrdfｉｃｏｄｅｌａＡｒｍａｄａ 

2２ 

④ 
上号

4．GrupodedesarrolIodeprogmmaparacreaci6n 
loc2UesconresiIiencia 

deciudadamosbieneducados ｙ commnid2deS 

DrbSamuelHormazabal(ＵｄＣＣ） 

D正MatthewMiller(UdeC）
DrLJorgeQuezada(UdeC） 
ＭＳＣ､OscarCifUemes(UdeC） 
DnEdgardoVega(UdeC） 
DnArturoBelmonte(UdeC） 
SnMauricioReyes(UV） 
ＭＳＣ・CeciliaZelaya(SHOA）
SnCristianTbrres(ONEMI） 
Dr6MarceloLagos(PUC） 
DrzMarcoCistemas(PUCV） 
ＭｴAntoniaBordasのOP-MOP）
Ｍ凪LuisZamorano(INH-MOP）
MnEduardoMesina(DOP-MOP） 

DrFusanoriMiura(Yam aguchiUniversity） 
DnTbshitakaKatada(GunmaUniv.） 
DrzMasanobuKanai(GunmaUniv.） 
Ｄ虹SusumuNakano(TbkushimaUniv.）
Aserdeterminado(MLIT） 
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附属資料３

氏名 所属 職位

林　渉 在チリ日本大使館 特命全権大使

松井　正人 在チリ日本大使館 参事官

北村　幹男 在チリ日本大使館 一等書記官

西　雅之 在チリ日本大使館 二等書記官

大久保　わこ 在チリ日本大使館 現地職員

長町　昭 JICAチリ支所 支所長

小林　としみ JICAチリ支所 副支所長

一ノ戸　田瑞子 JICAチリ支所 現地職員

菅野　清孝 JICAチリ支所 現地職員

Victor Marcelo ORELLANA JICAチリ支所 在外専門調整員

Ms.Margaret Ciampi SPODE チリ国際協力庁 長官代理

Mr.Ivan Mertens GALLD チリ国際協力庁  二国間多国間協力部ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ（日本担当者）

Mr. Rigoberto Garcia GONZALEZ 公共事業省港湾局 国際調整アドバイザー

Mr. Ricardo Tejada CURUTI 公共事業省港湾局 局長

Mr. Eduardo Mesina Azocar 公共事業省港湾局 プロジェクト部長

Mr. Antonia Bordas CODDOU 公共事業省港湾局 港湾局企画部長

Ms. Carolina Acevedo G. 公共事業省港湾局 技官

Mr. Maria Luisa VALDES 公共事業省港湾局 地理情報システムアナリスト

Mr. Rodrigo FILIPPI 公共事業省港湾局 プロジェクト部技官

Mr. Vicente A. Castillo Sarmiento 公共事業省港湾局バルパライソ州事務所 所長

Mr. Rodrigo Pereira Puchy 公共事業省バルパライソ州事務所、建築課 管理ユット長（建築課長を兼任）

Mr. Mauricio Mortealegke 公共事業省港湾局タラパカ州事務所 所長

Mr. Antonio Tapia 公共事業省港湾局アントファガスタ州事務所

Dr. Juan Carlos de la LlERA チリ・カトリカ大学 工学部長

Dr.Rodorigo Cienfuegos CARRASCO チリ・カトリカ大学 水理・環境科学科准教授

Dr.Conzalo YANEZ チリ・カトリカ大学 水理・環境科学科助教授

Dr.Juan Carlos DOMINGUEZ チリ・カトリカ大学 水理・環境学科技術研究員

Dr.Francisco PIZARRO チリ・カトリカ大学 工学研究院副センター長

Dr.Cristopher THACKERAY チリ・カトリカ大学 研究開発コーディネーター

Msc. Cecilia Zelaya GOMEZ 海軍水路・海洋部 津波課長

Dr.Patricio CATALAN フェデリコ・サンタ・マリア工科大学 土木工学科助教授

Dr.Matthew MILLER コンセプシオン大学 地球物理学科助教授

Dr.Mauricio VILLAGRAN コンセプシオン・カトリック大学 海洋港湾研究センターシニア研究員

Dr.Rafael ARANGUIZ コンセプシオン・カトリック大学 海洋港湾研究センター工学研究員

Dr.Muricio Reyes GALLARIO バルパライソ大学 海洋工学院研究員

Dr.Sergio BARRIENTOS チリ大学 チリ大学地震サービス所長、教授

Mr. Vicente Nunez Pinochet 内務省国家緊急対策室 長官

Mr. Juan Pablo Garcia Abalos 内務省国家緊急対策室 訓練部長

Mr. Cristian Torrees Fernandez 内務省国家緊急対策室 企画・管理部コーディネーター

Mr. Guillermo de la Maza Ramirez 内務省国家緊急対策室バルパライソ州事務所 所長

Mr. Mauricio Serlano Silva 内務省国家緊急対策室アントファガスタ州事務所 所長代理

Mr. Antonio Tapia 内務省国家緊急対策室タラパカ州事務所 所長代理

Mr. Alfredo Ivan Gutierrez VERA 国立水理研究所 所長

Mr. Luis Zamorano RIQULME 国立水理研究所 技術部長

Mr. Sinoska Ferrera S. 国立水理研究所 設計部アシスタント

Ms. Luz Ebensperger Orrego タラパカ州 知事

Ms. Yeny Catalina Osorio Lozan イキケ市 建築課長

Mr. Juan Galvez Varnechea アントファガスタ市 施設課長

Mr. Pablo Toloza アントファガスタ州 知事代理

Mr. Jose Miguel Latorre Luduena メヒヨネス市 市長代理

Mr. Rodrigo Larrain Cruzat アンサモス港管理会社　Puerto Angamos 営業課長

Mr. Captain Cristian Cea Millar 航空写真測量サービス オペレーションおよび営業課長

Mr. Markus Lothar Rombach Digimapas Chile -

Mr. Col. Rodrigo Maturana 地理研究所 所長

Ms. Garana Sanhllau UNESCOチリ事務所 UNESCOプロジェクト地域コーディネーター

Dr. Masahiro Yamamoto UNESCO / IOC パリ事務所津波課（ビデオ会議）

Dr. Bernardo Aliaga UNESCO / IOC パリ事務所津波課（ビデオ会議） 技術セクレタリーICG/CARIBE EWS,  ICG/PTWS

Mr. Alberto Parra UNDPチリ事務所 地域開発、ミレニアム開発目標コーディネータ

主な面談者
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面談記録 

件  名 
地球規模課題対応国際科学技術協力事業 
チリ共和国「津波に強い地域づくり技術の向上に関する研究」プロジェクト 
詳細計画策定調査 

面談日時 2011年 8月 24日、9:30 ~ 11:00 

面談機関 National Emergency Office (ONEMI) 

面談場所 Office of ONEMI 

出 席 者 

相 手 側 Mr. Cristian Torrees Fernandez, Institutional Development 
Coordinator 

調 査 団 
Victor Orellana JICAチリ支所職員外部コンサルタント 
鈴木 ひろ子  日本語・西語通訳 
髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

記 録 者 髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

面談記録 1. 新しくなった国家早期警報センターと緊急オペレーションセンターを見学。 

2. 国家早期警報センターには各種通信施設に加えて、6面の大型画面があり、
太平洋津波センターのウエッブページ、USGS のウエップベージ、ONEMI
のウエッブページ、火山の監視カメラ画像、SSN 地震計のリアルタイム情報、
SHOA のリアルタイム情報を移している。 

3. 監視体制は、平日は 1名のチーフと 2名のテクニシャンのチームが 9時間勤
務の 3交代で監視している。休日は 12時間勤務の 2交代である。 

4. スタッフの訓練のためにVHFシステムは 1日 4回、HFシステムは 1日 1回、
そして衛星通信システムは週 3回テストしている。 

5. 緊急オペレーションセンターには、国家緊急オペレーション委員会メンバー
10名（2010年の地震後に人数を絞る）と大統領が座るテーブルと通信設備、
そして国家早期警報センターにある 6面の大型画面が備え付けられている。
大統領は委員会のメンバーではないが、災害に大きな関心をもたれていると

のことで、委員会に参加するとのことである。 

6. 3 月 11 日の東北地方太平洋沖地震（日本時間 14 時 46 分頃発生）では、国
家緊急オペレーション委員会は同日 5 時 55 分（ペルー時間）に招集され、
第一回目の会合が 6時 25分に開催された。 

7. ONEMI が室から庁へ格上げは国会で議論がなされているが、いつになるか
はまだ分からない。 

8. ONEMI の年間予算は約 1,200 万ドルである。これには人件費やオペレーシ
ョンコストを含んでいる。避難訓練には民間企業からの寄付もある。ただし、

非常時には別予算がつく。 

9. ONEMIはすべての災害を対象として取組んでいるが、50~60%が地震と津波
に関するものである。 

10. ONEMIは事前準備と応急対応ステージに係わり、予防、被害抑止（軽減）、
復旧・復興ステージには係らない。 

11. 事前準備ステージの活動の一つとして避難訓練があり、2010年には 10回実
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施した。2011 年は 15 回計画しており、2012 年は 6~10 回の予定である。訓
練は毎年ステップアップしており、一例として、2010 年にはアントファガ
スタ市、2011 年にはアントファガスタ州を対象として実施した。2012 年に
は隣接した 1 つの州を加えて合同訓練を実施する予定である。 

12. 避難訓練の準備は 1年であり、この間大規模なキャンペーンを行い住民の意
識を高める。 

13. 州には防災計画策定が法律で定められているが、自治体による策定は法律で
規定されていない。防災計画策定のガイドラインはない。チリには 346の自
治体があるが防災への取組みには温度差がある。 

14. 学校と協同で防災活動を進めることが重要である。 

15. IDB の資金により“Early Warning System in Communication and Community 
Awareness”、“Early Warning System, Monitoring, Procedures and Protocol for 
Data Transmission / Enabling Alert”を実施したが、今は早期警報システムやプ
ロトコルの確立に力を入れており、コミュニティを対象にしたこれらの調査

結果の活用までには至っていない。 

16. JICA プロジェクトに期待することは、津波の警報システムの改善と地方自

治体の防災計画策定への取組みに貢献するものと考えている。 
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面談記録 

件  名 
地球規模課題対応国際科学技術協力事業 
チリ共和国「津波に強い地域づくり技術の向上に関する研究」プロジェクト 
詳細計画策定調査 

面談日時 2011年 8月 26日、10:45 ~ 12:30 

面談機関 National Emergency Office (ONEMI) Valparaiso 

面談場所 Office of ONEMI Valparaiso 

出 席 者 

相 手 側 
Mr. Guillermo de la Maza Ramirez, director Regional de 
Valparaiso, ONEMI 
他 1名 

調 査 団 
Victor Orellana   JICAチリ支所職員外部コンサルタント 
鈴木 ひろ子  日本語・西語通訳 
髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

記 録 者 髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

面談記録 1. バルパライソはチリにおいて政治経済的に 2~3番目に重要な州である。 

 国会がある。 

 重要な 3つの港湾がある。エネルギー港：ベンターナ（ガス）、商業港：
バルパライソとサンアントニオ。中ぐらいの規模の港としてキンテーロ

（石油）がある。 

 太平洋側と大西洋側（アルゼンチン、ウルグアイ、パラグアイ、ブラジ

ル）と結ぶ位置にある。 

 海岸沿いに 16の都市があり、人口密度も高い。観光客により人口が 400%
に増える。 

 ホセ・フェルナンデス諸島とイスター島はこの州に属する。 

2. 扱う自然災害は、地震、津波、洪水、森林火災などを含んでいる。 

3. それに対して ONEMIバルパライソの職員は 8名である。内訳は 5名が実施
部隊、2 名が夜間担当職員、1 名が秘書である。実施部隊は 1 名が所長であ
り、他の 4名の専門は、リスク管理、リスク管理（実務により経験を積む）、
農業、通信テクニシャンである。 

4. 他州への転勤はなく、所長は 21 年間バルパライソ事務所に勤務。 

5. 通信施設は他の州の事務所と比較して充実している。 

6. 人件費、オペレーション経費も含めて中央が管理している。事務所経費、光
熱費などは 2,700万ペソである。緊急時は別予算である。 

8. コンクールに勝てば（申請が通れば？）州の基金も利用できる。車、机など
の備品、機器の購入、訓練の経費は州の基金を活用した。 

9. 今のオフィス（州庁舎に入っている）は海岸から 120mにあり、津波発生時

に活動できない恐れがあるため、標高の高い地点（標高 100m程度の位置）

に移動する計画である。この費用 150 万ドルと通信施設の改善費 50 万ドル
は州の基金を期待している。 
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10.  ONEMI バルパライソの役割には、緊急警報システムの運用、市民防衛、他
機関の教育がある。 

11. 緊急警報システムの運用には、警報の発令と他機関の調整がある。 

12. 市民防衛活動には予防活動の計画や推進がある。この時のコメントとしては
次の様なものがあった。 

 今は住民も当局も防災意識が高いので、この機会を利用したい。このと

き、ONEMIと地方自治体が一緒に参加することが必要である。 

 予防活動にはお金はかからない。活動を実施する人の訓練が必要である。 

 ハザードマップには、住民の災害時の反応を反映させる必要がある。 

 ハザードマップの作成には時間がかかる。今、何ができるかが重要であ

る。 

 避難計画作成時も住民参加が必要である。 

 早期警報システムの設置と住民の意識向上を同時に行う。 

 中央の人が地方の現実を知らないところに問題がある。 

 大学の協力や支援がほしい。 

13. 他機関の教育には PR活動、意識向上活動、協同活動の実施がある。 

14. 地方には、州、県、市のヒエラルキーがある。州と県は資金提供と防災体制
への支援のみで、実際の防災活動は実施しない。市が直接防災活動を行い、

直接市民に働きかける。 

15. 市の防災への取組みは、市によって異なる。スタンダードもなく、活動内容
もまちまちである。 

16. サンアントニオの取組みが最も進んでいる。職員 3 名が防災に専従してお
り、市職員や住民を対象として活動を進めている。全員が同じ言葉で防災を

語れるようになっている。サンアントニオ市の進んだ取組みは市長が地域緊

急オペレーション委員会の議長であったことが大きい。 

17. ONEMI は市の協力がないと防災活動を進められない。市民に直接働きかけ
る市担当者の訓練が重要である。ONEMI と市がパイロットプロジェクトを
実施することにより市職員を訓練し、その後市が自主的に活動を広げるアプ

ローチが求められる。ONEMI が消防、警察、保健・衛生機関などと直接協
力することも必要である。 

18. バルパライソには津波警報用のサイレンはない。警報システム（オーディ
オ・ビジュアル装置、太陽発電パネル）を考えているが、500万ドル必要で
ある。 

19. 現状では遠距離地震はプロトコルに従った対応をしている。近距離地震で足
が立たない場合は自主避難をする。ONEMI 地方事務所が指示を出し、警察
のパトカーのスピーカーや火災用のサイレンで知らせる。 

20. 2010年の地震と 2011年の日本の地震では住民は避難し、けが人は出ていな
い。この理由として次の点が考えられる。 

 この州では洪水、森林火災、地震、火事などを多く経験していて、災害

に対する意識が高い。プロジェクトを実施する時に住民意識が高いこと

を感じる。 

 各市は平時には独自に活動しているが、緊急時には ONEMIの指示に良く
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従う。 

 サンアントニオ市のように専従スタッフを置く市も出てきている。 

21. 災害によっては ONEMI バルパライソの能力を超えることも考えられる。
ONEMI職員の能力向上も必要である。 

22. 改善する点は次のとおりである。 

 ONEMIが市、消防、警察、その他公共機関を訓練して、彼らが住民を訓
練する仕組みが必要。 

 住民には知識を与えるだけでなく、住民がどう考えているかフィードバ

ックが必要である。また、継続的な取組みが求められる。 

 児童・学生に予防の文化を植え付けるために、教育の中で横断的に教え

る必要がある。 

 2002 年から“学校安全計画”（“学校インテグラル計画”？）が実施され
ている。成果を測定する方法がないため、定着しているかどうかは不明

である。地域にあったものを教え、意志付けられているか測定する、ま

た、予防を教えるだけではなくその理由も教える必要がある。 

 サンアントニオでは森林火災についてインテグラルなアプローチを進め

ていこうとしている。この活動をバルパライソ州全体に広げていきたい。 

23. JICAプロジェクトに期待することは次のとおりである。 

 まず、ONEMIに必要な権限を与える法律が欲しい。 

 教育、保健衛生、インフラ開発などに、リスク管理を取り入れてほしい。 

 緩和活動プログラムの実施や訓練にもリスク管理の概念が必要である。 

 科学技術の研究の成果を、一般の人が理解できるように、また、日常業

務に活用できるようにして欲しい。 
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面談記録 

件  名 
地球規模課題対応国際科学技術協力事業 
チリ共和国「津波に強い地域づくり技術の向上に関する研究」プロジェクト 
詳細計画策定調査 

面談日時 2011年 8月 25日、14:20 ~ 15:20 

面談機関 Hydrographic and Oceanographic Service of the Chilean Navy (SHOA) 

面談場所 Office of SHOA 

出 席 者 

相 手 側 Ms. Maria C. Zelaya, Oceanographer, National Tsunami Warning 
System, Oceanography Department, SHOA 

調 査 団 
Victor Orellana   JICAチリ支所職員外部コンサルタント 
鈴木 ひろ子  日本語・西語通訳 
髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

記 録 者 髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

面談記録 1. SHOA の職員数は約 300人で、そのうち民間人は 100名前後である。 

2. 津波セクションは海洋課（Oceanography Department）に属しており、9名の
スタッフより構成される。内訳は、1名の将校、軍人テクニシャン、そして
民間のプロフェッショナルである。プロフェッショナルの専門分野は海洋

学、地質、地形、海洋エンジニアリングである。 

3. 津波セクションの役割は以下のものである。 

 津波モニタリングシステムのメンテ 

 オペレーションの向上に関する研究 

 浸水予測図の作成 

 数値モデリング 

 大学のプロジェクトや JICA プロジェクトに参加 

 SHOA への問い合わせに対応 

4. 浸水予想図の作成の実務は SHOA では行わず、大学などに委託する。使用

するデータは、水深に関しては海図と国際的に入手できるもの、地形に関し

ては航空写真や衛星写真を利用し、精度は水深、地形ともにコンターが 5m
である。良いデータがある場所は限られている。 

5. SHOA は航路整備のために深浅測量を計画的に実施しており、JICA プロジ

ェクトのための測量は行えない。民間企業に外注する必要がある。 

6. 津波警報システム（SNAM）は津波セクションとは別組織で、SHOA の長官
がヘッドで、将校（軍人）、テクニシャン（軍人）、プロフェッショナル（民

間人）より構成される。津波セクションのメンバーは津波警報システムのメ

ンバーでもある。その他のセクションのプロフェッショナルも加わる。 

7. 津波警報システムのオペレーションは常時 2人のチームが 4時間交代で実施
する。夜間にはこの 2人に 1名の将校が加わる。 

8. 現在津波警報の発令には SNN、SHOA、ONEMI が係っているが、長期的に
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はこれを統合していきたい。 

9. 中期的には、SNN と SHOA の役割を統合する意思決定支援システムを構築

したい（SSD, Decision Support System）。チリの津波専門委員会が SHOAを
サポートする。 

10. 数値シミュレーションには多くのメソドロジーがあるが、チリの条件にあっ
た最適なものを選びたい。JICA プロジェクトが提案する手法も候補の一つ

である。 

11. 意思決定の自動化は一つの目標であるが、情報をいかに収集、分析して
ONEMIに上げるかが重要である。 
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面談記録 

件  名 
地球規模課題対応国際科学技術協力事業 
チリ共和国「津波に強い地域づくり技術の向上に関する研究」プロジェクト 
詳細計画策定調査 

面談日時 2011年 8月 25日、15:30 ~ 16:30 

面談機関 Ministry of Public Works (MOP)、Valparaiso、建築課 

面談場所 Office of Direccion de Arquitectura, MOP Valparaiso（建築課会議室） 

出 席 者 

相 手 側 

Mr. Rodrigo Pereira Puchy, Jefe Unidad de Gestion（管理ユニッ
ト長、建築課長を兼任） 
Mr. Carlos Javier Mendez Torrico, Jefe Gestion Integrada 
Proyectos - G3, Departamento Gestion de Proyectos, Direccion de 
Arquitectura（実施ユニット長 – 1） 
Mr. Oscar Carcamo Yanez, Arquitecto U. Chile  

調 査 団 
Victor Orellana   JICAチリ支所職員外部コンサルタント 
鈴木 ひろ子  日本語・西語通訳 
髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

記 録 者 髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

面談記録 1. MOP バルパライソ事務所の建築課には、管理ユニットと 2 つの実施ユニッ
トがある。 

2. 公共施設（国、州、県の公共施設）の建設、管理を実施する。市は建築課を
持っており、市の公共施設の建設、管理を担う。 

3. MOP 本省とは独立して事業を行うことができ、この時の資金は施設の所有

者（他の省庁、州、県など）が負担する。 

4. 建設の調査、設計、建築管理、維持管理は外部委託である。 

5. 建物の情報の管理は次のとおりである。 

 国、州、県の公共施設はMOP 州事務所 

 市の公共施設は市 

 民間の建物は市 

 低所得者用の住宅は住宅・都市計画省 
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面談記録 

件  名 
地球規模課題対応国際科学技術協力事業 
チリ共和国「津波に強い地域づくり技術の向上に関する研究」プロジェクト 
詳細計画策定調査 

面談日時 
2011年 8月 25日、16:30 ~ 17:00（面談）、17:00 ~18:00（バルパライソ周辺漁港

見学） 

面談機関 Ministry of Public Works (MOP), Valparaiso、 港湾局（DOP）バルパライソ州 

面談場所 
Office of Direccion de Arquitectura, MOP Valparaiso（建築課会議室） 

バルパライソ周辺漁港見学 

出 席 者 

相 手 側 

Mr. Vicente A. Castillo Sarmiento, Director Regional de Obras 
Portuarias, Regiones de Valparaiso y O’Higgins（バルパライソ
州、オイギンス州担当局長） 
その他 2名 

調 査 団 
Victor Orellana   JICAチリ支所職員外部コンサルタント 
鈴木 ひろ子  日本語・西語通訳 
髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

記 録 者 髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

面談記録 1. DOP 州事務所の担当事項は次の 5項目である。 

 海岸線の整備 

 漁港の整備と管理 

 ホセ・フェルナンデス諸島とイスター島へのコネクション（フェリー埠

頭などの整備） 

 チリ南部の島々のコネクション（同上） 

 観光とマリーンスポーツ用の港湾施設の管理 

（注）DOP サンチャゴでの紹介では 6項目である。 

2. 担当事項は州に依って異なるが、バルパライソ事務所では最初の 3項目を実
施している。なお、バルパライソ事務所では、バルパライソ州とオイギンス

州を管轄している。 

3. 海岸線の整備についてはアントファガスタが進んでおり、ここは遅れてい
る。今、コンサルタントにより海岸線整備の計画・設計を実施中である。 

4. 海岸に沿う施設の管理責任を負う。リゾートホテルの建物は管轄外である
が、護岸などの施設については監査の権限を持っている。 

5. 漁港の整備・管理に関しては次のようにまとめられる。 

 バルパライソ州とオイギンス州には漁港は 21ある（数については不確か
のようであり、確認が必要）。 

 桟橋、護岸、建物の建設を行う。これらが整っている漁港もあるが、小

規模な漁港では施設は整備されていない。 

 漁港の管理は漁民や地方自治体が行う。 
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 漁船の数は DOP 地方事務所では把握してなく、登録数は経済省漁業庁、
操業船舶数は海軍で確認する必要がある。ある漁港では 30隻が経済省漁
業庁に登録され、海軍に登録され実際操業しているのは 15隻である。 

6. ホセ・フェルナンデス諸島とイスター島へのコネクションに関しては、岸壁
改善のための調査を実施している。 

7. 事業の計画、設計、建設は民間に発注し、DOP は管理のみを実施する。基

準などは本部が定めたものに従う。 

8. 海岸線施設、漁港、へのコネクションの施設に関する図面や設計資料は DOP
バルパライソ事務所に保管しているが（1980年以降のもの）、サンチャゴの
本部でも入手できる。 

漁港の視察 1. バルパライソ南部の漁港と護岸施設を見学。 

 漁港は、日本と異なり、桟橋と漁船を陸上に保管するスペースよりなる。

桟橋には漁船を釣り上げるクレーンが備えられている。漁船を保管する

場所は護岸で保護されている（漁港の写真は本文参照）。 

 太平洋に直接接した漁港ではこの形式が一般的とのこと。防波堤で保護

された漁港の数は尐ないとのことである。 

 漁船は陸上のスペースに保管することになっているが、現金収入を得る

ために駐車場として使っている。漁船は桟橋から保管スペースへの通路

部に置かれている。 

 高波による駐車スペースの浸水を防ぐために、護岸のかさ上げを実施し

た。 

2. バルパライソ港は公社が管理しているが、民間（TPS）が管理しているコン
テナ埠頭、漁港、観光用の桟橋などが混在している（本文写真参照）。 
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面談記録 

件  名 
地球規模課題対応国際科学技術協力事業 
チリ共和国「津波に強い地域づくり技術の向上に関する研究」プロジェクト 
詳細計画策定調査 

面談日時 2011年 8月 26日、11:00 ~ 13:00 

面談機関 Harbour Engineering Department (DOP), Ministry of Public Works (MOP), 

面談場所 Office of Harbour Engineering Department 

出 席 者 

相 手 側 

Mr. Eduardo Mesina Azocar, Jefe Division de Proyectos（プロジェ
クト課 課長） 
Mr. Cristian Flores（プロジェクト課） 
Mr. Rodrigo Filips（プロジェクト課） 

調 査 団 
Victor Orellana   JICAチリ支所職員外部コンサルタント 
鈴木 ひろ子  日本語・西語通訳 
髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

記 録 者 髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

面談記録 1. MOP の組織の中で現業部門には空港、建築、河川、港湾、道路の各局があ

る（組織図は本文参照）。水理研究所は大臣直轄の組織である。 

2. 港湾局には計画課、プロジェクト課、建設課、アドミ・経理部、そして 11
の州事務所がある。V と VI 州、そして VII、VIII、IX 州はそれぞれ一つの

事務所で合わせて管理している。 

3. 港湾局の対象とする事業には次の 6つである（バルパライソ事務所でヒアリ
ングしたものと若干の違いがあるので注意を要する。本文では本部でヒアリ

ングしたものを使用する）。 

 零細漁業のためのインフラ整備 

 海のコネクティビティのインフラ整備（フェリーの埠頭など） 

 海岸や河川（河口部か？）保護のためのインフラ整備 

 海岸線改善のためのインフラの整備 

 観光とマリーンスポーツ用の港湾整備 

 港および海岸のインフラの維持・管理 

 
（注）港湾局が管理する海岸地帯は、海岸線から 80m。それより内部は道路

局、建築局、その他の機関が管理する。海上施設は、資金が十分でな

く建設できないとのこと。 
 

4. 港湾局の役割は次の 5つである。 

 港に係るインフラの計画（上の 6つの事業分野） 

 港に係るインフラの建設（上の 6つの事業分野） 

 国の全ての港湾建設プロジェクトの指導、モニタリング、認可 
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 技術基準の設定 

 個人および他の公共機関が実施する港湾建設の指導と監督 

 海岸や河川（河口部か？）保護のためのインフラ整備 

5. 港湾局の職員数は 265名で、このうち 94名がサンチャゴの本省、残りの 171 
名が州事務所で勤務している。職員の専門には、建築、土木、地形学、監査、

会計、心理学、弁護士、ジャーナリスト、テクニシャンなどが含まれる。 

6. 数値シミュレーションは港湾局の本省の中でプロジェクト課が担当してい
る。総員 15 名であり、課長 1 名、地形 3 名、エンジニアリング 7 名、建築
4名である。数値シミュレーションはエンジニアリング部署で実施。 

7. 数値シミュレーションには出来合いのものを使用しているが、DOPWAVEと
いうプログラムは DOP で開発した。プロジェクトを受注したコンサルタン
トにはプログラムを供与してシミュレーションを実施させる。 

8. 津波のシミュレーションを SHOA の協力で実施している。ホセ・フェルナ

ンデス諸島で実施したが、チリ全国の海岸地帯に適用したいと考えている。

この件では大学との協同はない。 

9. 物理モデルが必要なときは水理研究所に委託する。 

10. インフラの整備とともに、技術基準の整備も港湾局の役目である。現状では、
港湾、海岸施設のチリ基準はなく、アメリカ、スペイン、日本などのものを

参考にして設計している。 

11. 海岸施設の計画・設計を一定のレベルに保つためのマニュアル作りを始めた
（Manual de Obras Maritimay y Costeras, 2011-2012）。他機関（民間企業と大学
を含んだグループ）に作成を依頼することになる。コーディネーター役のコ

ンサルタントの入札を実施したが、価格が高いため再入札となる。 

12. マニュアル作成時期は JICA プロジェクトの実施時期と重なるため、相互に

連絡を取り、相互に利益が出るように進めたい。 

13. 港の図面や設計図書については次のように入手する。 

 公的な港（10の公社が管理する港と漁港）については DOP が所有してい
る。もし無い場合は公社からもらえる。 

 民間管理の商業港や鉱山港は、民間企業へ情報提供を依頼することにな

る。 

14. 港の統計データ（貿易量、コンテナの取扱量など）は、公社が所有するもの
については入手可能。次のウエッブサイトからも入手できる。 

    http://www.sepchile.cl/ 

15. 現状では、上に挙げた 6つの事業では津波に関してあまり考えてなかった。 

16. そこで、JICAプロジェクトからは次の様なものを期待している。 

 日本の津波の歴史、教訓、津波に対する施設の計画・設計法などを学び

たい。 

 研究のノウハウ、数値シミュレーション実施のノウハウやデータの移転

が望まれる。 

 プロジェクトの結果をもとに、津波に対しての現在あるインフラの診断

や評価に用いたい（現状で良いのか、どう改善するか）。 
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 プロジェクトの結果をインフラの改善に結びつけていきたいが、MOP の
予算内でいかに活用できるか考えていきたい。 

 公共インフラだけでは津波災害を防げないので、市などの他の機関の取

組みと協力していく必要がある。 

 本プロジェクトは津波に強い地域づくりが目標であるので、成果は、構

造物の計画・設計段階で住民参加のアプローチに使えるのではないか。 

17. まだアイディアの段階であるが、TALCAHANO で奥村先生が属している、

人と防災未来センターのようなものが設立できないであろうか？MOP、
SHOA、ONEMI 等も含めて、防災の普及センター、災害のメモリアルとす
る。JICAプロジェクトの中でアイディアを育てていきたい。 
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面談記録 

件  名 
地球規模課題対応国際科学技術協力事業 
チリ共和国「津波に強い地域づくり技術の向上に関する研究」プロジェクト 
詳細計画策定調査 

面談日時 2011年 8月 26日、14:30 ~ 15:30 

面談機関 Digimapas Chile 

面談場所 Office of Digimapas Chile 

出 席 者 

相 手 側 Mr. Markus Lothar Rombach 
Mr. Fulvio Cortes, Business and Project Manager 

調 査 団 
Victor Orellana   JICAチリ支所職員外部コンサルタント 
鈴木 ひろ子  日本語・西語通訳 
髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

記 録 者 髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

面談記録 1. 航空レーザー測量ができる民間企業。5年前に設立。会社の詳しい情報は下
記のウエップサイト参照のこと。 

 

http://www.digimapas.cl/uk/index_en.html 

 

2. チリでは今まで 770万 haの実績がある。2010年地震の被災地域では地震前
と地震後のデータを所有している。プロジェクトが対象としているチリ北部

地域の海岸部ではデータを所有していない。 

3. 見積もりには、測量地域の大まかな面積が必要。富田研究総括に確認の後、
見積もりを依頼する。情報を提示後、1週間程度で入手可能。 
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面談記録 

件  名 
地球規模課題対応国際科学技術協力事業 
チリ共和国「津波に強い地域づくり技術の向上に関する研究」プロジェクト 
詳細計画策定調査 

面談日時 2011年 8月 26日、16:00 ~ 17:15 

面談機関 Instituto Geografico Militar (IGM) 

面談場所 Office of Instituto Geografico Militar 

出 席 者 

相 手 側 

Col. Rodrigo Maturana, Head of IGM 
Cap. Pedro Castillo, in charge of risk map 
Mr. Hermann Manriquez Tirado, Jefe de Seccion Relaciones 
Nacionales y Internacionales 

調 査 団 
Victor Orellana   JICAチリ支所職員外部コンサルタント 
鈴木 ひろ子  日本語・西語通訳 
髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

記 録 者 髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

面談記録 1. デジタル地図作製部門、印刷地図作製部門、リスク地図作製部門を訪問 

2. デジタル地図作製部門 

 全国のデジタル地図が入手可能。ただし、コンターの間隔は 50mである。 

 IGM の販売部門で購入できる。 

3. デジタル地図作製部門 

 全国の 1/5万の地形地図が入手可能。地域によっては、より精度の高い地
図が入手できる。アントファガスタでは 1/2.5万の地図がある。 

 IGM の販売部門で購入できる。 

4. リスク地図作製部門 

 リスク地図のデモンストレーションを受ける。来週、8 月 29 日の週に政
府や大統領にお披露目するとのことで、全く新しいシステムである。 

 地震、津波、火山噴火、洪水など自然災害が発生すると、被害地区を特

定して、そこでの公共施設や人的な被害の大まかな把握ができるシステ

ムである。 

 津波に関しては、津波情報が SHOA から入ると、瞬時に浸水域がコンピ

ューターの画面上に表示され、浸水域にある公共施設とその情報、また

被災人数も表示される。どのように浸水域を決めるかは不明。 

 SHOA、SSN、各種省庁など多く機関の情報が統合されている。北部 4州
のものが完成しており、今後他州に広げていきたいとのことである。 

5. リスク地図作製部門は本プロジェクトと交流したいとの意向である。コンタ
クト先は、Mr. Hermann Manriquez Tirado, Jefe de Seccion Relaciones Nacionales 
y Internacionalesである。Tel. (562)(2)4109314 
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面談記録 

件  名 
地球規模課題対応国際科学技術協力事業 
チリ共和国「津波に強い地域づくり技術の向上に関する研究」プロジェクト 
詳細計画策定調査 

面談日時 2011年 8月 29日、10:45 ~ 12:15 

面談機関 National Emergency Office (ONEMI) タラパカ州 

面談場所 Office of ONEMI タラパカ州事務所、イキケ 

出 席 者 

相 手 側 
Mr. Antonio Tapia（所長代理） 
Ms. Theareu Tousalre 
Ms. Tougalez 

調 査 団 

Victor Orellana   JICAチリ支所職員外部コンサルタント 
Juan Carlos Dominguez  チリ・カトリカ大学 
鈴木 ひろ子  日本語・西語通訳 
髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

記 録 者 髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

面談記録 1. 緊急オペレーションセンター、早期警報センター、緊急物資置き場を見学 

 緊急オペレーションセンターには、州緊急オペレーション委員会メンバ

ーが座るテーブルと通信設備、そして 8 面の大型画面が備え付けられて
いる。他州と比較すると設備は整っているとのこと。 

 早期警報センターには各種通信設備が備えられている。国家早期警報セ

ンターにある大型画面はない。 

 緊急物資置き場には、水タンク、マットレス、シャベル、つるはし、ガ

スボンベとガスレンジなどが備蓄されている。資金が十分でないために、

約 100人分とのこと。 

2. ONEMIタラパカ州事務所の職員は現在 6名である。所長は欠員だが、10月
1 日に就任予定であり、計 7 名となる。6 名の内訳は、3 名がプロフェッシ
ョナルで 3名が通信エンジニアである。 

3. プロフェッショナル職員の専門は、哲学、リスク管理と環境、地形学である。
所長代理の専門は哲学であるが、ONEMI 本部にある市民保護アカデミーに
おいて市民の教育訓練を担当しており、市民保護に見識がある。彼はサンチ

ャゴからイキケへ転勤してきたが、ONEMI 内部での転勤はあまりなく、ま
れな例である。 

4. プロフェッショナル職員の平常時の業務は、オペレーションセンターの管
理、“学校安全プログラム”や“幼稚園・保育所の安全プログラム”の推進、

地図作り、自治会・コミュニティに対する研修・訓練などである。州知事と

ともに応急対応活動も実施する。 

5. 早期警報センターは 3 名の通信担当テクニシャンが 12 時間シフトで担当す
る。4名が定員であり、3名での勤務条件は厳しい。 

6. 人件費、オペレーション費用は別にして、事務所経費は年間 2,700万ペソで
ある（バルパライソと同額）。高額な資材の購入は、まず ONEMI 本部に申
請するが、だめな場合は州に支援を求める。また、民間の寄付を募ることも
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ある。オフィスにある家具や通信設備の購入費は半分が ONEMI本部、半分
が州から出ている。 

7. イキケでの取組みと課題 

 イキケでは SHOA が浸水予測図を作成していて、これをもとに避難計画

図を作成している。しかし、SHOA 作成の浸水予測図に疑問を抱くこと

もある。イキケの他には浸水予測図はない。 

 津波警報サイレンは設置されてないが、知事が設置を考えている。 

 避難計画では、イキケ市では避難経路が長い地区もあるため、老人や障

碍者は高層ビルに避難する必要がある。 

 避難地域（標高 30m以上）に至る道路が大きい建物などにより遮断され

ている場所もあり、最短で避難できない所もある。 

 イキケの課題として、津波に加えて、地震による家屋の倒壊や土砂災害

がある。 

 市は予算がないため専任の防災担当者はいない。 

 ONEMIは市と協力して防災活動を実施している。市長と市の防災担当者
との関係が良いためうまくいっている。来年市長の選挙があり、新しい

市長が選ばれると、始めから教育する必要がある。 

 州は市長に対して命令権はない（例えばサイレンの設置など）。ONEMI
も同様である。このため市長との友好関係をいかに保つかが重要である。 

8. タラパカ州での取組みと課題 

 タラパカ州の海岸線に沿って 15の漁村がある。ここでは“安全アイラン
ド”を標高 30m以上の箇所に設置することを行っている。場所は州知事

と ONEMI中央と相談の上決定する。“安全アイランド”には太陽光発電
によるサイレン、照明、通信設備が設置されることになっており、最終

的にはここに資材が蓄積される。 

 震度 7（メルカリ）以上の地震が起こると（立っていることが難しい揺れ）、
自動的に“安全アイランド”に逃げることを ONEMIで教育している。 

 タラパカ州には硫酸を扱う湾と銅の積み出し港がある。また、塩の積出

港もある。 

9. 過去の津波に対する対応 

 2010年 2月のチリ地震・津波に対しては対応はなし。 

 2011 年 3 月の日本からの津波に対しては住民を避難させた。イキケでは
影響がなく、アリカでは影響があった。 

10. ONEMIタラパカ州事務所の課題 

 中央で計画していることの全てが地方で達成できず、中央と地方のギャ

ップがある。 

 管轄している地区は海岸線が長くまた内陸にも 200kmの距離があり、津

波だけではなく他の自然災害や自動車事故などにも対応する必要があ

る。各災害に対するプロトコルが必要であるし、人員や通信設備も不足

している。州事務所として十分活動できるようになりたい。 

 指定した避難場所が地震に堪えられるか確認していない。 
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 ONEMIの州事務所も浸水地域に入っていて安全ではない。賃貸であり、
新しい場所に移動することを州知事とも相談している。ONEMI本部と移
転を相談しているが、納得させるには時間がかかるため、州の資金を考

えている。 

 現知事は防災意識が高く理解があるが、知事が変わるとどうなるか分か

らない。 

11. JICAプロジェクトから期待すること 

 日本は津波防災に関して経験や技術を持っている。リスク評価から市民

保護にいたるまでの情報を伝えて欲しい。例えば、チリでは安全地帯に

関しては標高 30mしか指定されていない。また、防波堤などは造られて

いない。 
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面談記録 

件  名 
地球規模課題対応国際科学技術協力事業 
チリ共和国「津波に強い地域づくり技術の向上に関する研究」プロジェクト 
詳細計画策定調査 

面談日時 2011年 8月 29日、13:00 ~ 14:30 

面談機関 Intendencia, Regional de Tarapaca（州庁） 

面談場所 Office of Governor 

出 席 者 

相 手 側 

Ms. Luz Ebensperger Orrego, Intendente Regional de Tarapaca 
Captain Cristian E. Galvez, Maritime Governor, Maritime 
Governor’s Office, Chilean Navy 
他 3名、Maritime Governor’s Office, Chilean Navy 
Mr. Antonio Tapia, ONEMI Tarapaca 

調 査 団 

Victor Orellana   JICAチリ支所職員外部コンサルタント 
Juan Carlos Dominguez  チリ・カトリカ大学 
鈴木 ひろ子  日本語・西語通訳 
髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

記 録 者 髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

面談記録 1. 今年 3月に州知事に就任した。州としても津波には関心が高い。中・長期的
に地震が起こると予測されているが、十分な準備はしていない。 

2. タラパカ州について 

 タラパカ州の海岸線は長く、漁村が点在している。漁村への対応が課題

の一つである。 

 11 月から 3 月の夏期には海岸線のビーチで多くの人がキャンプをしてい
る。避難警報の伝達や通信方法がないため、地震・津波が起こると大き

な被害が予測される。 

 州庁、警察、海軍も海岸沿いの津波浸水域にあり、被害が予測される。

また、災害時に対応できる様な施設は整えられていない。 

 ONEMI州事務所のスタッフは優秀であるが、人数が尐ないために対応で
きない。 

3. イキケについて 

 1877年に津波被害を受けたが、それ以降被害はない。 

 最近 SHOA が浸水予測図を改訂して、浸水域の面積が広がった。予防的

な面では浸水域が広い程よいが、住民は混乱していると感じている。 

 港と街が隣接している。また、車の数も多いため、津波による流出で被

害を受けるのではと心配している。危険物質の海への流出も考えられる。 

 浸水域に電気、水道などのインフラが集中している。被災を受けると回

復するのは困難である。 

 港がある地区では避難時間がかかりすぎる。 

4. 州としての対応 
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 海軍と協力して緊急対応計画を策定した。公共機関を通して住民に伝え

るようにしている。 

 州全域に通信網を整備する計画である。 

 海岸地帯に沿って警報システムを整備する計画である。来年 3 月の完成
を目指している。電源は太陽光発電とする。 

 安全アイランドでは、太陽光発電による電気はあるが、その他資材の蓄

積や通信設備の整備がまだである。 

5. 演習について。 

 前に避難訓練を 1回実施している。今年は 6月 30日に予定していたが、
無線や警報システムが整っていなかったので、11月に変更した。 

 消防隊が建物倒壊に備えた演習を実施している。 

 消防と鉱山会社がレスキューセンターを造り、津波や火事などの発生時

の訓練を実施している。 

6. JICA+JST プロジェクトへの期待。 

 JICA+JST プロジェクトのパイロット地区としてイキケやタラパカ州を

選んで欲しい。 
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面談記録 

件  名 
地球規模課題対応国際科学技術協力事業 
チリ共和国「津波に強い地域づくり技術の向上に関する研究」プロジェクト 
詳細計画策定調査 

面談日時 2011年 8月 29日、16:00 ~ 17:00（面談）、18:30 ~ 19:30（イキケ港見学） 

面談機関 Ministry of Public Works (MOP)、Tarapaca、港湾局（DOP）タラパカ州 

面談場所 Office of Direccion de Obras Portuarias, MOP Valparaiso（港湾局会議室） 

出 席 者 

相 手 側 

Mr. Mauricio Mortealegke, Direccion de Obras Prortuarias, 
Director Regional 
Ms. Maue Oyalel, Direccion de Obras Prortuarias, Ing. 
Mr. Chrdio sanchez Perez, Direccion de Obras Prortuarias, Ing.  
Mr. Antonio Tapia, ONEMI Tarapaca 

調 査 団 

Victor Orellana   JICAチリ支所職員外部コンサルタント 
Juan Carlos Dominguez  チリ・カトリカ大学 
鈴木 ひろ子  日本語・西語通訳 
髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

記 録 者 髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

面談記録 1. 港湾局（DOP）タラパカ州事務所は 10 名の職員がおり、内訳は所長 1 名、
プロジェクト課 2 名、企画課 2名、建設課 2名、秘書 3名である。 

2. 業務は海岸インフラの企画から建設を担当しており、プロジェクには次の 3
つがある。 

 海岸の遊歩道 

 海岸構造物 

 漁船の桟橋や漁港と付帯施設 

3. タラパカ州には大きな港が 3つある（1つが半官半民、2つが民間）。ここで
の施設が基準を守っているかどうか監査する権限もある。 

4. 津波後は、港や護岸の被害調査や復旧・復興計画を策定する。 

4. 海岸構造物は護岸と消波ブロックが主であり、イキケとその周辺に施行され
ている。イキケの海岸線にはビーチが多い。 

5.  イキケでは津波に対する対策は殆ど実施されていない。小さな漁港でも同様
である。イキケでは、1877年、1960年、2005年に津波があったが、2010年
2月 27日の地震により対策の必要性を認識した。 

6. 津波の対策には津波エネルギーを消散させる手法があり、南部では植林が考
えられているが、砂漠地帯である北部ではどのような手法があるか分からな

い。標識などを整備し、地震が起こるとすぐ避難することを教えることが重

要である。 

7. 資料・情報について 

 DOP が直接関わったプロジェクト（項目 2参照）の設計図書は DOP 地方
事務所で管理している。ただし、プロジェクト数は尐ない。 

 イキケ港は漁港、民間港、観光桟橋、軍港などが混在しており、これら
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を含めた港全体の施設の情報は把握していない。 

 浚渫時の浅深測量のデータはあるが、詳細なものではない。 

 イキケ市の海岸線では、海側が DOP、陸上は市が管理しているため、両
者の協力が必要である。 
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面談記録 

件  名 
地球規模課題対応国際科学技術協力事業 
チリ共和国「津波に強い地域づくり技術の向上に関する研究」プロジェクト 
詳細計画策定調査 

面談日時 2011年 8月 29日、17:00 ~ 18:00 

面談機関 Municiaplidad de Iquique、建築課 

面談場所 Office of Direccion de Obras Portuarias, MOP Valparaiso（港湾局会議室） 

出 席 者 

相 手 側 

Ms. Yeny Catalina Osorio Lozan, Director de Obras Municipales
（建築課長） 
Mr. Rodrige Valenzuel Usorio、イキケ市都市計画顧問 
他 2名、イキケ市建築課 
Mr. Antonio Tapia, ONEMI Tarapaca 

調 査 団 

Victor Orellana   JICAチリ支所職員外部コンサルタント 
Juan Carlos Dominguez  チリ・カトリカ大学 
鈴木 ひろ子  日本語・西語通訳 
髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

記 録 者 髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

面談記録 1. 建物情報の保管 

 市にある全ての建物（公共施設と民間建物）の情報は市が管理・保管し

ている。情報は住所、建物の構造、世帯数などである。ただし、図面上

には整理されていない。 

 例外は刑務所と軍の施設で、市には情報はない。 

2. イキケ市の現状 

 市の 30%が浸水域に入っている。 

 海岸線に沿うこの地域には高層ビルが建てられており、人口密度も高い。 

 高層ビルが地震で被害を受けなければ、津波時の避難場所となる。今ま

では、地震後ビルからすぐ避難するよう教えていたが、今では方針を変

えて、高層ビルに留まるように指導している。 

 ただし、高層ビルを周辺の住民の避難所にするためのプロトコルは決ま

っていない。 

 2005 年の津波による被害状況は十分把握されてなく、また記録も保管さ
れていない。きちんと把握されておれば、津波対策に役立つであろう。 

 イキケの問題として、地盤の不同沈下や液状化の問題もある。 

3. 土地利用計画による対応 

 市には土地利用計画がある。地区によって規制内容は変わってくる。 

 20~25年のスパンで計画を立てる。現在のものは 80年代に作成されたも
ので時代遅れである。3~4年前に新しい地区を追加した。ただし、津波防
災に対しての規制はない。 

 ただし、海岸地帯に沿ってある幅に関しては、公共利用に限っている。
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また、避難道路の幅の確保や障害物の除去を規制している。 

 SHOA の浸水予測図では、安全地帯を標高 25mから標高 30m以上に引き

上げたが、まだ公式なものではない。あと数ヶ月で公式なものとなる 

4. 市の緊急対策 

 市には緊急対策室があり、コーディネーターとして働く専任の担当者が 1
名いる。 

 2005 年の被害をもとに、将来の地震・津波による被害をどのように緩和
するか検討を始めた。 

 市を 5 つのゾーンに分けており、各ゾーンにオペレーションセンターを
設置している。独立して、緊急時に機能できるようになっている。 

 日中の学校の避難や夜間の避難を課題と考えている。 

 家族単位での対策が重要であると考えており、デレビ、ビデオ、パンフ

レットを使って啓蒙活動を行っている。 

1. JICA+JST プロジェクトから期待すること 

 どんなに小さなことでも良いが、市として実際に使える助言が欲しい。 
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面談記録 

件  名 
地球規模課題対応国際科学技術協力事業 
チリ共和国「津波に強い地域づくり技術の向上に関する研究」プロジェクト 
詳細計画策定調査 

面談日時 2011年 8月 30日、15:00 ~ 16:30 

面談機関 Municiaplidad de Antogagasta 

面談場所 Office of Mayor 

出 席 者 

相 手 側 

Mr. Juan Galvez Varnechea、施設課長 
Mr. Carlos Gaytan Rivadaneiza、緊急およびオペレーション課
長 
他 3名  
Mr. Mauricio Serlano Silva, Deputy Director of ONEMI 
Antofagasta 
Ms. Paulina Valdebenito, ONEMI 

調 査 団 

Victor Orellana   JICAチリ支所職員外部コンサルタント 
Juan Carlos Dominguez  チリ・カトリカ大学 
鈴木 ひろ子  日本語・西語通訳 
髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

記 録 者 髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

面談記録 1. 市役所で防災に係る組織には、市の緊急オペレーション委員会（Committee of 
Operation for Emergency, COE）、緊急およびオペレーション課、計画課、開発
課、施設課が含まれる。 

2. COEは緊急時に招集される委員会で、国、州、県レベルにもある。 

3. 緊急およびオペレーション課は、緊急時の対応を計画し、緊急時には市長の
下で（コーディネーターを介する）、全ての緊急活動を管理する。そのため

の人材と資材を保有している。 

 課の職員は平常時に 17 名で、緊急時には 60 人に増員される。ただし、
この課は“および”が使われているように他の職務と兼務であり、平常

時には清掃、草刈りなどの他の業務に従事している。 

4. 計画課では次の様な活動を実施している。 

 過去の被害記録の収集と調査。例えば、過去にはコロン広場まで津波が

到達したなど。 

 市内の各場所の災害リスクの評価 

 アントファガスタ市では、津波より土石流が問題である。1991 年に発生
した土石流では大きな被害が発生した。土石流の危険箇所は規制計画に

反映されている。また、砂防ダムも建設されている。 

5. 開発課は死者、行方不明者、孤立者の人数を調べて ONEMIに報告する。ま
た、避難所や食料についても担当し、救援物資も受け入れる。 

6. 施設課は建物、インフラ（道路や橋を含む）の被害を調査して、ONEMI に
報告する。復旧・復興に関しては MOP と交渉する。 
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7. 市は緊急時の行動計画（Working Plan）を持っている。行動計画の作成は法
律で定められたもので、市として対策をとるときの枠組みを示している。概

要は次のとおりである。 

 リスクについての調査（地形や水深などを考慮） 

 災害前、災害時、災害後の行動の基準 

 能力に合わせた人的資源の活用 

 計画策定のステップ（計画、現場での検証、災害時の実際の対応） 

 市役所内部での調整、外部機関との調整 

8. 市を 17 の区域（サブゾーン）に分けており、災害時には通信機器を備えた
車を各ゾーンにそれぞれ 1台は位置する。パトロールを実施し、状況をコン
トロールセンターに報告する。津波に対する安全地帯は標高 30m 以上に設

けているが、危険地帯に住民が残っていないように管理し、報告する。実際

のオペレーションは ONEMIが実施する。 

9. 市には規制計画があり、それに従って対応している。 

 安全地帯を定めている。危険地帯での建築の規制はしてなく、危険地帯

を示すことによるソフトな対応をしている。 

 2010 年の災害の経験は建築材料が重要であることを示しており、家の建
築を禁止するのではなく、適正な材料を使用して建築することを推奨し

ている。 

 避難経路や集合場所は規制計画には含まれていないが、定めている。ま

た、避難経路の幅の確保や障害物の除去などに努めている。避難場所も

集まり易い場所を選定するようにしている。 

10. 今後の課題には次のものが含まれる。 

 安全地帯が標高 20mから 30m以上に引き上げられたため、安全地域を再

検討している。 

 関係する機関（警察、消防、病院、学校、赤十字、市の開発委員会など）

の防災計画を作成する必要がある。 

 2010 年の災害ではアマチュア無線が大きな役割を果たした。このネット
ワークを確立する必要がある。 
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面談記録 

件  名 
地球規模課題対応国際科学技術協力事業 
チリ共和国「津波に強い地域づくり技術の向上に関する研究」プロジェクト 
詳細計画策定調査 

面談日時 2011年 8月 30日、16:45 ~ 17:45 

面談機関 Intendencia, Regional de Antogagasta（州庁） 

面談場所 Office of Governor 

出 席 者 

相 手 側 

Mr. Pablo Toloza, Deputy Governor of Antofagasta 
Mr. Mauricio Serlano Silva, Deputy Director of ONEMI 
Antofagasta 
Ms. Paulina Valdebenito, ONEMI 

調 査 団 

Victor Orellana   JICAチリ支所職員外部コンサルタント 
Juan Carlos Dominguez  チリ・カトリカ大学 
鈴木 ひろ子  日本語・西語通訳 
髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

記 録 者 髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

面談記録 1. 州知事が不在のため、州知事代理である県知事が対応。 

2. チリ北部では地震のエネルギーが蓄えられており、州は地震・津波に対して
強い危惧を抱いている。 

3. アントファガスタ州の取組みは次のとおりである。 

 8 月 19 日の演習に加えて、学校、病院、自治会などで小規模な訓練を年
間にわたり実施している。 

 州の緊急オペレーション委員会の委員の研修、訓練、演習を実施する。

研修は 2~3 回実施した。 

3. 州では次のプロジェクトを実施または計画している。 

 海岸線に沿って津波警報サイレンの設置。州として予算は確保している。 

 全ての漁村に安全アイランドを設置する。メヒヨネスでは準備が進んで

おり、用地の整地と、サイレン、スピーカー、ランプ、太陽光発電パネ

ルを備えたポールを立てている。 

 各市長と州の緊急オペレーション委員会を結ぶ通信システム（衛星電話）

の予算も承認されている。 

 海岸線での津波避難経路標識の設置費用の予算も承認されている。火山

の避難経路標識も同様である。 

 照明設備、発電機、野戦病院などのセット（ベーシックキット）の購入

も承認された。地方自治体に渡す予定である。 

 市民保護の考え方は市民の中や当局の中にも浸透している。さらに促進

するためにモデル活動やプロトコルが必要であり、その財源は確保して

いる。ONEMI州事務所長も知識や情報をくれる。 

4. 新しい浸水予測図の作成 
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 チリでは SHOA が浸水予測図を作成するが、ここでは地元のアントファ

ガスタ大学とカトリックノルテ大学に委託して、新しい浸水予測図を作

成している。アントファガスタ大学は災害軽減センターを持っている。 

 この理由は、市が浸水予測図作成に必要となる地図を渡さなかったこと

で、SHOA の作成スケジュールの最後にまわされて完成が 2014~2015 年
になるためである。早急に欲しいため独自に作成することにした。 

 なお、完成した浸水予測図は SHOA の承認を受ける。 

5. 州の緊急オペレーション委員会に科学者であるラミネス先生を入れている。
科学者を委員会のメンバーにしているのはアントファガスタ州だけである。

3 月 11 日東北大地震による津波の到達時間をこの先生は独自のシミュレー
ションによって SHOAより正確に予測した。 

6. 海岸地域では高層ビルへの鉛直方向の避難が有効であると考えているが、ま
だ方針として決定されていない。なぜなら、避難する建物の耐震性を評価す

る手法が確立されていないためである。 

7. 州と地方自治体との関係 

 州と県の知事は大統領が任命するが、地方自治体の首長は選挙で選ばれ

る。このため両者の関係は難しいが、対立するのではなく災害には州と

市が協力して取組む必要がある。緊急時には両者が機能してきた。 

 規模の小さい災害では市の緊急オペレーション委員会が対応するが、規

模が大きくなると州の緊急オペレーション委員会が対応する。この時、

市は 1 つの構成員である。その上位が国の緊急オペレーション委員会で
ある。 

 3 月 11 日東北大地震による津波のときは州レベルの委員会が市長に対し
て避難場所を指示した。 

 州の緊急オペレーション委員会の構成員は軍隊でも警察でも権限を持っ

ている人がなる。市の委員会のメンバーは権限のない人がメンバーであ

る。また、州政府は海軍、公務員など全ての資源を持っている。 

 自治体レベルのレスポンスは重要であるので、州と市は協力して災害に

取組みたい。 

8. JICA+JST プロジェクトへの期待 

 日本の経験は世界の経験であるので、研究成果が地方レベルまで伝えら

れることを期待している。 

 東北大震災のテレビ画像を見ていると、日本の緊急対応が進んでいるよ

うに感じられた。この分野でも日本の知識や経験を知ることは重要であ

る。 
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面談記録 

件  名 
地球規模課題対応国際科学技術協力事業 
チリ共和国「津波に強い地域づくり技術の向上に関する研究」プロジェクト 
詳細計画策定調査 

面談日時 2011年 8月 30日、18:00 ~ 19:30 

面談機関 National Emergency Office (ONEMI), Antofagasta 

面談場所 Office of ONEMI, Antofagasta 

出 席 者 

相 手 側 
Mr. Mauricio Serlano Silva, Deputy Director of ONEMI 
Antofagasta 
Ms. Paulina Valdebenito, ONEMI 

調 査 団 

Victor Orellana   JICAチリ支所職員外部コンサルタント 
Juan Carlos Dominguez  チリ・カトリカ大学 
鈴木 ひろ子  日本語・西語通訳 
髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

記 録 者 髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

面談記録 1. ONEMI州事務所の概要 

 所長 1名、所長代理 1名、アシスタント職員（教師）1名、テクニシャン
4 名の、計 7 名である。 

 所長を含む職員 3名で広範な業務を担当する。担当する地域も広く、州、
県、市、学校などに対する活動を行うため人員は不足している。テクニ

シャンは警報システムを担当する。 

 毎年の演習の準備には 4 ヶ月ほど要し、直前の 1 ヶ月はかかり切りにな
る。今年は大雪による 5 号線（パンアメリカンハイウエー）の閉鎖が重
なり、大変であった。 

2. アントファガスタ州の行政区分 

 アントファガスタ州は、アントファガスタ県、カラマ県、トコピージャ

県の 3つの県よりなり、さらに 9つの地方自治体より構成される。 

 州、県、市の各区レベルに緊急オペレーション委員会（COE）があるが、
アントファガスタ県は州都であるため県の COEはない。 

 ONEMI州事務所は州レベルに機関であり、県と市レベルに相当する組織
はない。県と市の市民保護課（アントファガスタ市では緊急およびオペ

レーション課）の課長が ONEMI州事務所のカウンターパートとなり、業
務を助けてくれる。チリの他州も同じ仕組みである。 

3. 国、州、県と市の関係 

 州、県の首長は大統領が指名する。一方、地方自治体の首長は選挙で選

ばれる。いずれも政党の代表者である。 

 州、県の首長は現政権に属しているが、9つある地方自治体の首長は全て
野党側に属している。特に、アントファガスタ市の首長は、前アントフ

ァガスタ州知事であった。 

 大統領と州知事共に市長には命令はできず、できるのは勧告だけである。
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ONEMIも同様である。緊急事態には連携が取れるが、平常時には多くの
課題が生じる。 

4. 州、県、地方自治体のいずれのレベルも防災計画を持っている。 

5. ONEMI と地方自治体は年に 2 回会議を持ち、半年毎に活動計画を立てる。
地方自治体によって防災活動の熱心さに差がある。熱心にやる所とそうでな

い所がある。アントファガスタ市の緊急およびオペレーション課長は能力の

範囲で一生懸命やってくれる。 

6. 2010年の演習の教訓 

 津波サイレン/アラームの不足。アントファガスタ市に 7基あったが十分
ではなかった。 

 電話通信ネットワークの不備。 

 観光客への対応が十分でなかった。どこまで逃げてよいかの標識が設置

されていなかった。 

 地方自治体により取組みに差があった。 

7. 2010年演習の課題への対応 

 海岸地帯に新しく 34基設置することになり、予算も承認され、これから
入札となる。アントファガスタ市には新しく 7 基設置される計画で、計
14 基となる。 

 新しく衛星電話の購入が必要となる。 

 国際基準の標識を設置する（火山も同様である）。 

 9 つの地方自治体にベーシックキットの設置が決まった。これは、コンテ
ナの中にトイレやシャワーなどを備えたもので、各地方自治体に 1 セッ
ト設置する。ONEMI 州事務所にも 1 セット設置し、計 10 セットを融通
し合って活用する。メヒヨネスは平地であるため、置き場所を工夫しな

いと津波で流される恐れがある。また、メヒヨネスは市独自で入手しよ

うとしている。 

8. 2011年 8月 19日の演習の評価は分析中であるが、私見としての教訓には次
の様なものがある。 

 数回演習を繰り返すと、避難のためのインフラ（サイレンや通信機器な

ど）は整備される。この後は、市民と一体となった活動が必要となる。 

 地方にある漁村が弱点である。10 家族程度の漁村には通信手段がなく、
警報も届かない。 

 障害者や老人の避難の問題。 

9. 市民の防災活動の必要性 

 市民の防災活動の必要性は認識しているが、具体的な実施方法は分から

ない。 

 チリには自助、互助の概念はない。学校や自治会でのワークショップに

おいて、自助、互助という言葉を使わず、隣人（例えば、鉱山労働者の

主人が単身赴任で留守の子供が 10人もいる家庭）を助けることの重要性
を話すが、なかなか理解してもらえない。 

 チリ人はすぐ公助を求める傾向がある。 
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10. ONEMI州事務所の課題 

 ONEMI州事務所は調整が主な業務であり、実動部隊を持つまでには至っ
ていない。 

 市が拒否すれば、強制できない。まだ両者間にギャップがあり、現状で

は市とうまくつき合うしかない。 

 全漁村に安全アイランドを設けようとしているが、困難である。 

11. JICA+JST プロジェクトに期待するもの 

 コミュニティでの活動 

 浸水予測図の改善 

 都市計画 

 被災緩和施設（調査の実施方法を含む） 

 港湾の整備 
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面談記録 

件  名 
地球規模課題対応国際科学技術協力事業 
チリ共和国「津波に強い地域づくり技術の向上に関する研究」プロジェクト 
詳細計画策定調査 

面談日時 2011年 8月 31日、9:45 ~ 10:45（面談）、10:45~11:15（Safety Island見学） 

面談機関 Municipalidad de Mejillones 

面談場所 Office of Mayor 

出 席 者 

相 手 側 

Mr. Jose Miguel Latorre Luduena, Administrador Municipal （市
長代理） 
Ms. 、緊急オペレーション課長 
Mr. Mauricio Serlano Silva, Deputy Director of ONEMI 
Antofagasta 
Ms. Paulina Valdebenito, ONEMI 

調 査 団 

Victor Orellana   JICAチリ支所職員外部コンサルタント 
Juan Carlos Dominguez  チリ・カトリカ大学 
鈴木 ひろ子  日本語・西語通訳 
髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

記 録 者 髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

面談記録 1. メヒヨネスの概要 

 メヒヨネスは平らな海岸線に沿って広がっている。東側は広大な敷地の

工業団地があり、西側は山地となる。工業団地には 20の大企業と民間の
港湾がある。山地側の地盤は高く、また、工業団地の地盤も高い。メヒ

ヨネスの市街はちょうど両者に挟まれた地形がくぼんだ位置にあり、津

波に対して弱い。 

 人口は住民が約 12,000 人（2002 年の国勢調査の人口と異なる）、工業団
地で働く人を入れると計 20,000 人ぐらいである。住民の分布は調べてい
る。 

 市民の津波に対する意識は高くまた訓練にも積極的に参加するため、市

としては津波そのものに対してあまり心配していないが、工業団地にあ

る薬品（硫酸、アンモニアなど）を貯蔵したタンクなどが地震・津波で

被災したときの二次災害を懸念している。 

2. 8月 29日の演習 

 住民はよく教育されており、演習には多くの住民が参加する。8 月 29 日
の演習には約 8,000人の住民が参加した。 

 警報は消防から出した。 

 安全アイランドへの避難時間は最短で 5 分、平均して 12~15 分であり、
目標の 17分を下回った。 

3. メヒヨネス市の取組み 

 市民保護課の職員数は平常時で 3 名（運転手を含む）、非常時には 50 名
に増員される。企業から寄付された車を保有している。 
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 ONEMIの指導で学校安全プログラムを実施しており、各学校で避難訓練
などをおこなっている。避難時にはプラカードや旗を用いるが、学校に

よって異なっている。 

 テレビ、ラジオでもスポットで教育している（州全域か？）。 

 安全地帯を確保するための投資はしてきた。また、7基の津波サイレンを
設置する予定である。 

 浸水予測図はあるが、40年前の津波の浸水域とは一致していない。 

 2007 年の地震時には工業団地の地面に亀裂が生じた。また市役所から 5
ブロック離れた所にも亀裂が発生した。原因を調べる必要がある。 

 企業の被災による二次災害の影響については調べてなく、対策も取られ

ていない。企業は独自に対策をとっているものと考えるが、住民を納得

させるために科学的に証明することが必要である。 

4. 現状の課題 

 現在の法律では、市の予算で事前に緊急用の資材や食料を購入して備蓄

しておくことができない。会計検査局が認めてくれない。現状では、企

業の寄付でまかなっている。 

 安全アイランドの整備は重要な課題であるが、ONEMIや州から整備の指
示はあるが、資金援助はない。位置は ONEMIが指定する。 

 州知事や ONEMIとは良い関係を保っているが、事前準備を推進する法律
がないことが問題である。 

 企業による二次災害の調査を行いたいが、裏付ける法律も資金もない。 

 以前は環境ブームで環境省もでき取組みも進んでいる。2010 年の災害を
受け、今回は防災の取組みが進むことを期待している。 

5. 安全アイランド訪問 

 メヒヨネスにある 4 ヶ所安全アイランドがあるが 1 ヶ所訪問。海岸線か
ら避難道路に沿って約 1.5kmの地点。標高は約 30mである。 

 整地されただだっ広い場所で、太陽光発電パネル、照明、警告灯などを

設置した 3基のポールが立っている。ここの整地費用は 5,000万ペソであ
り、企業や友人からの寄付でまかなった。 
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面談記録 

件  名 
地球規模課題対応国際科学技術協力事業 
チリ共和国「津波に強い地域づくり技術の向上に関する研究」プロジェクト 
詳細計画策定調査 

面談日時 2011年 8月 31日、11:30 ~ 12:00（桟橋補修工事現場） 

面談機関 港湾局（DOP）アントファガス州 

面談場所 メヒヨネス桟橋 

出 席 者 

相 手 側 

Mr. Alejandro Riquelme, Director of DOP Antofagasta 
Mr. Mauricio Serlano Silva, Deputy Director of ONEMI 
Antofagasta 
Ms. Paulina Valdebenito, ONEMI 

調 査 団 

Victor Orellana   JICAチリ支所職員外部コンサルタント 
Juan Carlos Dominguez  チリ・カトリカ大学 
鈴木 ひろ子  日本語・西語通訳 
髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

記 録 者 髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

面談記録 1. 港湾局（DOP）アントファガスタ州事務所が施行している、漁船用桟橋の補
修工事現場を訪問。 

 最長 18mの漁船が使用する桟橋の補修工事で、鋼管の腐食対策が課題と

のこと。 

 工費は 2億 8,000万ペソ、工期は 5ヶ月で、工事はサンチャゴに本社があ
る建設会社が実施。 

 桟橋の横方向の設計外力は 2mの波浪、地震力、船によるインパクトで、

津波は考慮していないとのこと。ちなみに、砂地盤への杭の根入れ深さ

は 50cmである。 

2. 桟橋には SHOA により国家津波警報システムの一環として潮位計が設置さ

れている。ソーラーパネルによる発電と通信システムが一体となっている。 
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面談記録 

件  名 
地球規模課題対応国際科学技術協力事業 
チリ共和国「津波に強い地域づくり技術の向上に関する研究」プロジェクト 
詳細計画策定調査 

面談日時 2011年 8月 31日、12:30 ~ 13:30（面談）、13:30~14:00（港内見学） 

面談機関 Puerto Angamos（アンサモス港管理会社） 

面談場所 Office of Puerto Angamos 

出 席 者 

相 手 側 
Mr. Rodrigo Larrain Cruzat, Jefe Comercial 
Mr. Esteban Raul Diaz, Sub Gerente de Operaciones 
Mr. Alejandro Riquelme, Director of DOP Antofagasta 

調 査 団 

Victor Orellana   JICAチリ支所職員外部コンサルタント 
Juan Carlos Dominguez  チリ・カトリカ大学 
鈴木 ひろ子  日本語・西語通訳 
髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

記 録 者 髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

面談記録 1. アンサモス港（Puerto Angamos）の概要 

 民間管理の港で、主に銅の積出港である。内陸には鉱山が数多くあり、

チリの銅産出量の 60%を占める。 

 1995 年の津波でアントファガスタ港が被害をうけたため、鉱山会社が銅
の積出港をメヒヨネスに移した。CODELCO（国営の世界最大の銅生産企
業）が所有する土地を、港湾管理会社、港湾建設会社、投資会社が出資

した民間会社が 20年間借り受け、BOT契約で港の建設、運営、商業化し
ている。 

 4 つのバースがあり、コンテナと一般貨物を含めて年間 500万トンの積出
能力を持つ。 

 2009 年の実績は、217 万トン（11.5 万 TEU）であり、このうち銅の積出
量は 146万トンであった。ちなみに、東京港のコンテナ取扱量は 2007年
度で 381.8万 TUE であった。 

 24 時間のオペレーションで、従業員 750人が 3シフトで働く。 

 港に隣接する工業団地には 2 つの火力発電所があり、発電量は全チリの
25%を占めている。このうち 80%が鉱山会社で使用される。 

2. 津波対策 

 SHOA が定めた浸水域（標高 25m から現在は標高 30mに修正）をもとに

避難計画を作成し、避難訓練も実施している。 

 港の後背地は標高 23mの海岸段丘であり、この上に事務所棟、銅の貯蔵

所、空コンテナのデポがある。第 1の避難場所が標高 30mの事務所棟横

で、そこから、第 2、第 3（敷地外で標高 40m）の避難場所に移動する。 

 硫酸タンクなどの危険物は標高 30m以上の所に設置している。 

 港湾施設の被害予測も実施しており、15 日で最低限のオペレーション、
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45 日で完全な港湾機能の回復を目指している。 

 隣接する工業団地の企業と共同で緊急対応チームを作っている。港の管

理会社の社長がヘッドである。 

3. 8 月 19 日の演習時には、サイレンの合図で 1 シフトの全員（約 250 人）が
避難所まで避難した。 

4. 津波のシミュレーション 

 2010 年 12 月に津波のシミュレーションをチリのコンサルタントに依頼
して実施した。港での最大津波高さは 14mとのことである。シミュレー

ションの後、特別な対策はとっていない。 

 シミュレーションの概要は入手した資料を参照されたし。 

 シミュレーションを実施したコンサルタントは、PRDW Aldunate Vasquez
である。PRDW は南アフリカの会社で、Aldunate と Vasquez は個人名。
このコンサルはロドリゴ先生の知り合いで、情報の入手は可能。 

 シミュレーションに用いた水深データは港建設時に測定したものを使用

した。 

 シミュレーション結果はメヒヨネス市長には提出したが、港湾局（DOP）
アントファガスタ事務所とは共有していない。 

5. DOP との関係 

 民間が建設し、民間が運営する港である。 

 今後、拡張工事があるときは、DOP が設計を承認し、設計どおりに建設
されているか確認する。 

 浚渫工事は、環境省が EIA を承認し、その後 DOP が設計を承認する。 

 津波に対する安全性の再検討の指示は、DOP の権限外である。インフラ
整備のみに DOP は関与する。 

 DOP アントファガスタ事務所の所長も面談と港湾見学に参加したが、港
湾を見るのは始めてとのことであった。 

 津波時には船舶は沖合に避難するが、海軍には避難命令の権限はない。 
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面談記録 

件  名 
地球規模課題対応国際科学技術協力事業 
チリ共和国「津波に強い地域づくり技術の向上に関する研究」プロジェクト 
詳細計画策定調査 

面談日時 2011年 8月 31日、17:30 ~ 18:15 

面談機関 Ministry of Public Works (MOP)、Tarapaca、港湾局（DOP）アントファガスタ州 

面談場所 Office of DOP 

出 席 者 

相 手 側 

Mr. Alejandro Riquelme, Director of DOP Antofagasta 
Mr. Fredy Manriquez、建設課長代理 
Mr. Javier Kohningkan、プロジェクト課長 
他 3名 

調 査 団 

Victor Orellana   JICAチリ支所職員外部コンサルタント 
Juan Carlos Dominguez  チリ・カトリカ大学 
鈴木 ひろ子  日本語・西語通訳 
髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

記 録 者 髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

面談記録 1. Power Pointによる DOP アントファガスタ州事務所の事業紹介を受ける。 

 漁港の桟橋建設や保全 

 人工ビーチの設置 

2. 漁港の桟橋保全に関してはメヒヨネスで見学した桟橋の改修や、19 世紀の
桟橋改修の説明。 

3. 人工ビーチや遊歩道の設置は政府の開発方針で 2002 年より始まった。海し
か娯楽がない地方では住民の生活改善のために重要であると考えている。今

後数も増やすし、既存のものも拡張する。 

4. 人工ビーチの設計には数値シミュレーションや国家水理研究所（NHI）によ
る物理モデル実験を用いている。 

5. 津波の構造物対策については、チリの実情にあった植林などによる津波エネ
ルギーの消散などは考えられるとのことである。 
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面談記録 

件  名 
地球規模課題対応国際科学技術協力事業 
チリ共和国「津波に強い地域づくり技術の向上に関する研究」プロジェクト 
詳細計画策定調査 

面談日時 2011年 9月 1日、10:00 ~ 11:30 

面談機関 Aerophotogrammetric Service (SAF) 

面談場所 Office of SAF 

出 席 者 

相 手 側 Captain Cristian Cea Millar, Operational and Busineses Manger 

調 査 団 

Victor Orellana   JICAチリ支所職員外部コンサルタント 
Juan Carlos Dominguez  チリ・カトリカ大学 
鈴木 ひろ子  日本語・西語通訳 
髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

記 録 者 髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

面談記録 1. チリ空軍に属しているが技術機関である。製品はMOP などの公共機関や民
間企業にも販売している。積極的に民間マーケットへ参入しようとしてい

る。予算は空軍から 20%、財務省から 40%、残り 40%は製品を販売して得
ている。 

2. 航空写真撮影、航空レーザー測量を実施し、これらと衛星画像などを用いて
各種空間データ処理を行う。航空レーザー測量による地形図作成（コンター

1m）と 3D画像（建物）の供給も可能である。 

3. パイロット地区の候補地に関して保有するデータは以下の通り。 

 アリカ、イキケ、アントファガスタに関してはデータを所有している。 

 メヒヨネスについては写真撮影は行っているが、まだ処理はしていない。 

4. このプロジェクトはチリにとって社会的意義があるため、SAFとしてコスト
を請求しない可能性も高い。法律に基づいた公共機関であるために制約があ

るかもしれないが。 

5. 研究には次の様なデータも利用できるのでは。 

 1930 年代からの航空写真を保有している。1960 年からの航空写真を 60
万本所有しており、現在デジタル化をしている 

 2010 年地震・津波前後の被災地の写真を保有している。地震・津波発生
後 1日目から 7日まで被災地を 15cmの解像度で写真撮影している。 

6. 大学との協力 

 コンセプション大学の研究を支援している。 

 3 年前カトリカ大学と第 3州で共同研究する計画があったが、実現してい
ない。 

7. 民間の Digimapas Chileは競合相手である。Digimapas Chile は 2,500mの高度

から撮影するが、SAFは 4,500mから撮影するため、コストが安くなる。ま

た、良い機材を使用するため解像度も高いとのこと。 
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面談記録 

件  名 
地球規模課題対応国際科学技術協力事業 
チリ共和国「津波に強い地域づくり技術の向上に関する研究」プロジェクト 
詳細計画策定調査 

面談日時 2011年 9月 1日、12:30 ~ 13:30 

面談機関 UNESCO 

面談場所 Office of UNESCO Chile 

出 席 者 

相 手 側 

Ms. Garana Sanhllau, Regiona Project Coordinator, UNSCO 
Project 
Ms. Pamela Orgeldinger 
Dr. Masahiro Yamamoto, UNESCO / IOC Paris Tsunami Unit（ビ
デオ会議） 
Dr. Bernardo Aliaga, UNESCO / IOC Paris Tsunami Unit, 
Technical Secretary ICG/CARIBE EWS, Technical Secretary 
ICG/PTWS（ビデオ会議） 

調 査 団 
Victor Orellana   JICAチリ支所職員外部コンサルタント 
鈴木 ひろ子  日本語・西語通訳 
髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

記 録 者 髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

面談記録 1. UNESCO は津波に関して次の様なプロジェクトを実施、または計画してい

る。 

 Learning and adaptation to Tsunami in Colombia, Peru and Chile (2009~2010) 

 Strengthening National and Regional Systems of Tsunami Early Warning and 
Preparedness in Colombia, Chile, Ecuador and Peru (April 2012 ? ~ 18 months) 

2. 最初のプロジェクトは人々の津波に対する意識を向上させ、津波に強いコミ
ュニティを作ることを目的として、津波災害の予防、事前準備、早期警報、

応急対応へのコミュニティの参加を促すものである。次の 3つの活動を実施
した。資金は DIPECHOによる。 

 コミュニティ（生徒（14,195 人）、先生（553人）、コミュニティリーダー・
両親（22,017人）、行政官（902人））の教育を行い、津波災害リスク軽減
のための能力向上を図る。 

 コミュニティの参加のもとに災害リスク軽減のための計画を策定すると

ともに実施した。 

 国の緊急対応機関と教育機関間の協力を促進し、地域の津波警報システ

ム構築を目指した。 

3. チリにおいては次の活動を行った。 

 学校およびコミュニティにおける津波に関するワークショップ 18回 

 ラジオ放送 44回 

 津波警報ボードの設置 336 基 

 津波警報サイレンの設置 7基 
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 津波非常事態対応計画の策定 3地域 

 津波避難訓練 2回 

 国家津波警報システム強化のためのワークショップ開催 1回 

 カリキュラムに基づく教育用の冊子（入手）とコミュニティ啓蒙用の材

料の作成 

4. 課題は津波警報ボードと津波警報サイレンはまだ設置されてないことであ
る。理由は安全地帯が明確にされてないためである。 

5. 第 2 番目のプロジェクトは最初のもののフェーズ 2 である。同様に資金は
DIPECHO による支援を受けている。 

 目的は津波に対する事前準備を充実させることと、国から地方までの

“end-to-end”の津波早期警報システムを向上させることである。 

 また、地域、国、地方の各レベルにおける津波早期警報システムの改善

のための戦略を立てることも目的の一つである。 

 チリのカウンターパートは、教育省、SHOA、ONEMI、SSN である。 

6. 活動には次のものが含まれる。 

 地域間ワークショップと国別ワークショップ 

 数値モデリングの能力開発 

 プロジェクト参加各国の津波早期警報システムを知るための相互訪問 

 子供と青年を対象とし、津波災害軽減を目的とした地域キャンペーン 

 参加各国のステークホルダー間の情報交換を目的としたオンラインプラ

ットフォームの開発 

7. このプロジェクトに関して次のワークショップや会議が開かれるので、
JICA+JST プロジェクトのメンバーに参加して欲しい。 

 数値モデリングに関するワークショップ、2011年 11月 21~25日、バルパ
ライソ。 

 チリを対象とした国別ワークショップ、2012 年 2 月〜3 月、チリ北部、
期日や場所は ONEMI と協議中、フルスケールの演習や 3~4 日間のトレ
ーニングが実施される。 

8. JICA+JST プロジェクトとは共通するものが多いので協力していきたい。ま

た、今多くの取組みがなされているが、支援機関が協調して取組みを継続し

ていくことが重要である。 

9. ペルーの UNESCO 事務所の本プロジェクトの担当者が、ペルーで実施中の

JICA+JST プロジェクトの関係者とコンタクトを取りたいが、困難であると

のこと。JICAへ伝えると回答。担当者は以下の通り。 

 Ms. Gabriela Del Castillo, Peruvian National Project Coordinator, UNESCO 
Project 

10. チリの機関の印象。 

 先週 ONEMI の早期警報センターの弱点改善計画やプロトコルを検討し
た。ONEMIには改善の意志があり、実際、能力は改善している。 

 SHOA の技術レベルも改善している。ONEMI、SSN、教育省との協調が
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重要となる。 

 学校のリスクマネージメント能力を向上させるためには、教育省が行う

べき課題は多くある。 

10. 津波に関する他の支援機関のプロジェクトには次のものがある。 

 UNDP によるマウレ州とビオビオ州を対象としたプロジェクト（UNDP
のヒアリング結果参照） 

 赤十字によるチリ北部（アリカ、パリナコタ、タラパカ、アントファガ

スタ州）を対象としたコミュニティの事前準備能力向上プロジェクト 

 パンアメリカン保健機構（PAHO）による災害時の南米における保健ネッ
トワークの強化プロジェクト 

11.  IOC からの参加者からはプロジェクトの具体的な内容の質問があったが、

JICA+JST プロジェクト参加の研究者と直接議論して欲しいと回答。 
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面談記録 

件  名 
地球規模課題対応国際科学技術協力事業 
チリ共和国「津波に強い地域づくり技術の向上に関する研究」プロジェクト 
詳細計画策定調査 

面談日時 2011年 9月 1日、17:00 ~ 18:30 

面談機関 カトリカ大学 

面談場所 カトリカ大学工学部 

出 席 者 

相 手 側 

Prof. Juan C. de la Llera M., Dean, School of engineering 
Prof. Pedro Bouchon A., Associate Dean, School of Engineering 
Dr. Rodrigo Cienfuegos, Assistant Prof., Hydraulic & 
Environmental Department 
Dr. Christian A. Ledezma, Assistant Prof., Department of Structural 
and Geotechnical Engineering 
他 4名 

調 査 団 

Victor Orellana   JICAチリ支所職員外部コンサルタント 
Juan Carlos Dominguez  チリ・カトリカ大学 
鈴木 ひろ子  日本語・西語通訳 
髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

記 録 者 髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

面談記録 1. 津波はチリにとって大きな問題であるので、この JICA+JST プロジェクトに
は大きな期待をしている。チリには津波の専門家はいないので、このプロジ

ェクトがスターティングポイントとなる。 

2. 以前建物の耐震化に係る JICA プロジェクトを実施したが、チリの耐震設計

法の改善につながっている。このプロジェクトも同様な成果につながること

を期待している。 

3. カトリカ大学とUNESCOは 2011年 7月に“Protecting Structures, Saving Lives”
と題するセミナーを実施し、この後、両者は地震災害時の速やかな情報交換

に関して協定を結んだ。この協定には、日本の IISEE（建築研究所、国際地
震工学センター）の参加も含まれている。 

4. カトリカ大学は他大学と共同で“Seismic Cycle in Earth and Effects to 
Structures”を実施している。幅広い分野の専門家が参加する大規模なプロジ
ェクトで、期間は 3年間のプロジェクトである。津波も含まれており、また、
JICA+JST プロジェクトの実施時期と重なるため、相乗効果を得たい。 

5. プロジェクトの項目は次のとおりである。 

 チリ北部の地震源の研究 

 減衰式と耐震基準の改善 

 地震や津波の構造物への影響（北部チリを重点とする） 

6. プロジェクトの大きな目的は、研究の共通のプラットフォームを作って成果
を誰もが利用できるようにすることである。大学間の協力がなかったとい

う、今までのチリの習慣を変えようとしている。 

7. JICA+JST プロジェクトにはカトリカ大学では主に Hydraulic & 
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Environmental Department と Department of Structural and Geotechnical 
Engineeringが関係するが、ここでは小規模な物理モデル実験装置、数値モデ
リングが活用できる。 

8. 津波防災に係る他機関へのコメント 

 SHOA は数値解析の能力を向上させる必要がある。特に、港湾部などの

解析。SHOA は UNESCOによる PTWC のモデル、チリ大学のモデルなど
多くの手法を試している。早く、標準的な手法に修練する必要がある。

PTWC のアプローチは構造物への影響は考慮していない。 

 MOP は海岸構造物の計画・設計マニュアルの作成を計画している。構造
物への津波外力の考え方や設計法を整理する必要がある。 

 ONEMIに関しては、強化法案が国会で審議されているが、技術的なもの
と政治的なものが絡まっている。この法案には地震観測に関して新しい

機関の設置が含まれているが、方向ははっきりしていない。 

 地方政府については、津波浸水予測図の活用法を見出す必要がある。 

9. カトリカ大学は UNESCOプロジェクトには関係していない。しかしながら、
UNESCOプロジェクトと JICA+JSTプロジェクトの数値シミュレーションを
重要なコンポーネントとしているため、両者の整合を取ることが重要であ

る。 
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面談記録 

件  名 
地球規模課題対応国際科学技術協力事業 
チリ共和国「津波に強い地域づくり技術の向上に関する研究」プロジェクト 
詳細計画策定調査 

面談日時 2011年 9月 2日、9:30 ~ 10:30 

面談機関 Servicio Sismologico de Chile（SSN）, Depto. De Geofisica, チリ大学 

面談場所 チリ大学地球物理学部 

出 席 者 

相 手 側 Dr. Sergio Barrientosn, Director Servicio Sismológico 

調 査 団 
Victor Orellana   JICAチリ支所職員外部コンサルタント 
鈴木 ひろ子  日本語・西語通訳 
髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

記 録 者 髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

面談記録 1. 現状の地震計ネットワークと将来計画をヒアリング（位置図は本文参照、色
は位置図に示された色） 

 黄色： 広帯域地震計+加速時計+GPS 65点 （整備中） 

    （このうち 25地点は気象観測もできる） 

 灰色： GPS 75点  （整備中） 

    （海岸線に沿い 40~50km間隔で設置、黄色と合わせて GPS は 
     140点） 

 水色： 広帯域地震計+加速時計 18点  （設置） 

    （ドイツ、フランス、チリの支援で、第 15州と 2州に設置） 

 白色： 広帯域地震計+加速時計 10点  （9月に設置完了） 

    （IRIS のシステム、アメリカとの共同観測） 

 無印： 297点の加速時計は図中に示していない。 

 赤色： 火山観測網 

 最終的なチリの地震観測網は黄色+灰色+297 点の加速時計である。政府
から予算は確保しており、2~3 年後に完成する。 

 水色と白色はチリ大学のものである。 

 地質鉱山局との地震情報の共有も始めた。また、火山観測（地質鉱山局

が実施）との協力も始めている。 

2. 通信環境は次のとおり 

 黄色： リアルタイムでデータがサンチャゴに送られる 

 297 点の加速時計はモデムセルラーで通信 

 地震時には通信がダウンするので、衛星通信とバックアップメモリーを

備えている 
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3. 現状の地震情報の発信システムは次のとおり 

 リアルタイムの地震観測データは SNN、SHOA、ONEMI本部へ同時に送
られる。 

 地震のマグニチュードと位置を自動解析し、1~2分後に SHOAと ONEMI
本部へ自動的に発信する。これが第一報である。 

 地震のマグニチュードと位置をマニュアルで解析し、10~15 分後に SHOA
と ONEMI本部へメールで発信する。こちらの情報を信用している。 

 10 年ほど前から ONEMI と共同で地震情報の公共への発信の取組みを始
めた。しかしながら、2010 年地震までは科学的な研究が主であった。地
震後は週 7 日、24時間の観測体制を敷いている。夜間、休日は 2 名が担
当する。 

4.  技術的課題は次のとおり 

 地震計： 震央位置とマグニチュードを素早く解析するためにアンテロ

ープ（アメリカ製ソフト）を購入したい。このソフトによりアメリカの

データへもアクセスできる。 

 GPS：  リアルタイムでデータ処理がなされていない。ソフトとテク

ノロジーを入手したい。 

 SHOA： GPS ブイを設置したいと希望している。データは地上の処理

センターで処理したいとのこと。アリカから南緯 28 度位までに 10 ヶ所
程度必要と考えるが、これは SHOA が決めることである。 

 SSN と SHOAのデータ処理を統合すれば津波警報の発令時間を短縮でき
る。処理を自動化することを進めており、北部では自動化がうまくいっ

ている。他の地域の自動化も観測網が整備されるのを待っている。 

5. ONEMIを National Emergency Agencyに格上げする法案に関するコメントは
次のとおり。 

 法案は今年 3 月に提案された。緊急対応に軍隊が導入されることになり
複雑化し、審議には数年かかるかもしれない。 

 法案が通過しても、関連法案や組織化が必要であり、さらに時間を要す

る。新しい庁には予算の裏付けも必要とされる。 

 新しく地震ユニットが設置されることになっているが、まだどのような

組織になるのか、地震計ネットワークをだれが管理・運営するかは決ま

っていない。SHOA はこの新しい組織に含まれることはない。 

6. チリにおけるその他の地震観測システム 

 チリ大学の工学グループが強震計ネットワークを所有。SNN による地震

観測と協調できれば良いが、工学グループは独自の考えがある。 

 カトリカ大学の強震計（数は尐ない） 
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面談記録 

件  名 
地球規模課題対応国際科学技術協力事業 
チリ共和国「津波に強い地域づくり技術の向上に関する研究」プロジェクト 
詳細計画策定調査 

面談日時 2011年 9月 2日、11:00 ~ 12:30 

面談機関 UNDP 

面談場所 Office of UNDP Chile 

出 席 者 

相 手 側 
Mr. Alberto Parra, Coordinador Area de Desarrollo Local y ODM 
他 2名 

調 査 団 
Victor Orellana   JICAチリ支所職員外部コンサルタント 
鈴木 ひろ子  日本語・西語通訳 
髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

記 録 者 髙橋 政一   OYO インターナショナル（株） 

面談記録 1. UNDP は 2010年 2月の地震・津波を受けて、プロジェクト、" Support to Early 
Recovery post earthquake and tsunami of February 2010"（西語のタイトルを
Google で翻訳）を実施した（2010~2011）。 

 このプロジェクトは地方自治体の復旧のための能力向上を目指したもの

で、災害を受けたマウレ州とビオビオ州より 4 つの地方自治体をパイロ
ット地区として選んで活動を実施している。地域の参加と地域の文化を

考慮した復旧計画が作成されている（入手済み）。 

 プロジェクトには地域の大学が参加している。マウレ州は、the Chilean 
Institute of Municipal Studies at the Autonomous University (IChemE-UA)、ビ
オビオ州は the Center for Urban and Regional Studies at the University of Bio 
Bio (CEUR-UBB)である。 

 州、地方自治体、コミュニティの 3 つのレベルにおける教訓を取りまと
めており、1 ヶ月後にまとまる予定である。 

2. UNDPはEUの資金を用いてプロジェクト“Planning for Disaster Risk Reduction 
at territorial regional and local governments, communities farming and fishing, and 
organizations of civil society, Regions of the Maule and Bio Bio.”（西語のタイト
ルをGoogleで翻訳）を実施する（2011~2012）。 

 前述のプロジェクトを受けて、4つのパイロット地区を 45の自治体に広
げるもので、災害リスク管理と地域開発を融合した計画を策定する。復

旧ではなく地域開発を目的としている。 

 前述プロジェクトのパイロット地区の一つである Talcahuano（ビオビオ
州）では、5つある地区でリスク自治センター（？）を設置することを計
画している。資金は市と EU が出すことになる。ここには数日分の食料

や水の濾過装置、通信設備を備えて、市と市民が共同して災害対応にあ

たることができる。 

 チリとしては始めての隣組レベルの取組みであり、市長の政治判断によ

り可能となった。 

 州政府職員、地方自治体職員、コミュニティリーダーのトレーニングも
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実施する。 

 大学の協力で実施するが、コンセプション大学が入札している。11 月頃
より実施予定である。 

 今後は国レベルに広げる必要がある。 

3. 2010年の災害の教訓には次の様なものがある。 

 2010 年の災害の経験では、非常に困難な条件ではあったが市町村の機能
はどうにか働いた。地方自治体の能力の問題ではなく、権限が地方に委

譲されてない問題が大きい。地方自治体が努力しても、中央政府から拒

否されることもある。 

 例えば、ある市では緊急食料を購入する資金はあったが法律で規制され

ているために購入できなかった。市長が自分のお金で食料を購入して、

市のメカニズムを使って住民に配布した。また、法律により事前に食料

を備蓄することもできない。 

 地方自治体の防災体制を整備する必要がある。 

 ONEMI の中央レベルでは対応できない。ONEMI の地方レベルを整備す
る必要がある。 

 災害が発生した時、だれが不在であったかの問題ではなく、国、州、県、

地方自治体レベルでの決定権が明確でないことが問題である。 

4. 地方自治体の課題。 

 チリには 345 の地方自治体があるが、その予算は地方開発官房が管理す
る Municipal Common Fund（FCM）に依っている。 

 20 の地方自治体は経済的に自立しており、これらの自治体では専従の防
災担当職員を抱えることができる。 

 80 の地方自治体の予算は 50%程度 FCM に依存しており、残りの 245 の
自治体は 100%FCM に依存している。これらの自治体では専従の防災担

当職員を置くことができない。防災担当職員はいるが兼務で、通常は道

路清掃とか営繕など複数の業務を担当している。 

 FCM の配分は、地方自治体の面積、人口、貧困率により決定される。例

えば、メヒヨネスは面積が狭く人口も尐ないため、配分額は多くない。

FCM は教育、保健衛生、職員の給料、一般経費に殆ど使われ、残りがそ

の他の活動費である。これから防災活動の費用を捻出する必要があるた

め、その額には限りがある。 

 メヒヨネスには大企業が 20 社と民間の港湾があるが、税金は本社がある
サンチャゴに納付され、地元には落ちない。一方、地震・津波による企

業災害の危険は抱え込むことになる。鉱山を抱える地方自治体も同様な

課題を抱えている。 

5. UNDPのアプローチ。 

 国の防災システムの改善には時間や資金を要する。政治家を含む政策決

定者の意識改革が必要である。この分野には UNDP も関与できない。 

 地方レベルの能力を向上させることを目指していきたい。現在は、地方

自治体の首長に負担が集中しているが、彼らの能力を向上させるととも

に、市民社会との協力やリスク管理と社会・地域開発を統合していくこ
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とを推進していきたい。 

 現在、地方自治体は市町村開発計画（PLADECO）を持っており、ここに
リスク管理と社会・地域開発を統合した計画を入れていきたい。そうす

れば UNDP の活動が広がる。 

 地方自治体が活用できる公的資金には FCM に加えて地方自治体のコン

クール資金（？）がある。これを獲得すればプロジェクト資金となる。 
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事業事前評価表（地球規模課題対応国際科学技術協力） 

作成日：平成 23 年 9 月 21 日 

担当部・課：地球環境部防災第二課 

１． 案件名 

国 名： チリ共和国 

案件名： 和文 （科学技術）津波に強い地域づくり技術の向上に関する研究 

 英文 Research Project on Enhancement of Technology to Develop 

Tsunami-resilient Community 

２． 事業の背景と必要性 

（１） チリ国における防災セクターの現状と課題 

チリ国は、日本と同様に環太平洋地震帯に位置する地震・津波多発国であり、2010

年には世界観測史上 6 番目の規模であるマグニチュード 8.8 の大地震により広範囲

で被害が発生した。特に津波による被害が大きく、多くの課題を残した。具体的に

は、①港湾から漂流したコンテナが住宅地や遠方の沿岸部に 2 次的な被害をもたら

したこと、②警報発令が遅れたこと、③津波は数次に亘って継続的に来襲するにも

拘わらず、誤った政府発表や早すぎる警報の解除により、一度避難した住民が低地

にある居住地に戻り、第 2 波、第 3 波によって人的被害が拡大したこと、④南北に

細長い国土であるため復旧復興時の支援ルートとして陸上輸送のみならず港湾利用

が大きな役割を果たすが、港湾そのものの復旧が遅れたことや、コンセッション方

式により開発・管理が民間に委ねられていたため、地域の復旧復興に十分に活用さ

れなかったこと等が指摘されている。 

チリ国ではこれらの課題に対応すべく、地震計の増設や津波警報発令までの手順

の簡素化などを進めているが、津波研究に関する蓄積は十分ではなく、研究者も限

られている。効果的な津波対策を進めていくためには、解析技術を用いた津波現象

の再現や被害データベースの構築、構造物の対津波設計技術手法、沖合での津波観

測技術等、研究開発により科学技術の向上を推進するとともに、津波研究人材を育

成する必要がある。 

また、チリ沿岸で発生する津波の研究は、日本の津波防災にとっても重要なテー

マである。1960 年のチリ地震津波では、三陸地方を中心に高さ 5～6m の津波が来

襲し、死者・行方不明者 142 人、全・半壊建物約 3,500 棟の被害を引き起こした。

2010 年のチリ地震による津波でも、日本沿岸で浸水や養殖施設の被災により約 64

億円の被害が生じたが、再現計算で予測された津波到達時間が実際よりも数十分早

かったことや、津波警報が発令されたにも拘わらず避難する人が尐なかったことな

ど、解決しなければならない課題が存在している。さらに、2011 年 3 月 11 日に発

生した東北太平洋沖地震は、東北・関東沿岸部を襲った巨大津波による甚大な被害

を引き起こした。その実態と教訓を津波に備えるべき国々と共有し、このような悲

劇を繰り返さないよう津波防災の強化に貢献していくことが求められている。 

本プロジェクトは、2010 年チリ地震・津波に対して日本から派遣された合同調査

団が、被害調査を行った際に実施したチリ・カトリカ大学でのワークショップやチ

リ側研究者との意見交換を通じて形成され、2010 年 10 月に要請があったものであ

る。 
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（２） チリ国における防災セクターの開発政策と本事業の位置付け 

チリ国の防災分野における国家政策である国民保護国家計画では、災害マネジメ

ントサイクルのすべての段階におけるセクターを横断した行動・計画を推進し、災

害後の対応計画に必要な事項の標準化を目指している。 

本プロジェクトでは、研究課題に対し大学および防災行政機関担当者が知見を共

有することで、セクターを横断した課題解決手法の開発・提案に貢献する。また、

災害後の港湾利用等の研究成果は、チリにおける災害後の対応計画に必要な事項の

標準化の指針として貢献するものと位置付けられる。 

 

（３） チリ国の防災セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

日本政府の対チリ ODA の事業展開計画においては、重点分野「環境保全」の下に

防災対策支援プログラムが位置づけられている。 

我が国のチリにおける近年の防災分野支援は、構造物の耐震技術の向上、土地利

用計画での災害リスク評価の導入、火山性地震・地殻変動観測システムの強化等で

ある。また、2010 年 2 月 27 日に発生したチリ地震・津波に対する支援として、国

際緊急援助による物資供与、ニーズ調査団の派遣を行うとともに、「対地震･津波対

応能力向上プロジェクト」によって予防－応急対応－復旧・復興という災害マネジ

メントサイクル全体を視野に入れた短期専門家派遣・技術研修員受入を行い、復興

支援および防災行政の能力強化を実施した。「防災」は、我が国の ODA の重点課題

「地球規模の問題の取り組み」の一つに挙げられており、「防災協力イニシアティブ」

は、我が国の「分野別開発政策」の一つである。自然災害は毎年世界各国に様々な

形で深刻な被害を及ぼす地球規模の問題であり、度重なる被害により人々の生活や

経済社会の開発が阻害される悪循環を断つことは、貧困削減、持続可能な開発を実

現する上でも重要な前提条件の一つとされる。また、我が国が展開する「復興外交」

において、地震や津波を始めとする防災対策や緊急援助隊を含む災害対策のノウハ

ウを伝えるための支援拡充が謳われている。 

さらに、昨今、我が国の科学技術を活用した地球規模課題に関する国際協力の期

待が高まるとともに、日本国内でも科学技術に関する外交の強化や科学技術協力に

おける ODA 活用の必要性・重要性が謳われてきた。内閣府総合科学技術会議が取り

まとめた「科学技術外交の強化に向けて」（H19 年 4 月、H20 年 5 月）や、H19 年 6

月に閣議決定された「イノベーション 25」において途上国との科学技術協力を強化

する方針が打ち出されている。そのような中で環境・エネルギー、防災及び感染症

を始めとする地球規模課題に対し、開発途上国と共同研究を実施するとともに、途

上国側の能力向上を図ることを目指す、「地球規模課題に対応する科学技術協力」事

業が H20 年度に創設された。本プロジェクトはこの一つとして採択されていること

から、我が国政府の援助方針・科学技術政策に合致している。 

なお、「地球規模課題に対応する科学技術協力」事業は、文部科学省、独立行政法

人科学技術振興機構（以下、JST）、外務省、JICA の 4 機関が連携するものであり、

国内での研究支援は JST が行い、開発途上国に対する支援は JICA が行うこととな

っている。 
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（４） 他の援助機関の対応 

チリは 2010 年 1 月に OECD に加盟した高中進国であり、2010 年 2 月 27 日に発

生したチリ地震・津波においても、基礎インフラや病院、学校等の公的施設の再建

等は基本的に政府の自助努力により実施され、特定課題の政策に係るコンサルテー

ションや個別防災技術の強化において援助機関から支援を受けている。 

米州開発銀行（IDB）は、2010 年 4 月から 2011 年 4 月まで、①早期警報システ

ムの現状と課題の整理、②津波防災に関する住民への啓発活動の現状と課題の整理、

③早期警報システムの改善のための計画を提案した。 

国連開発計画（UNDP）は、2010 年～2011 年までマウレ州およびビオビオ州の 4

つの地方自治体をパイロット地区とし、地域の大学の参画も得て、地方自治体の復

旧のための能力向上を目指した、地域の参加と文化を考慮した復旧計画の作成を行

っている。また、2011～12 年には成果拡大を目指すフェーズⅡとして、EU の資金

提供を受けて、45 の自治体における災害リスクと地域開発を融合した地域開発計画

を作成する予定。 

３． 事業概要 

（１） 事業目的 

本プロジェクトでは、津波被害推定モデルの開発/改善、津波被害予測および被害

軽減対策の開発、高い精度の津波警報手法の開発、津波に強い市民および地域づく

りのためのプログラムの提案を行うことにより、津波脆弱地域において津波に強い

地域・市民を作るための知見や技術の開発を図る。 

 

（２） 事業スケジュール(協力期間) 

2012 年 1 月～2016 年 3 月を予定（計 51 か月） 

 

（３） 本事業の受益者（ターゲットグループ） 

プロジェクト活動に参加するチリ側共同研究者約 40 名  

 

（４） 総事業費（日本側） 

３.７億円（JICA 予算ベース） 

 

（５） 相手国側実施機関 

公共事業省港湾局を責任機関、チリ・カトリカ大学を実施機関とし、チリ大学、

コンセプシオン・カトリカ大学、コンセプシオン大学、フェデリコ・サンタ・マリ

ア工科大学、バルパライソ大学、バルパライソ・カトリカ大学、水路・海洋部、国

家緊急対策室、水理研究所等から成る研究チーム 

 

（６） 国内協力機関 

独立行政法人港湾空港技術研究所を研究代表機関とし、関西大学、独立行政法人

海洋研究開発機構、山口大学、防衛大学校、東北大学、静岡大学、埼玉大学、群馬

大学、徳島大学、名古屋大学、国土交通省国土技術政策総合研究所、気象研究所、
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ひょうご震災記念 21 世紀研究機構人と防災未来センター等から成る研究チーム 

 

（７） 投入（インプット） 

① 日本側 

・ 長期専門家派遣：2 名（業務調整員、災害後の港湾利用方法） 

・ 短期専門家派遣：9～13 名/年次×4 年次（チーフ・アドバイザー、津波数値シミュ

レーションモデル、構造試験・分析、構造物設計基準、津波災害による経済被害、

津波伝播・浸水、津波警報システム、防災計画、防災教育・啓発、業務継続計画、

地震学） 

・ 供与機材（シミュレーション・データ分析機器） 

・ 研究員受入：1～3 名/年次×４年次 

・ 在外事業強化費 

② チリ側 

・ カウンターパート：プロジェクト・ダイレクター1 名（公共事業省 港湾局長）、

プロジェクト・マネージャー1 名（チリ・カトリカ大学 研究代表者）、共同研究

者約 40 名 

・ チリ側研究者の研究経費 

・ 施設、機材等：専門家執務スペースの提供 

 

（８） 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

① カテゴリ分類 Ｃ 

② 影響と回避・軽減策 

本プロジェクトは、数値シミュレーション、フィールドにおける調査等を通じて

研究をすすめるプロジェクトであり、環境社会面で負の影響を及ぼす恐れは尐ない。 

貧困及びジェンダーへの配慮については、津波避難において社会的弱者となりう

る女性・高齢者・障がい者の安全確保について考慮した研究を実施する。 

 

（９） 関連する援助活動 

① 我が国の援助活動 

我が国は 2010 年チリ地震津波に対する支援を継続的に実施しており、2010 年 12

月から 2011 年 3 月まで実施された技術協力プロジェクト「対地震・津波対応能力強

化プロジェクト」により、国民保護および警報発令を担当する内務省国家緊急対策

室（ONEMI）、津波観測・解析を担当する水路・海洋部（SHOA）、構造物の耐震・

復旧作業、災害時の港湾利用を担当する公共事業省（MOP）、地震観測を担当するチ

リ大学を中心に、組織および防災担当者の能力強化を実施してきた。 

本プロジェクトでは、これらの協力で築いた防災担当機関との関係を維持し引き

続きチリにおける防災体制強化のための助言を行うとともに、課題として抽出され

た項目を中心に共同研究を実施する。さらに、研究成果を活用した課題解決策を検

討し、チリ政府による研究成果の社会実装を目指す。 

 

② 他ドナー等の援助活動 

IDB は、早期警報システムの改善に係る提言の取りまとめを支援しており、その
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成果は本プロジェクトの成果３で行う高い精度の早期警報手法の開発に反映する。 

UNDP は、2010 年チリ地震・津波の被災地域を対象として、復旧計画および災害

リスク管理を踏まえた地域開発計画の作成を支援しており、本プロジェクトの成果

４における行政職員・コミュニティリーダーの育成、及び地方自治体における業務

継続計画に関するプログラムの開発において、UNDP プロジェクトのグットプラク

ティスや教訓を反映する。 

４． 協力の枠組み 

（１）協力概要 

①プロジェクト目標 

津波脆弱地域において津波に強い地域・市民を作るための知見や技術が開発され

る。 

 

②成果及び活動 

・ 成果１：津波被害推定技術1が開発される。 

指標１－１：協力期間終了までに、2010 年チリ地震津波および 2011 年東北地方

太平洋沖地震津波の被害データベースが本プロジェクトにおける活

動に活用2される。 

指標１－２：協力期間終了までに、活動１－２のモデルにより、2010 年チリ地震

津波の被害が再現される。 

指標１－３：協力期間終了までに、耐津波構造物の計画・設計手法が改善される。 

 

活動１－１：将来起こり得る津波被害を理解し推定するため、2010 年チリ地震津

波および 2011 年東北地方太平洋沖地震津波の被害に関するデータ

ベースを構築する。 

活動１－２：高い精度の津波被害推定モデルを開発/改善する。 

活動１－３：2010 年チリ地震津波および 2011 年東北地方太平洋沖地震津波の結

果を考慮した耐津波構造物の計画・設計手法の開発に必要な津波外

力を評価する。 

 

・ 成果２：津波被害予測3手法および被害軽減対策4が提案される。 

指標２－１：協力期間の 3 年次終了までに、チリにおける被害予測ガイドライン

が被害予測を行う組織5に配布される。 

指標２－２：協力期間終了までに、研究対象地域において、津波被害軽減のため

の防災減災対策に関する検討会6が実施され、提案書7が作成される。 

                                            
1
 「被害推定技術」とは、収集した過去の被害データ、数値シミュレーション及び模型実験を用いて、被害の再現や

構造物の設計手法を導出するためのツールを指す。 
2
 「活用」とは、被害データベースを構築するだけでなく、活動 1-1、1-2、2-1、2-3 の研究活動に活用することを指

す。 
3
 「津波被害予測」とは、想定地震・津波を設定し、それに対する被害をシミュレーションすることを指す。 

4
 「被害軽減対策」とは、津波被害予測に対して起こり得る被害・対策を検討し、既存の防災減災対策の適切な組み

合わせや新たな手法の導入により被害を軽減させる手法を検討することを指す。 
5
 「組織」とは、水路・海洋部（SHOA）、国家緊急対策室（ONEMI）、大学等を指す。 

6
 「検討会」とは、チリ側・日本側研究者および対象地域における防災減災対策を実施する行政等の実務者との間で、

研究結果を基に必要とされる防災減災対策を協議する場を指す。 
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活動２－１：将来チリ沖で起こり得る津波に対する計算を基に、チリにおける研

究対象地域で被害予測を実施する。 

活動２－２：チリにおける津波被害予測ガイドラインを作成する。 

活動２－３：将来チリ沖で起こり得る津波に対する計算を基に、日本における津

波被害予測を実施する。 

活動２－４：チリおよび日本における被害予測の結果に基づき、津波被害軽減の

ための防災減災対策を提案する。 

 

・ 成果３：高い精度8の津波警報手法が開発される。 

指標３－１：協力期間終了までに、チリにおける津波警報手法に関する論文によ

り、津波警報の精度の向上が示される。 

 

活動３－１：地震計および沖合津波計の観測データに基づいた精度の高い津波予

測手法9を開発する。 

活動３－２：日本の経験を事例として、チリにおける住民に対する信頼性の高い

津波情報伝達手法10を開発する。 

 

・ 成果４：津波災害に強い市民および地域づくりのためのプログラム11が提案され

る。 

指標４－１：協力期間終了までに、津波災害に強い市民および地域づくりのため

のプログラムが、セミナー・ワークショップ・研修12により周知さ

れる。 

指標４－２：協力期間終了までに、津波災害の応急対応フェーズにおける港湾利

用に関する手法が取りまとめられ、公共事業省へ配布される。 

 

活動４－１：津波災害に強い住民をつくるための防災教育手法を開発するととも

に、チリにおける津波被害軽減のためのリーダー13を育成する。 

活動４－２：日本の経験を事例として、チリにおける津波被災後の応急対応フェ

ーズにおける港湾の活用手法を開発する。 

                                                                                                                                              
7
 「提案書」とは、「検討会」の結果を受けてチリ側・日本側研究者が研究成果を取りまとめた防災減災対策に関する

提言を指す。 
8
 「高い精度」とは、津波予測の正確性および住民・警報発令実務者に対して発信される津波情報の信頼性が向上し

た状態を指す。 
9
 「津波予測手法」とは、適切な観測地点の設定、予報区の設定、適切な既存の観測手法の組み合わせを考慮したよ

り精度の高い津波観測・解析手法を指す。 
10

 「津波情報伝達手法」とは、非常時に対応した２重化、３重化した適切な情報伝達網の設定、及び警報発令機関の

意思決定に必要とされる情報の提供により、津波情報の信頼性を向上させるための手法を指す。 
11

 「プログラム」とは、人材の育成及び地域づくりの両面を達成するための手法の総称であり、具体的には対象地域

における活動 4-1、4-2、4-3 で抽出された手法をプログラムとして取り纏めることを指す。 
12

 「セミナー・ワークショップ・研修」とは、地域づくりに携わる政策決定者のためのセミナー、住民および地域の

防災リーダーのためのワークショップ、地域における防災専門家の役割を担う技術者及び大学院生への研修を想定し

ており、具体的な人数、対象者はプロジェクト開始後に決定する。 
13
「リーダー」とは、災害時の避難行動や平時における防災教育において地域の津波防災をリードする地域防災自治

組織の住民リーダー等を指す。 
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活動４－３：津波被災後に地方自治体のシステムが機能するための計画策定手法

を検討する14。 

 

③ プロジェクト実施上の留意点 

国家緊急対策室（ONEMI）の組織改編を目指した法案が国会にて審議中であり、

今後研究計画を具体化するにあたって法案通過後の ONEMI の組織改編を考慮する

必要がある。チリの津波防災政策では、国、州、市町村の各レベル間連携が弱く、

本法案において中央集権的な体制の改善が重点課題として取り上げられており、地

方分権化の動向を踏まえた研究活動を実施する必要がある。 

また、プロジェクト期間中に政権交代があることから、政権交代が阻害要因とな

らないよう、チリ側関係者の実施体制を調整・強化する必要がある。 

チリ側共同研究者には、大学の研究者のみならず、政府機関である国家緊急対策

室（ONEMI）、水路・海洋部（SHOA）、公共事業省（MOP）、国立水理研究所（NHI）

が参画しているため、研究実施やプロジェクト終了後の社会実装に向けたチリ側の

円滑な調整や意思決定を促す必要がある。 

研究計画を進める上で、成果１～４の各ワーキンググループ間で活動内容を調整

することに留意する。具体的には、成果２では成果１の被害推定技術も参照した被

害推定を行い、成果３では成果２の想定津波高・浸水深などハザードが類似してい

る地域を一つの単位として津波予報区を設定するとともに、成果４で把握されるチ

リの国民性などを考慮した津波情報伝達手法を開発し、成果４では成果１～３の対

策・ノウハウを地域・住民レベルで活用する。 

 

（２）その他インパクト 

防災行政機関が共同研究グループに参画することで、研究成果がチリ国で活用さ

れ社会実装が行われることが期待される。 

公共事業省港湾局および港湾事業に携わる民間企業が、対津波構造物の計画・設

計手法の改善および災害時の港湾利用に関する研究成果を実用化することで、対津

波構造物の強度の向上、および港湾を通じた円滑な応急対応活動の実施が期待され

る。 

水路・海洋部が、被害予測ガイドラインによる精度の高い被害予測手法の導入、

沖合での津波観測を用いた精度の高い予測手法の導入、信頼性の高い津波情報伝達

手法の導入に関する研究成果を実用化することで、適切・迅速な津波情報が提供さ

れ、人的および経済的被害の軽減が期待される。 

内務省国家緊急対策室は、津波被害軽減のための防災減災対策の改善、津波災害

に強い市民および地域づくりのためのプログラムの実施・推進に関する研究成果を

実用化することで、災害への備えおよび住民・地域の防災意識が改善し、人的およ

び経済的被害を最小限に留め、円滑に復旧・復興へ移行できる災害に強い地域・市

民の構築が期待される。 

また、各防災関係機関が本プロジェクトを通じて協力関係を構築することで、プ

                                            
14

 「計画策定手法を検討する」とは、地方自治体における事業継続計画は自治体単独で実施できるものではなく、事

業者・住民・防災関係者等のステークホルダーの活動を組み合わせ機能させる必要があることから、確立した手法を

開発するのではなく、手法のあり方を検討することを指す。 
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ロジェクト終了後も組織横断的な共同体制によりチリにおける津波防災の推進に寄

与することが期待される。 

本プロジェクトは世界最先端の津波防災研究を目指すものであり、ペルー、エク

アドル、コロンビア等の近隣国に対する成果の発信を行うことにより、南米地域全

体の津波防災体制の強化（早期警報、災害時の広域支援、観測・調査データの共有

等）に寄与することが期待できる。近隣国への成果の普及はチリ国の防災政策の中

で掲げられており、加えて、日本・チリ・パートナーシッププログラム（JCPP）を

通じた南南協力支援の推進に寄与することも考えられる。 

５． 前提条件・外部条件（リスク・コントロール） 

（１） 事業実施のための前提 

なし 

（２） 成果達成のための外部条件 

共同研究活動における人員配置が大幅に削減されない。 

（３） プロジェクト目標達成のための外部条件 

なし 

６． 評価結果 

本事業は、チリ国の開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、

また計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 

７． 過去の類似案件の教訓と本事業への活用 

2010 年度に実施済みの「対地震・津波対応能力強化プロジェクト」では、チリにおけ

る適正技術に配慮した技術支援、人材開発だけでなく、本邦研修や日本人専門家による

情報提供により、チリにおいても有効と思われる既存の日本の防災基準やシステムを提

供することで、チリの防災体制・システムにおける基準・枠組み作りに直接的に活用さ

れた実績がある。本プロジェクトにおいても、耐津波構造物の計画・設計手法の開発、

陸上・沖合津波観測における観測地点の設定手法、津波予報区の設定手法、浸水予測地

図の作成手法等、日本の技術を積極的に活用していく。 

８． 今後の評価計画 

（１） 今後の評価に用いる主な指標 

４．（１）のとおり 

（２） 今後の評価計画  

事業中間時点   中間レビュー 

事業終了 6 か月前 終了時評価 

 

 

以上 
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